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序　　　　　文

コンゴ民主共和国（以下、「コンゴ民」と記す）では、1960 年の独立以来の国内・国際紛争の

影響により貧困率が高く、保健関連指標についても、1990 年代の指標レベルから改善してはいる

ものの、国連ミレニアム開発目標（MDGs）として掲げられる妊産婦死亡率の削減（MDG5）及

び 5 歳未満児死亡率の削減（MDG4）は、いずれも依然として達成目標値から遠い状況にあります。

このような状況に対し、日本は、2008 年より公共保健省次官官房に派遣された保健政策アドバ

イザーの協力を得て、保健人材開発を開発課題の中心に据えた保健セクター二国間協力方針を作

成しました。その後、この方針に基づき、コンゴ民政府より技術協力プロジェクト「保健人材開

発支援プロジェクト」が要請され、本プロジェクトが同国における日本による初の技術協力プロ

ジェクトとして、2010 年より 3 年間の予定で実施されています。

本プロジェクトが 2013 年 11 月に終了を迎えるにあたり、独立行政法人国際協力機構（JICA）

は、2013 年 6 月 9 日から同年 7 月 1 日に終了時評価調査団を派遣し、コンゴ民政府との間でプロ

ジェクト目標の達成状況や成果の発現状況につき確認し提言を行うとともに、教訓を導き出しま

した。本報告書は、同調査の結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクト実施にあたり

活用されることを願うものです。

ここに、本調査の実施にあたりご協力を賜りました日本側関係機関、コンゴ民政府関係者各位

ほか、関係者の皆様に深い謝意を表しますとともに、引き続き一層のご指導とご協力をいただけ

ますようお願いする次第です。

平成 25 年 8 月

独立行政法人国際協力機構

人間開発部長　萱島　信子
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１－１　協力の背景と概要

コンゴ民主共和国（以下、「コンゴ民」と記す）では、1960 年の独立以来の国内・国際紛争

の影響により貧困率が高く、現在においても人口の 88％が 1 日 1.25USD 未満で生活している

（2006 年、世銀）。保健関連指標についても、1990 年代の指標レベルから改善してはいるもの

の、妊産婦死亡率の削減（MDG5）は目標値 332（出生 10 万対）に対して 550（出生 10 万対、

2007 年）、5 歳未満児死亡率の削減（MDG4）は目標値 60（出生 1,000 対）に対して 168（出生 1,000
対、2011 年）と、MDGs 達成目標値からは依然として遠い状況である。

コンゴ民政府はこうした現状に応えるため、第 2 次貧困削減・開発戦略書（DSCRP II、2011
～ 2015 年）を策定し、保健セクター開発を同戦略の第 3 の柱「基礎社会サービスへのアクセ

ス改善及び人的資本の強化」に含めるとともに、全人口に対し現実的な費用負担で質の高い保

健サービスを提供することを目標としている。この目標を実現するため、コンゴ民保健省は

DSCRP II に基づいて第 2 次保健システム強化戦略（SRSS、2011 ～ 2015 年）及びその実施計画

としての国家保健開発計画（PNDS、2011 ～ 2015 年）を策定し、同戦略・計画を構成する柱の

ひとつとして「保健人材開発」を掲げている。

実際、コンゴ民における保健人材は、人口 1万人当たりの医療従事者数が全国平均看護師 8.23
人と、WHO 基準（人口 1,000 人当たり 2.3 人）を大幅に下回っている一方で、人材の深刻な偏

在が認められる。この偏在は、コンゴ民における保健人材開発に係る問題が、単に数量的な不

足にあるというだけでなく、同時に既存の人材をいかに全国に配置し定着させ管理していくか

という課題も含んでいることを示している。

こうした背景を踏まえ、日本は 2008 年、公共保健省（以下、保健省）に保健政策アドバイザー

を派遣し、その指導の下に Grandes Axes 現状分析及びそれに基づいた戦略軸が保健省次官官房

及び関連部局を主体として策定された。その後、右戦略軸を実施していくべく、技術協力プロ

ジェクト「保健人材開発支援プロジェクト（PADRHS）」（以下、本プロジェクト）が保健省よ

り要請された。その結果、日本は 2010 年より 3 年間の予定で、保健省の人材関連局（DRH）（総

務・人事担当局、初期教育担当局、継続教育担当局）をカウンターパート（C/P）として本プロ

ジェクトを展開することとした。

１－２　協力内容

（１）実施期間：2010 年 11 月 15 日～ 2013 年 11 月 14 日（3 年間）

１．案件の概要

国名：コンゴ民主共和国 案件名：保健人材開発支援プロジェクト（PADRHS）

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：JICA 人間開発部保健第二課 協力金額（評価時点）：3 億 100 万円

協力期間

（R/D）： 2010 年 11 月 15 日～

2013 年 11 月 14 日

（延長）：

（F/U）：

（E/N）（無償）

先方関係機関：保健省人材関連局（DRH）

日本側協力機関： 独立行政法人国立国際医療研究セ

ンター（NCGM）

他の関連協力：なし

評価調査結果要約表（和文）
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（２）上位目標：国家保健人材開発計画（PNDRHS）が実施される。

（３）プロジェクト目標：保健人材関連局の国家保健人材開発計画実施能力が強化される。

（４）成　果

１）保健人材関連局の組織運営能力が強化される。

２）PNDRHS 2011 ～ 2015 が作成され、承認される。

３）PNDRHS に関連する保健省内の各種規定が策定される。

４）保健人材に関わる情報管理システムが設置される。

（５）投　入

１）日本側

・専門家 長期専門家 3 名、短期専門家 5 名

・研修員受入 本邦研修 10 名、C/P 研修 6 名

・機材供与額 24 万 7,426USD（2013 年 3 月末）

・ローカルコスト負担 140 万 3,874USD（2013 年 3 月末）

２）コンゴ民側

・C/P 配置 14 名

・プロジェクトオフィス供与 保健省第 1 局（D1）の事務室（約 20m²）
・プロジェクトオフィス水道光熱費

３－１　実績の確認

（１）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）上の各成果の達成状況

「成果１： 保健人材関連局の組織運営能力が強化される」

成果１が達成される見込みは高い。屋根の補修・機材の整備や 5S（整理・整頓・清掃・

清潔・躾）活動の推進などを通じ保健省人材関連局（DRH）の執務環境が改善されるとと

もに、DRH の管理職に対する国内外での保健人材管理研修や、保健人材開発技術委員会の

定期的な開催や関係省庁との協議などの PNDRHS 実施のための DRH の調整能力の強化に

向けた取り組みが、ほぼ計画どおりに行われた。また、中級保健人材養成校全国統一卒業

試験（Jury National：JN）の運営・モニタリングなどの保健人材管理の実施のための評価・

モニタリングが実施されているほか、保健人材開発のオブザベートリーについても、2013
年 4 月に正式な運用が開始されている。さらに、DRH 3 局すべてにおいて PNDRHS に沿っ

た年次計画がタイムリーに作成されるに至っている。

２．評価調査団の概要

調査者

（1）団　　長 小林　洋輔 JICA 人間開発部保健第 1 グループ保健第二課　課長

（2）技術参与 三好　知明 NCGM 国際医療協力局派遣協力第二課　課長

（3）協力企画 安孫子　悠 JICA 人間開発部保健第 1 グループ保健第二課

（4）評価分析 三木　博文 （株）コーエイ総合研究所コンサルティング第二部

（5）通　　訳 関田　眞理子

調査期間
2013 年 6 月 18 日〜 7 月 1 日

（評価分析団員・通訳は 6 月 9 日～ 7 月 1 日）
評価種類：終了時評価

３．評価結果の概要
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「成果２： PNDRHS 2011 ～ 2015 が作成され、承認される」

PNDRHS 2011 ～ 2015 が 2011 年 4 月に承認され、プロジェクト開始後わずか半年で成果

２は達成された。また、その策定過程に係る活動に関しても、DRH 3 局がそれぞれの小委

員会にて所掌課題の問題分析からサブプランの策定を行ったのと同時並行的に、同 3 局が

各サブプランに基づく形で PNDRHS 本文を協働して執筆しており、保健人材開発という課

題が DRH で横断的に検討されたことが確認された。

「成果３： PNDRHS に関連する保健省内の各種規定が策定される」

成果３が達成される見込みは高い。PNDRHS の策定・承認を受け、保健人材配置基準の

更新案の作成、中級助産師の資格基準案の作成・承認、中級助産師課程 1 年目分の教育基

準案及び評価基準案の作成等、PNDRHS 関連規定が順調に策定されている。特に、中級

助産師課程 1 年目分の教育基準案については、2012 年度から一部の中級保健人材養成校

（IEM）及び中級看護人材養成校（ITM）でパイロット的に活用が開始されており、大きな

成果といえる。他方、キンシャサ中級保健人材養成校（IEMK）の国立パイロット校として

の省令については、2013 年 9 月開校に向けた首相令案及び学校規則に係る省令案の作成が

2013 年 2 月に準備されたが、それ以降、大臣承認に向けた調整が続いており、今後の展開

を注視する必要がある。

「成果４： 保健人材に関わる情報管理システムが設置される」

成果４は達成された。人材情報管理に必要なデータベース項目の定義及び適切なデータ

ベースソフトの選定から、データクリーニングを通じた届出人材リストの更新及び届出人

材リストフォーマット（2009 年から既存）の統一、データ更新に係る州保健医務局（DPS）
情報担当官に対する DRH による研修及び州への巡回指導までの活動が、計画的かつ体系的

に実施された。

（２）プロジェクト目標の達成状況

「保健人材関連局の国家保健人材開発計画実施能力が強化される」

「州の保健人材開発計画年次計画書」に関しては、終了時評価時点で、州レベルにおい

て PNDRHS に紐づく年次計画は存在しないことが確認されたため、当該指標の達成状況を

直接検証するための手段とはなり得ない。とはいえ、各州においては、PNDRHS の上位計

画である PNDS に対応する州保健開発計画（PPDS）に係る年次活動計画（PAO）が策定さ

れており、各州は PPDS に含まれる保健人材開発に関する指標に対応した活動を PAO に記

載することとされている。

PAO に含まれる保健人材開発に関する指標は必ずしも、より PNDRHS に即した活動計画

が州レベルで今後策定されていくために必要十分な指標となっているわけではないものの、

今後上位目標達成に向けた取り組みがなされるなかで当該指標の精緻化が図られる見込み

であること、また 2013 年度 PAO は、終了時評価時点で 26 州中 25 州から保健省本省に提

出されており、PAO は本指標の検証手段として現時点でもっとも妥当性の高い文書と判断

できる（※ 2006 年の憲法改正により行政区画は 11 州から 26 州に分割されることとなって

いるものの、プロジェクトにおいては 11 州での旧行政区画を基準に活動を実施してきた）。

また PAO の策定過程においては、本プロジェクトにおける種々の活動が貢献したことは

確認されており、成果（JN の結果や届出リスト）により正確な把握が可能となってきた保

健人材データが活用されるものと想定されることから、本指標はおおむね達成されたと考
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えられる。ただし指標 1 の表現ぶりについては、今後予定されている事後評価等において

不明点を極力残さないために、より現状に即した形で、以下の改訂指標 1 案のように修正

することを提案する。

⇒改定指標 1 案： 半数以上の州保健局の年次活動計画書において、保健人材開発にかかる

活動が明記される。

国家保健人材開発年次計画書については、DRH 各局において、PNDRHS に掲げられる 4
つの課題／サブプラン（①キャリア管理（D1）、②基礎教育（D6）、③継続教育（D11）、④

定着（D7、D1））にそれぞれ対応した PAO が作成されたことから、当該 PAO は PNDRHS
を実施するための年次計画として位置づけられるものと判断できる。

３－２　評価５項目による評価結果の要約

（１）妥当性：非常に高い

コンゴ民における保健開発ニーズは極めて高く、とりわけ保健人材開発については、

DSCRP（2011 ～ 2015）、SRSS（2011 ～ 2015）及び PNDS（2011 ～ 2015）等の政策文書に

おいて保健システム強化のための大きな柱のひとつとして位置づけられており、開発計画

との整合性の観点から妥当である。加えて 2010 年のプロジェクト計画段階において、DRH
自身が参加して問題分析を行い課題が抽出された経緯からも、プロジェクトによる支援内

容はターゲットグループのニーズに合致するものであるといえる。

保健人材の能力強化に対する協力は、日本の対コンゴ民主共和国国別援助計画における

重点分野のひとつ「社会サービスへのアクセス改善」に位置づけられることから、本プロ

ジェクトは日本の援助政策と合致している。さらに、JICA はセネガル共和国において保健

省の能力強化を目標とした専門家派遣や、保健人材開発に関する技術協力プロジェクトを

保健省人材局や保健人材養成学校を対象として実施してきた実績があり、本プロジェクト

が対象とする課題にアプローチするうえでのノウハウは十分に蓄積されている。

（２）有効性：高い

本プロジェクトの目標はおおむね達成されている。また、4 つの成果も効果的に構成さ

れている。まず、成果１は DRH の執務環境を整えるとともに PNDRHS 及びそれに紐づく

PAO の策定に係る能力や、関連部局・省庁との連携・調整に係る能力の強化をめざす。成

果１によって強化される能力に依拠する形で、成果２は PNDRHS の策定及び承認をめざ

し、この PNDRHS の実施を担保する各種規定や情報管理システムの整備が成果３及び成果

４によってめざされる。以上より、本プロジェクトにて設定された成果はロジックの面で

も整然としており、またプロジェクト目標を達成するうえでいずれも必要不可欠かつ十分

なものであった。

（３）効率性：比較的高い

他ドナーの活動と連携することで、時間・コストを節約した。具体的には、看護教育

パートナーシップイニシアティブ（NEPI）のプロジェクト C/P である高等教育省（MESURS）
と保健省とのプロジェクト協議の場を活用して二省庁間連携のための関係深化の促進を

図ったほか、ワクチンと予防接種のための世界同盟（GAVI）や WHO の資金がオブザベー

トリー開設や各種ワークショップを実施するうえで活用された。
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プロジェクト活動も、DRH の本来業務の一環として取り組まれるべきものであったた

め、主要な C/P に追加の業務負担を強いることもなかった。加えて、PNDRHS がプロジェ

クト開始後約半年で承認されたことにより、2012 年からはそれに基づいた各局の PAO が作

成されるなど、PDM 上の当初の計画に沿ってタイミング良く活動を実施していくことがで

きた。

（４）インパクト：高い

本プロジェクトでは、DRH 及び DPS の PAO への保健人材開発計画の反映や DPS の人材

開発計画策定に係る能力強化といった側面で、上位目標の達成に直接的に貢献し得る正の

インパクトが発現しているほか、他省庁や他ドナーのコミットメントや他国の人材局への

技術的貢献といった側面で、上位目標の達成のための外部条件に関しても正のインパクト

が発現している。また活動実施による負のインパクトも特に認められていない。

（５）持続性：比較的高い

全体として、プロジェクト活動を実施するために別の組織を構築する必要はなかった。

したがって、プロジェクト終了後もその成果が継続的に発現されるための組織能力はその

まま C/P 機関に引き継がれる。また、保健省改革・再編の動きが数年前からみられるもの

のまだ実現の兆しはないことから、C/P 機関は本プロジェクトの成果を将来にわたり継続

的かつ効果的に活用できることが十分に見込まれる。

ただし、上位目標の達成に向けた追加的な活動に必要な経費については、引き続き開発

パートナー等からの支援が一部必要となる可能性は否めない。

本プロジェクトでは ACCESS ソフトを用いた支援を行ってきた。しかし、今後英国国際

開発省（DFID）/IMA（NGO）の支援によって別の人材データベースソフトの導入が一部

の州／保健区で開始される見込みであることが判明している。既に ACCESS を導入した州

に新たに別のソフトが導入されることになった場合、多方面での調整コストの増大が予想

される。本プロジェクトで収集されたデータが最大限活用されるとともに、データ収集の

過程で培われた保健省・州保健局におけるさまざまな仕組み・ノウハウの効果が持続的に

発現していくためには、保健省として右問題に係る展望を明らかにしていくことが期待さ

れる。

以上のように、財政面や技術面での一定の制約・留保はあるものの、C/P 機関はその制

約の中で工夫して活動を推進するための能力をプロジェクトの活動実施過程で有している。

３－３　結　論

評価５項目に関し、妥当性、有効性、インパクトについては非常に高いレベルで効果が発現

していること、効率性についてもこれを担保するためのさまざまな工夫がなされ、比較的高い

効果が発現していることが確認された。他方、持続性については政策・組織面では比較的高い

と判断されるものの、持続性の確保をより確実なものにするためには特に財政面と技術面に関

して C/P 機関のより一層の努力や工夫が必要である。全体としては、プロジェクト期間中にプ

ロジェクト目標をおおむね達成すると見込まれるため、本プロジェクトの実施期間についても

当初の予定から変更する必要はないと結論づけることができる。

なお、既に採択がなされている次期プロジェクトの設計に際しては、後述の提言事項の実施

状況及び教訓を踏まえる必要がある。
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３－４　提　言

（１）プロジェクト終了までに以下の項目が実施されることが期待される。

・ 2013 年 9 月開校に向けた IEMK 開校準備委員会の開催を通じた開校準備（開校までのロー

ドマップの進捗モニタリング）

・ 二省庁間連携に関する協議枠組みの設置のための省令への大臣署名に向けた更なる努力

・ 二省庁間連携に関する協議枠組みが設置されたのち、両省庁間の技術的連携の更なる強

化

・ 中級助産師課程 2 年目の教育基準案及び評価基準案の策定・承認

・ 国別保健人材概況書の作成

（２）プロジェクト終了後に上位目標達成へ向けて、以下の項目が実施されることが期待される。

・ PNDRHS のモニタリング評価（助産師養成に係る現状分析及び計画等の追記）

・ JN 実施のためのマニュアルの作成及び予算確保

・ 人材委員会の定期開催の継続

・ 中級助産師課程全学年の教育基準案及び評価基準案の策定

・ 作成済みの保健ゾーン人材配置基準案と人材配置基準用ソフト WISN とのハーモナイ

ゼーション

・ プラットフォームとしてのオブザベートリーの機能活用

（３）中長期的に DRH により、以下の項目が実施されていくことが望まれる。

・ 次期 PNDRHS に保健人材養成に係る上級・中級人材の共通ビジョンが反映される。

・ 次期 PNDS 策定過程において保健人材開発軸に対する技術的貢献を行う。

３－５　教　訓

（１）紛争影響国の事例として

コンゴ民のように広大な国土を有する紛争影響国においては、行政システムの構築が急

がれるという観点から、本プロジェクトで採られたアプローチ、即ち DRH が DPS に対し

て本来果たすべき指導的役割を担うことができるよう保健省本省の能力強化を行うという

アプローチは、本省レベルの政策と整合的な形で州レベルでの計画が策定・実施される下

地を整えるうえで有効であるといえる。

（２）人材分野の事例として

保健人材は保健システムの構成要素のひとつとしてあらゆるサービスデリバリーの質と

量を確保するうえでの基礎を成す分野であるため、包括的な視点でバランスよく取り組む

ことが効果発現のために重要となる一方、プロジェクトとして介入可能な範囲は限られる

ことから、本プロジェクトのように成果同士の連関性・相乗効果を意識したプロジェクト

設計が肝要である。

（３）本省 C/P の能力強化（州レベル、他局、他省庁との連携強化を含む）の事例として

C/P の能力強化には、C/P への直接的な技術支援によって強化される能力と、C/P がその

関連部局に対して能力強化を施すことで自ら強化される能力との二側面がある。特に本プ

ロジェクトのように中央行政と州行政との連携強化がめざされる場合は、この二側面がそ

れぞれ明確にされたうえで有機的に組み合わされる形で実施されることが望ましい。
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（４）保健プログラムとして

本プロジェクトでは政策アドバイザーや本邦研修、本邦研修から派生した広域ネット

ワーク、さらには三国間協力といったさまざまなスキームとの連携がプロジェクト目標達

成にあたり大きく貢献したが、こうした効果発現が可能となるためには、これらのさまざ

まな案件が全体としてひとつの方向に関連づけられており、かつその関連性を C/P 機関が

認識している必要がある。

その点、コンゴ民における日本の協力は、① 2008 年から派遣されていた保健政策アドバ

イザー及び保健人材開発専門家の指導の下、保健省のハイレベル幹部から実務者レベルま

でのさまざまなステークホルダーが一堂に会して行われた問題分析によってニーズが的確

に把握されたこと、②右過程を通じてプロジェクト開始前に既に保健省側の PNDRHS 策定

に向けた機運やそれに必要な能力が準備されており、PNDRHS 策定に向けた支援を行うた

めの機が熟していたことの 2 点が、本プロジェクトの大きな成果である PNDRHS 策定・承

認に直接的に寄与したと考えられる。また上記に加え、プログラムの実施段階においても、

C/P がプログラムの全体像や方向性、そこにおける各協力案件の位置づけをよく理解して

いた。以上から、コンゴ民保健プログラムは参加型によるプログラム・アプローチの好事

例であるといえる。
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1-1 Background of the Project
The poverty rate is high in the DRC because of both domestic and international conflicts since its 

independence in 1960. Thus 88% of the population lives on less than USD 1.25 per day (World Bank. 2006). 
The health indicators of the country show a slight improvement from 1990 levels. However, it is still far 
from the MDGs. The maternal mortality ratio (MDG 5) is 550 deaths per 100,000 live births (2007), while 
the target is 332. The under-5 mortality rate is 168 deaths per 1,000 live births (2011) which is also very far 
from the goal of 60 per 1,000 births.

To cope with such situation, the government of the DRC has developed DSCRP II 2011-2015, 
incorporating development of the health sector in its 3rd pillar (“improving access to basic social services 
and strengthen human capital”) and has set a goal of providing health service with high quality and 
realistically payable cost for entire population in the DRC. To achieve the goal, the Ministry of Health 
(MOH) of the DRC established successively Strategy for Strengthening Health System 2011-2015 (SSRS 
2011-2015) and its implementation plan, the National Health Development Plan (PNDS 2011-2015). It is 
mentioned that the development of HRH is one of the pillars of the SRSS and the PNDS.

Indeed, the HRH in the DRC are far from international standards in quantity and quality. The number 
of nurses per 10,000 populations is only 8.23 which is woefully inadequate compared to 2.3 nurses per 
1,000 population of the WHO standard. Misallocation of HRH is also a serious problem. The current 
situation shows that the problem of HRH in the DRC arises not only in terms of the quantity but also its 
allocation. The question is not only how to produce good quality of HRH but also how to allocate, retain and 
effectively manage existing HRH across the country.

On this basis, the Japanese government signed in 2008 for “Great Axes of Cooperation between the DRC 
and Japan in Health Sector”, and decided the framework of implementation of the PADRHS as a Japanese 
technical cooperation. The duration of the Project is three years from 2010. Counterparts (CP) of the Project 
are Directions 1 (D1, General Services and Human Resources), 6 (D6, Science Education for Public Health) 
and 11 (D11, Continuing Education) of MOH in the DRC.

1-2 Project Overview
(1) Period

 3years (15th November 2010 -14th November 2013)

Summary of the Evaluation Study

1. Outline of the Project

Country: Democratic Republic of the Congo Project title:Support to Human Resource Development in 
health sector of DRC

Issue/Sector: Health Cooperation scheme: Technical Cooperation Project

Division in charge: Human Development 
Department, JICA

301millions JPY

Project 
Cooperation

(R/D): November 2010 – 
November 2013

Partner Country’s Implementation Organization : Human 
Resource for Health Department, Ministry of Health
Support Organization in Japan: National Center for Global 
Health and Medicine (NCGM)
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(2) Overall Goal
 The PNDRHS is implemented

(3) Project Purpose
  The capacities of the Human Resource Directorate (HRD) to implement the PNDRHS are reinforced

(4) Outputs
1)  The institutional capacity of the HRD is strengthened
2)  The PNDRHS 2011-2015 is developed and validated
3)  The regulations and documents related to PNDRHS are developed
4)  The management system of the HRH information is established

(5) Inputs
1) Japanese side

▪ Long term experts: 3 persons, Short term experts: 5 persons
▪ Trainees received in Japan:16 persons
▪ Equipment: 247,426USD (As of 31 March 2013)
▪ Local cost 1,403,874USD (As of 31 March 2013)

2) DRC side
▪ Counterparts: 14 persons
▪ Project Office
▪ Utilities cost

3-1 Achievement
(1) Achievement of the Outputs
Output 1: The institutional capacity of Human Resource Directorate(HRD)is strengthened

The probability of achieving the Output 1 is high. Working environment of HRD has been improved 
by rehabilitation of buildings, providing equipment, and introduction of 5S. Activities for strengthening 

2. Evaluation Team (hereinafter designated as “the Team”)

Members of 
Evaluation 
Team

Team Leader: Yosuke KOBAYASHI, Director, Health Division 2, Health Group 1, Human 
Development Department, Japan International Cooperation Agency (JICA)
Technical Advisor: Chiaki MIYOSHI  Director, 2nd Expert Services Division, Bureau 
of International Medical Cooperation, National Center for Global Health and Medicine 
(NCGM)
Cooperation Planning: Yu ABIKO, Health Division 2, Health Group 1, Human 
Development Department, JICA
Evaluation: Hirobumi MIKI, Consultant, Consulting Department II (Human Resources 
Development), KRI International Corp.
Interpreter: Mariko SEKITA

Period of 
Evaluation

9th June 2013 – 1st July 2013 Type of Evaluation: Terminal Evaluation

3. Result of Evaluation
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administrative and coordinating capacities of HRD, such as trainings in and out of the country, regular 
C-HRH meetings and consultations with other Ministries, have been almost completed as planned. 
Monitoring and evaluation of HRH management are in progress, through implementation and monitoring of 
the Jury National, and the Observatory for development of HRH which has been officially launched in April 
2013. All of three concerned Directorates (HRDs) established annual operational plan in accordance with 
PNDRHS.

Output 2: The PNDRHS 2011-2015 is developed and validated
The Output 2 is considered as achieved, given that the PNDRHS2011-2015 was validated in April 2011 

just six months after being launched the Project. The Team confirmed that the process of elaboration allowed 
the three HRDs to work in close mutual collaboration: the HRDs elaborated the PNDRHS on the basis of 
the sub-plan which each Directorate drafted within its sub-commission.

Output 3: The regulations and documents related to PNDRHS are developed
The probability of achieving the Output 3 is high. Following the validation of PNDRHS, different 

texts such as standards of staffing, the referential document for competence of A2 midwife, the referential 
document for training and evaluation for A2 midwife course (for the first grade) have been developed. The 
referential document for training and evaluation for A2 midwife course has been validated for use as a pilot 
in some IEM and ITM since 2012, which marks a significant success of the Project.

Issues related to the status of IEM Kinshasa as the national pilot school, need still to be paid close 
attention. The procedure for the signature by the Minister of Health is not yet accomplished, despite drafts 
of decrees for opening IEM Kinshasa in September 2013 were elaborated in February 2013.

Output 4: The management system of the HRH information is established
The Output 4 is considered as Achieved. The planned activities are: i) to define items for establishment 

of a HRH database, ii) to select appropriate software, iii) to standardize a format of reporting lists (existing 
since 2009), iv) to update the staff directory, and v) to support HRD to conduct training and supervision for 
data managers and provincial officers. These activities have been systematically implemented..

(2) Achievement of the Project Purpose
“The capacities of the HRD to implement the PNDRHS are reinforced”

Even though the Team did not confirm any specific “annual plan of activities related to a HRH 
development plan at Provincial level” (objectively verifiable indicator for the Project Purpose),  it is worth 
noting that each DPS develops the “annual operational plan (PAO)” which includes  HRH-related activities 
in accordance with the HRH-related indicators stipulated in PPDS of the Province.

These indicators cannot be necessarily considered as relevant enough so that necessary activities are 
planned at the Provincial level in accordance to PNDRHS. Nevertheless, the PAO can be considered as the 
most relevant document to serve as a means of checking the degree of achievement of the Indicator 1 at the 
evaluation moment. Moreover, there is no doubt that the process of developing the PAO has been directly 
or indirectly promoted by the activities of the Project, and the outcomes of the Project activities such as the 
result of Jury National and the development of staff directory have made it possible to get the most accurate 
information of HRH.

Given these observations and analysis, the Team concluded that Indicator 1 is generally completed, but 
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for the sake of clarity, the Japanese side proposed to amend the wording of Indicator 1 as follows:
Proposed Indicator 1: “The PAO of more than half of DPS stipulates the activities for the development of 

HRH.”

In addition, the content of the PAO developed respectively by the HRD includes the content of the four 
sub-plans PNDRHS, namely: i) Career Management (D1), ii) basic education (D6) iii) continuous education 
(D11), iv) retention (D1, D7). It can be concluded that the PAO is relevant document to implement the 
PNDRHS at the Provincial level.

3-2 Evaluation by Five Criteria
(1) Relevance

The Relevance of the Project is considered very high for the following reasons.
The Human Development Index (HDI) ranked the DRC as 187th out of 187 countries, and the Gross 

National Income (GNI) per capita is far from the average of the Sub-Sahara Africa. The life expectancy in 
years at birth is 48.4, Maternal Mortality Ration and Under-5 mortality rate are still high and considered 
to be difficult to achieve the MDGs target. These indicators testify the important need in the field of health 
development in the DRC.

The issues of HRH development are listed in the strategic priorities for strengthening the health system 
among the official documents of the national policies on different levels, namely, the DSCRP 2011-2015, 
the SRSS 2011-2015 and PNDS 2011-2015. This stresses the point of view of compliance with the National 
Development Plan. In addition, the Project was designed through the problem analysis by HRD themselves 
allowing the Project to meet the maximum needs of the target groups.

(2) Effectiveness
The degree of effectiveness of the Project is high.
The Project Purpose is approximately achieved. As for the structure of the four Outputs, it proves very 

rigorous.
First, for the Output 1 it is expected to improve work environment in HRD, and to strengthen their 

capacity to develop the PNDRHS and the PAO, and to collaborate with other concerned departments or 
ministries. The Output 2 is the development and validation of PNDRHS, which is on the basis of capacities 
strengthened through Output 1 activities. In order to implement the PNDRHS and the PAO effectively, the 
various regulations and the HRH information system are established through activities related to the Output 
3 and 4. So it turns out that the four Outputs are well structured and the Project Purpose would not have 
been achieved if some elements from these Outputs were missing.

In the first stage of the Project, the PNDRHS was developed and validated. This has contributed 
significantly to achievement of the Project Purpose and allowed HRD to identify their operational directions.

(3) Efficiency
The degree of efficiency of the Project is high.
The project has saved time and cost by combining with the activities or budget of the other development 

partners in the health sector.
The project took the opportunity for discussion organized by NEPI, whose activities involve MOH and 

MOHE, to promote the inter-relationships between those ministries deeper. The project has also exploited 

xii



resources from GAVI and WHO for opening of the Observatory and organizing various workshops. 
Furthermore, the HRD managers have participated international conference, workshops and trainings by 
using WHO’s and other partners’ funding, and these trials have contributed to the efficiency of the Project.

The directors and managers with rich professional experiences have been carefully selected from the 
three HRD. Project activities coincide exactly with the original work of HRD, which helped to avoid 
additional costs for the CP. It is also worth noting that, thanks to the involvement of several departments in 
the Project activities, the possible stagnation of activities in certain department did not stop the progress of 
activities in other departments provided.

The fact that the providing equipments and the repair of the workplace of the HRD were made in the first 
stage of the Project has facilitated the implementation of the remaining activities.

In addition, the fact that the PNDRHS was approved just six months after the launch of the Project. This 
has contributed significantly to implement activities through the PAO in 2012 and 2013 developed by HRD 
on the basis of PNDRHS.

(4) Impact
The project generated positive levels of impact.
The direct impact to the achievement of the Overall Goal, such as the integration of the contents of 

PNDRHS into the PAO of MOH and DOH, and building capacity to develop the PPDRHS in DOH, 
has been acquired. The impact on the preconditions of the Overall Goal, such as demonstrated in other 
ministries and donors’ commitment, as well as technical contribution to HRD in other countries of 
Francophone Africa, has been acquired.

Furthermore, negative impact has not founded through the Project.

(5) Sustainability
The degree of sustainability is relatively high.
MOH did not need to build new specific organizations to implement the Project. The organizational 

viability will be naturally maintained by HRD even after finishing the Project, even if reform or 
reorganization of MOH is discussed for some time.

Regarding financial sustainability, it cannot be denied the possible need of support by other development 
partners in order to perform additional activities to achieve the Overall Goal.

The ACCESS software has been selected and used for HRH information system in the Project. However, 
it turns out that DFID/IMA introduces and provides another software, iHRIS, for the database for HRH 
in some provinces and health zones. In case of the introduction of the second software to DOH already 
adopted the ACCESS, it will cause an additional cost. There will be some need for coordination about HRH 
information system. It is highly expected to clarify the HRD’s perspective for development database, so 
that the data collected during the Project are fully utilized and that the mechanism and the know-how which 
were established and accumulated throughout the process of data collection in HRD and DOH can be made 
continuously.

HRD could use all outcomes from the Project consistently and effectively throughout its activities. 
Although the joint evaluation team keeps some concerns about the financial aspects and technical viability, 
it considers that, through the Project activities, HRD obtained abilities to advance its activities and play its 
role even with limited resources.
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3-3  Conclusion
As a result of evaluation by the five criteria, the joint evaluation team has concluded that the degree of 

relevance, effectiveness and impact of the Project has demonstrated very high.
Regarding efficiency, it is relatively high due to various measures taken by the staff of the Project. In 

terms of sustainability, the team called for greater efforts financially and technically in CP, while noting 
the relatively satisfactory level of achievement of this criterion. Overall, the Project Purpose is estimated 
to be sufficiently achievable by the end of the Project, thus the team concluded that it is appropriate to 
complete the Project at the end of the period originally fixed. With regard to the planning the second phase 
of the Project, already adopted by the Government of Japan, it is necessary to consider the progress of 
implementation of recommendations as well as points of lessons, mentioned below.

3-4 Recommendations
(1) Activities expected to be completed by the end of the Project
➢  Preparation for opening IEMK in September 2013 by organizing the Preparatory Committee and the 

monitoring of the progress of the roadmap for opening
➢  Support the Minister of Health to sign on the Inter-Ministerial Order concerning the establishment of 

interdepartmental consultation framework
➢  Strengthen cooperation between MOH and MOHE to implement the Inter-Ministerial Order after it is 

validated
➢  Development and validation of training and evaluation standards for the second year of the midwifery 

course in A2
➢  Development of the Country Profile

(2) Activities expected to be completed to achieve the Overall Goal after finishing the Project
➢  Monitoring and evaluation of PNDRHS (additional chapter on the analysis of the situation and the 

strategy for the training of midwife)
➢  Securing of budget and development of an operational guideline for implementation of the Jury 

National
➢  Continuation of the regular holding of the C-HRH meeting
➢  Development of training and evaluation standards for all years of the midwifery course in A2
➢  Harmonization between the draft of updated standards of staffing of HRH in ZS and WISN
➢  Operating functions of the Observatory as a platform for development of HRH

(3) Activities expected to be performed by HRD for medium and long term
➢  Introduction of a common vision on training HRH in A1 level and A2 level in the PNDRHS 2016-2020
➢  Technical contribution to the conceptualization of strategy focusing on the development of HRH in the 

process of developing the next PNDS

3-5 Lessons
(1) A Lesson from the Project conducted in a country affected by conflict

The project adopted an approach of giving priority to capacity building for HRD in MOH to play role 
as headquarters which is supposed to support and oversee DOH. This approach is effective in a country 
undergoing conflict influences, where it is urgent to restore the administrative system across the vast country 
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as the DRC, in that it actually helps to prepare the first steps for the development and implementation of 
provincial plans that are intended to conform to those of the central level.

(2) A Lesson from the Project addressing issues of HRH development
HRH is one of the crucial elements of health system that can provide satisfactory service in terms of both 

quantity and quality. It is therefore important not only to tackle on issues for HRH with comprehensive and 
balanced point of view but also to plan project to maximize the synergy and linkage between the Outputs 
because the intervention area of the Project is limited.

(3) A Lesson from the Project focusing on better coordination between the central and provincial level
Capacity building for HRD in MOH has two aspects; one is the capacity enhanced as a result of direct 

support to HRD, second one is the capacity acquired as a result of the process in which HRD strengthen the 
capacity of the provincial level.

It is therefore, when a project aims to improve coordination between the central and provincial 
governments, to clarify the interest of each of these two aspects and combine them according to the capacity 
of the central government considered necessary to strengthen.

(4) A Lesson from the Project consisted as a part of a program
The achievement of the Project Purpose owes much to the synergy that occurred between the Project 

activities and other inputs, namely the meetings initiated by the technical adviser to the SG, training in 
Japan, the derivative network as an outcome from the training in Japan, the tripartite cooperation between 
the DRC, Senegal and Japan, etc..This synergy could occur if these activities were correlated by the proper 
orientation in the program, and the each oriented activities in the program must be recognized by its 
Counterpart.

From this point of view, the bilateral cooperation program in health sector in the DRC has two benefits 
that will contribute to the achievement of the validation PNDRHS. The first is that the needs of health 
sector in the DRC has been thoughtfully provided through the process of problem analysis in which various 
stakeholders including executive members from MOH and DOH officers, with support by technical adviser 
to the SG, participated.

The second advantage is that the process of problem analysis allowed MOH to prepare for the 
development of PNDRHS in terms of motivation and capacity. Add to this, even after the program was 
developed, the Counterpart showed strong ownership for the Project by understanding of the overall 
direction of the program and the function of each input in the entire program.

All these examples showing effectiveness of the program of cooperation in health sector in the DRC 
developed on the basis of the participatory process.
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第１章　終了時評価調査の概要

１－１　背　景

コンゴ民主共和国（以下、「コンゴ民」と記す）では、1960 年の独立以来の国内・国際紛争の

影響により貧困率が高く、現在においても人口の 88％が 1 日 1.25USD 未満で生活している（2006
年、世銀）。保健関連指標についても、1990 年代の指標レベルから改善してはいるものの、妊産

婦死亡率の削減（MDG5）は目標値 332（出生 10 万対）に対して 550（出生 10 万対、2007 年）、

5 歳未満児死亡率の削減（MDG4）は目標値 60（出生 1,000 対）に対して 168（出生 1,000 対、

2011 年）と、国連ミレニアム開発目標（MDGs）達成目標値からは依然として程遠い状況である。

コンゴ民政府はこうした現状に応えるため、第 2 次貧困削減・開発戦略書（DSCRP II、2011 ～

2015 年）を策定し、保健セクター開発を同戦略の第 3 の柱「基礎社会サービスへのアクセス改

善及び人的資本の強化」に含めるとともに、全人口に対し現実的な費用負担で質の高い保健サー

ビスを提供することを目標としている。この目標を実現するため、同国公共保健省（MSP）は

DSCRP II に基づいて第 2 次保健システム強化戦略（SRSS、2011 ～ 2015 年）及びその実施計画と

しての国家保健開発計画（PNDS、2011 ～ 2015 年）を策定し、同戦略・計画を構成する柱の 1 つ

として「保健人材開発」を掲げている。

実際、コンゴ民における保健人材は、人口 1 万人当たりの医療従事者数が全国平均看護師 8.23
人と、WHO 基準（人口 1,000 人当たり 2.3 人）を大幅に下回っている一方で、人材の深刻な偏在

がみとめられる。PNDS（2011 ～ 2015 年）によれば、2010 年現在の州別の人口 1 万人当たりの

看護師数は、首都に隣接するバンドゥンドゥ州で 16 人であるのに対し、首都から離れたカタン

ガ州及びマニエマ州では 4 人と、大きな偏りがある。この偏在は、コンゴ民における保健人材開

発に係る問題が、単に数量的な不足（人材養成数の不足）にあるというだけでなく、同時に既存

の人材をいかに全国に配置し定着させ管理していくかという課題も含んでいることを示してい

る。

こうした背景を踏まえ、わが国は 2010 年より 3 年間の予定で、公共保健省（以下、保健省）

の人材関連局（DRH）〔総務・人事担当局（D1）、初期教育担当局（D6）、継続教育担当局（D11）〕
をカウンターパート（C/P）として技プロ「保健人材開発支援プロジェクト PADRHS」（以下、本

プロジェクト）を展開し、それまで定められていなかった国家保健人材開発計画（PNDRHS、
2011 ～ 2015 年）の策定・承認を技術的に支援した。さらに本プロジェクトでは、この PNDRHS
に掲げられる目標や戦略軸に沿って、PNDRHS 実施のための C/P の能力強化、人材届出リスト

の更新を通じた保健人材情報システムの構築、これまで基準が定められていなかった中級（A2）
助産師の資格・養成・評価に関する基準案の策定、さまざまなドナーによって実施されている現

任教育の現状把握及び州レベルでのニーズ調査などを支援し、着実な成果を上げている。

今般、本プロジェクト期間が残すところ約半年となったため、以下のとおり、終了時評価調査

団を派遣することとした。

１－２　終了時評価調査の目的

（１ ）相手側機関と合同でこれまでの本プロジェクトの活動をレビューし、その実績、実施プロ

セス、目標、成果の達成状況等を本プロジェクト単体のみならず保健セクター協力プログラ

ム全体の観点から確認する。
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（２ ）相手側機関との協議を通じ、プロジェクト終了に向けて対処すべき課題の解決を図ると同

時に、プロジェクト終盤に向けての提言や留意すべき事項の確認を行う。

（３ ）プロジェクト終了後の協力の可能性について、JICA 協力プログラムの観点から、相手側

機関と協議を行う。

１－３　調査団の構成

氏　名 担当業務 所　属

小林　洋輔 総　　括 JICA 人間開発部保健第 1 グループ保健第二課　課長

三好　知明 技術参与
国立国際医療研究センター（NCGM）

国際医療協力局派遣協力第二課　課長

安孫子　悠 協力企画 JICA 人間開発部 保健第 1 グループ保健第二課

三木　博文 評価分析 株式会社コーエイ総合研究所コンサルティング第二部

関田　眞理子 通　　訳 ―

１－４　調査日程

2013 年 6 月 18 日（火）～ 7 月 1 日（月）

なお、評価分析団員は、6 月 9 日（日）～ 7 月 1 日（月）。

日程実績は付属資料１のとおり。

１－５　主要面談者

＜コンゴ民保健省＞

Dr. Kupa Mukengeshayi 次官代理／プライマリ・ヘルスケア局（第 5 局）局長

池田　憲昭 次官官房　技術顧問／ JICA 保健省アドバイザー

Dr. Charles MAYAKASA 次官官房　技術補佐官

Mr. LINGONGO Sopokole Emmanuel 次官官房　統一課長

Mr. Ngumbu Mabanza Epiphane 総務・人事担当局（第 1 局）局長

Mr. Komba Djeko 初期教育担当局（第 6 局）局長

Dr. Body Ilonga 継続教育担当局（第 11 局）局長

Mr. Matoko yala Nieaise 第 1 局　人材課　課長

Mr. Bapitani Désiré Basuana 第 6 局　初期教育計画課　課長

Dr. Moucka Mulumba 第 11 局　継続教育計画課　課長

Mr. Kalindula Dieu Donne 第 11 局　継続教育資料管理課　課長

Dr. Epumba Bertino Epondo 調査計画担当局（第 7 局）　局長補佐

Dr. Salomon Salumu Siyangoli 第 7 局 SNIS 課　課長

Dr. Milambu Kaluila Milan
国家リプロダクティブヘルスプログラム　評価モニタリ

ング課長
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Mr. Vangu Misamu バコンゴ州保健局総務人事課（B1）　課長

Mr. Munganga Ndayi キンシャサ州保健局基礎教育課（B6）　課長

Mr. Mpuruta Pascal 南キブ州保健局継続教育課（B11）　課長

＜コンゴ民高等教育省（MESURS）＞

Prof. Chelo Lotsima 高等教育大臣

Prof. Mundala O. Tete 大臣官房長官

Prof. Maurice Tingu Yaba 大臣官房長官補佐

Mr. Kabuya Wa Kabuya サービス管理計画局　局長

＜ JICA コンゴ民事務所＞

小畑　永彦 所長

興津　圭一 担当次長

武居　理恵 企画調査員

Dr. Raymond Mufwaya 在外専門調整員

＜援助機関等＞

Dr. Daniel Carter
英国国際開発庁（DFID）コンゴ民事務所　保健アドバ

イザー

Ms. Nancy Bolan IMA World Health　コンゴ民事務所　副所長

Mano Ntayingi
IMA World Health　モニタリング評価プログラムマネ

ジャー

Beatrice Nseka ICAP/NEPI プログラム　コンゴ民事務所　副所長

１－６　プロジェクトの概要

（１）上位目標：国家保健人材開発計画（PNDRHS）が実施される。

（２）プロジェクト目標：保健人材関連局の国家保健人材開発計画実施能力が強化される。

（３）成果及び活動

成果１：保健人材関連局の組織運営能力が強化される。

1.A. 　保健人材局の労務環境を改善する。

1.A.1　保健人材局の社屋・建造物を改修する。

1.A.2　保健人材局に機材を整備する。

1.A.3　保健人材局関係組織（中央局と州局）を結ぶ通信ネットワークを設置する。

1.A.4　5S 活動を導入する。

1.B.　 保健人材局の管理職に対する保健人材管理（キャリア管理、養成管理、配置、情報
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管理システム、モニタリング ･ 評価等）研修を行う。

1.B.1　研修会を開催する。

1.B.2　海外研修を実施する（本邦研修、第三国研修等）。

1.B.3　研修の成果を共有する。

1.C.　 PNDRHS 実施のための保健人材局の調整能力を強化する 。
1.C.1　保健人材開発技術委員会および小委員会の定例会を開催する。

1.C.2　 保健人材開発に関わる関係省庁との協議を行う（公務員省、財務省、予算省、高

等教育省、等）。

1.C.3　保健人材開発に関するパートナーの協力内容の共有およびマッピングを行う。

1.C.4　保健人材開発に関する国内・国外援助機関による活動を調整する。

1.C.5　PNDRHS 実施のための州への巡回指導を行う。

1.C.6　人材配置・労務状況のための業務監査を全国レベルで実施する。

1.D.　 保健人材管理実施のための評価 ･ モニタリングを行う（養成、管理、継続教育）。

1.D.1　モニタリング・評価ツールを作成する。

1.D.2　データを収集する。

1.D.3　データを分析・解釈する。

1.D.4　報告書を作成する。

1.D.5　分析した内容を活動にフィードバックする。

1.E.　 保健人材開発のオブザベートリーを機能させる。

1.E.1　オブザベートリーの TOR を作成する。

1.E.2　「国別保健人材ファイル」を作成する。

1.E.3　 WHO-AFRO の Web サイトにコンゴ民オブザベートリーのページを作成する。

成果２：PNDRHS 2011 ～ 2015 が作成され、承認される。

2.A.　 2011 ～ 2015 年度　PNDRHS のサブ ･ プラン（初期教育計画・キャリア管理計画 ･

人材定着化計画 ･ 継続教育計画）を作成する。

2.A.1　必要なデータを収集する。

2.A.2　現状診断およびその執筆を行うための作業会議を開く。

2.A.3　現状診断に基づく戦略策定のためのワークショップを開く。

2.A.4　戦略を文章化し、アクションプランを作成する。

2.A.5　承認・共有化ワークショップを開催する。

2.B.　PNDRHS の本文を作成する。

2.B.1　必要なデータを収集する。

2.B.2　現状診断およびその執筆を行うための作業会議を開く。

2.B.3　現状診断に基づく戦略策定のためのワークショップを開く。

2.B.4　戦略を文章化し、アクションプランを作成する。

2.C.　 PNDRHS を承認し、共有する。

2.C.1　承認会合ワークショップを開催する。

2.C.2　承認された PNDRHS を省内、関係省庁、州レベルで共有する。

2.C.3　PNDRHS を印刷し、関係者に配布する。
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成果３：PNDRHS に関連する保健省内の各種規定が策定される。

3.A.　公衆保健に関する基本法の作成に技術的に参画する。

3.B.　保健従事職の履行・管理および初期教育を規定する文章を作成する。

3.B.1　保健ゾーン（ZS）の人材配置基準の更新案の検討を開始する。

3.B.2　州および中央レベルの病院人材配置基準の検討を開始する。

3.B.3　中級助産師の資格・初期教育・評価基準案を作成する。

3.C.　 キンシャサ中級保健人材養成校（IEMK）の国立パイロット校としての位置づけを明

確にする。

成果４：保健人材に関わる情報管理システムが設置される。

4.A.　 保健人材登録リストをもとにした保健人材情報データベースの定義を確定し作成す

る。

4.B.　各州の保健人材情報データ更新の仕組みを作る。

4.B.1　既存の保健省管轄人材登録リストのフォーマットを統一する。

4.B.2　各州保健局におけるデータ更新のための中央からの巡回指導を行う。

4.B.3　州保健局に「データベースを活用した年次計画策定方法」の研修を行う。
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第２章　終了時評価の方法

２－１　評価設問と評価指標

本調査では、プロジェクト実績、実施プロセス、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、イン

パクト、持続性）の項目ごとに、評価設問、必要な情報・データ、評価指標等を検討し、評価フ

レームワークを設定したうえで評価グリッドを作成し、これを用いて評価を行った。評価グリッ

ドは、2010 年 11 月署名の討議議事録（R/D）に添付されたプロジェクト・デザイン・マトリッ

クス（PDM）に基づいて作成した。評価グリッドの詳細は付属資料３を参照。

２－２　主な調査項目とデータ収集方法

２－２－１　主な調査項目

本調査では「新 JICA事業評価ガイドライン第 1版」に沿って、主に以下の視点から調査を行っ

た。

（１）実績の検証

プロジェクト実施の結果何が達成されたのか、プロジェクトの計画時と比較して期待ど

おりに達成できたかどうかを検証する。

（２）実施プロセス

当初の計画どおりに活動が実施され、成果の達成に結び付いているかを確認する。ま

た、プロジェクト目標の達成度に影響を与えている実施プロセスにおける要因を検証す

る。

（３）評価５項目

・ 妥当性： プロジェクト目標及び上位目標が、コンゴ民政府の政策、受益者のニーズや優

先度、日本の援助方針等と合致しているかを検証する。

・ 有効性：�プロジェクトの成果がプロジェクト目標の達成にどのように、あるいはどの程

度貢献したかを検証する。

・ 効率性：�投入が質や量の面でどの程度成果の達成に貢献できたかを検証する。

・ インパクト：プロジェクトの実施に基づいて正負の影響を確認する。

・ 持続性：�プロジェクト終了後も、プロジェクトがめざしてきたプロジェクト目標や上位

目標の効果を維持する見込みがあるかを検証する。

２－２－２　データ収集方法

本調査では、（１）文献レビュー、（２）インタビュー、（３）プロジェクトサイト等の視察

を通じてデータの収集を行った。主な内容は以下のとおり。

（１）文献レビュー

・ 詳細計画策定調査報告書（2010 年）

・ 運営指導調査報告書（2013 年）
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・ プロジェクト事業進捗報告書

・ 保健セクター情報収集・確認調査報告書（2012 年）

・ 短期専門家等業務完了報告書

・  PDM
・ その他プロジェクト成果品・議事録等

（２）インタビュー

・ 日本人専門家

・  DRH（D1・D6・D11）局長以下職員

・ 保健省関連局（第 5 局 SNIS 課、第 7 局、リプロダクティブヘルスプログラム課）

・ 州保健医務局（DPS）（バコンゴ州 B1 課、キンシャサ州 B6 課、南キブ州 B11 課）

・ 高等教育省

・ 開発パートナー（DFID、IMA World Health、ICAP/NEPI）

（３）プロジェクトサイト等の視察

・ 中級保健人材養成校（IEM）キンシャサ建設現場

・ 中級看護人材養成校（ITM）キンタンボ校

・ オブザベートリー開設式典

・ クリニック・ンガリエマ
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第３章　プロジェクトの実績と達成度

３－１　プロジェクトの実績

３－１－１　日本側投入

（１）専門家派遣

プロジェクト開始（2010 年 11 月）から本終了時評価実施時（2013 年 6 月）までの投入

実績は以下のとおりである。詳細は付属資料４を参照。

派遣分野 人月（MM）

1 チーフアドバイザー 30.83

2 業務調整／保健人材開発* 15.57

3 業務調整 14.53

4 保健人材開発（調整能力強化） 1.57

5 保健人材情報 1.03

6 保健人材開発（助産） 1.87

7 保健人材養成 0.43

8 保健人材開発／人材管理計画及び保健人材開発 3.70
*2011 年 1 月 18 日～ 3 月 30 日のジュニア専門員として稼働した MM を含む。

（２）本邦研修

以下のとおり、各コースに計 16 名の研修生を受け入れた。参加者リストについては付

属資料４を参照。

期　間 コース名 参加人数

2010 年  11 月 30 日～ 
12 月 18 日

集団研修仏語圏西アフリカ地域「保健人材管理」 3 名

2011 年  11 月 29 日～ 
12 月 17 日

集団研修仏語圏西アフリカ地域「保健人材管理」 4 名

2011 年 12 月 11 ～ 20 日 コンゴ民保健省次官顧問 C/P 研修 3 名

2012 年 12 月 10 ～ 22 日 集団研修仏語圏西アフリカ地域「保健人材管理」

フェーズ 2
3 名

2012 年 12 月 17 ～ 22 日 国別研修「保健アドバイザー C/P 研修（保健省局長本邦

研修）」

3 名

（３）第三国研修

第三国間協力の一環として 2011 年 7 月のセネガルミッションに保健省から 5 名、2013
年 4 月のセネガルへのミッションには保健省から 4 名（MESURS からも 3 名）が参加した。

詳細は付属資料５を参照。
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（４）供与機材

供与した主な機材は以下のとおり。詳細は付属資料６を参照。

・ 保健省 DRH 及び DPS 人材担当課に、コピー機、プリンター、プロジェクター、コン

ピュータ、ラップトップ、その他 PC 周辺機器等を供与した。

・  IEM うち中級助産師の教育基準案をパイロット的に実施している学校のなかから 2 校

を選定し基礎的教育用機材を供与した。

（５）ローカルコスト負担

2012 年度末時点での現地活動費総額は 140 万 3,874USD、機材供与費は 24 万 7,426USD
である。

2010 年度（USD） 2011 年度（USD） 2012 年度（USD）

概算払

受入額
支出額

執行率

（％）

概算払

受入額
支出額

執行率

（％）

概算払

受入額
支出額

執行率

（％）

在外事業強化費 328,843 328,047 99.76 495,095 494,853 99.95 582,480 580,974 99.74

供与機材費 127,081 125,520 98.77 67,401 67,337 99.91 55,000 54,569 99.22

３－１－２　コンゴ民側投入

（１）C/P の配置

C/P は保健省次官をプロジェクトディレクター、D1 局長をプロジェクトマネジャーと

し、DRH から合計 14 名が配置された。詳細は付属資料４ 参照。

（２）プロジェクト事務所

保健省 D1 の事務室（約 20m2）が提供された。

（３）プロジェクトオフィスの水道光熱費

保健省による一括支払いのため、詳細は不明である。

３－２　成果の達成度

本プロジェクトで設定された 4 つの成果はおおむね達成されており、未達成の成果についても

達成見込みは高い。成果ごとの実績は以下のとおりである。なお、各成果に係る活動の実施概況

については付属資料３.「評価グリッド」を参照のこと。

屋根の補修・機材の整備や 5S（整理・整頓・清掃・清潔・躾）活動の推進などを通じ DRH の執

務環境が改善されるとともに、DRH の管理職に対する国内外での保健人材管理研修や、人材委

員会の定期的な開催や関係省庁との協議などの PNDRHS 実施のための DRH の調整能力の強化に

向けた取り組みが、ほぼ計画どおりに行われた。また、IEM 全国統一卒業試験（JN）の運営・モ

ニタリングなどの保健人材管理の実施のための評価・モニタリングが実施されているほか、保健

人材開発のオブザベートリーについても、2013 年 4 月に正式な運用が開始されている。さらに、

成果１：保健人材関連局の組織運営能力が強化される。
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DRH 3 局すべてにおいて PNDRHS に沿った年次計画がタイムリーに作成されるに至っている。

客観的に検証可能な指標の達成状況は次のとおりであり、成果１が達成される見込みは高いも

のと判断する。

＜成果１に係る指標の達成状況＞

指標 1.1　国別保健人材ファイル〔Profile de pays（国別保健人材概況書）〕が作成される。

未達成（達成見込みが高い）

・ プロジェクト当初より当該概況書作成のための準備が進められてきたが、2012年 6月に行っ

た WHO との協議の結果、当該概況書に相当するとされる文書が WHO 予算で作成されるこ

ととなったためいったん活動を休止していた。しかし、その後 WHO が支援する人材概況

書の内容は母子保健に係る人材（助産師）に限定される見込みであることが判明したため、

2013 年 6 月に改めて D1 局長を中心にこれまで収集したデータに基づいて、すべての保健人

材をカバーする人材概況書の作成がプロジェクト終了時までにめざされることが確認され

た。

指標 1.2　WHO-AFRO のウェブサイトにコンゴ民オブザベートリーのページが掲載される。

達　成

・ 2012 年 8 月、保健省によりオブザベートリー掲載用のウェブサイトが完成された（URL：
http：//www.minisante-rhs.cd/）。このウェブサイトと WHO アフリカ地域事務所（WHO-AFRO）

のオブザベートリーのウェブサイトは相互リンクされる予定であることから、現状をもっ

て WHO-AFRO のウェブサイトにオブザベートリーが作成されたと判断できる。なお、2013
年 4 月の保健省大臣による「保健人材オブザベートリーに関する省令」へのサインをもっ

て正式に運用が開始された。

指標 1.3　 保健省人材局の年次計画書が作成される。

達　成

・ DRH 3 局（D1、D6、D11）おのおのの年次活動計画（PAO）が 2012 年度分より初めて作成

された。2012 年度分が当該年度第 1 四半期末に策定されたのに対し、2013 年度分は 2012 年

度末に策定を了するなど、計画策定面での実務能力が向上していることも確認できた。な

お、各局の計画は、PNDRHS に掲げられる 4 つの課題／サブプランすなわちキャリア管

理（D1）、基礎教育（D6）、継続教育（D11）、定着（D7、D1）にそれぞれ対応しており、

PNDRHS を実施するための年次計画としても位置づけられる。

PNDRHS 2011 ～ 2015 が 2011 年 4 月に承認され、プロジェクト開始後わずか半年で成果２は達

成された。また、その策定過程に係る活動に関しても、DRH 3 局がそれぞれの小委員会にて所掌

課題の問題分析からサブプランの策定を行ったのと同時並行的に、同 3 局が各サブプランに基づ

く形で PNDRHS 本文を協働して執筆しており、保健人材開発という課題が DRH において横断的

に検討されたことが確認された。

客観的に検証可能な指標の達成状況は次のとおりであり、成果２は達成されたものと判断す

る。

成果２：PNDRHS 2011 ～ 2015 が作成され、承認される。
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＜成果２に係る指標の達成状況＞

指標 2.1　PNDRHS が承認される。

達　成

・ 2011 年 4 月に保健人材関連小委員会（SC-RHS）のメンバーを中心に、関連機関、開発パー

トナーらの参加を得て、承認ワークショップを開催し、保健大臣により文書の承認を得た。

・ 2011 年 10 月にルブンバシで保健セクター国家運営委員会（CNP-SS）によって開催された

2010 年年間レビュー会議（revue annuelle 2010）で PNDRHS の最終版が承認された。

指標 2.1　PNDRHS が印刷され、全ての州保健（医務）局の担当官に配布される。

達　成

・ PNDRHS 承認後、2011 年 4 月から 5 月にかけて PNDRHS 普及活動が DRH によって実施さ

れ、全 11 州の DPS に対し、仮製本の PNDRHS 本文及び下位計画文書が各州 10 部（全 110 部）

配布された。

・ 2012 年 5 月の DRH による PNDRHS 指導ワークショップにおいて、全 11 州の DPS に対し各

州 40 部（計 440 部）の PNDRHS が配布された。加えて 2013 年 6 月のオブザベートリー開

設式典のために、キンシャサ州では 200 部が追加で配布された。

PNDRHS の策定・承認を受け、保健人材配置基準の更新案の作成、中級助産師の資格基準案の

作成・承認、中級助産師課程 1 年目分の教育基準案及び評価基準案の作成等、PNDRHS 関連規

定が順調に策定されてきている。特に、中級助産師課程 1 年目分の教育基準案については、2012
年度から一部の IEM 及び ITM でパイロット的に活用が開始されており、大きな成果といえる。

他方、IEMK の国立パイロット校としての省令については、2013 年 9 月開校に向けた首相令案及

び学校規則に係る省令案の作成が 2013 年 2 月に準備されたが、それ以降、大臣承認に向けた調

整が続いており、今後の展開を注視する必要がある。なお、公衆保健に関する基本法策定への技

術支援に係る活動については、JICA コンゴ民事務所からの働きかけもあり、R/D 署名からプロ

ジェクト開始までの間に保健省第 7 局（D7）主催ワークショップが開催されドラフトが完成し

ていたため、直接的な活動はなされなかった。

客観的に検証可能な指標の達成状況は次のとおりであり、総合的には、成果３が達成される見

込みは高いものと判断する。

＜成果３に係る指標の達成状況＞

指標 3.1　保健ゾーンの人材配置基準の更新のための検討会議の開催

達　成

・ 従来の人材配置基準は 2010 年に当時の WHO 基準に基づき策定されたものであったが、コ

ンゴ民の現実に即していない面があったことから、2012 年に D1 が同基準更新案の検討を開

始し、6 回程度作業部会を通じてドラフトが完成した。その後、2013 年 10 月頃から WHO
の WISN（労務量に基づく人材配置基準を計算するためのツール）の適用が D1 によって検

討されていることが終了時評価時点で判明したものの、WISN が導入されることになった場

合でも完成済み基準案は参考文書として活用されていく見込みである。

成果３：PNDRHS に関連する保健省内の各種規定が策定される。

－ 11 －



指標 3.2　中級助産師の資格基準案及び教育基準案が策定される。

ほぼ達成（達成見込みは高い）

・ 資格基準案：2012 年 1 ～ 2 月の調査やワークショップを経て、2012 年 3 月に中級助産師課

程の全 4 学年それぞれに係る資格基準案が策定され、2013 年 3 月の人材委員会にて承認さ

れた。

・ 教育基準案：2012 年 7 月のワークショップにおいて、資格基準案と整合させる形で教育基

準案及び評価基準案の作成準備が行われた。その後 2012 年 10 月に中級助産師課程 1 年目の

教育基準案及び評価基準案が作成された。同課程 2 年目の教育基準案及び評価基準案は終

了時評価現在作成中であり、新学期（2013 年 9 月）から使用すべく人材委員会での承認を

得る予定となっている。なお、本プロジェクトでは各学年の教育基準案及び評価基準案を

段階的に策定する計画であったため、同課程 3 年目及び 4 年目分については、計画段階よ

り本プロジェクトの活動範疇に含まれていない。

指標 3.3　IEMK の国立パイロット校の省令が制定される。

未達成（達成見込みは比較的高いが具体的な達成時期については要注視）

・ PNDS 2011 ～ 2015 において、IEMK の国立パイロット校としての位置づけが明記されてお

り、国立パイロット校としての開校に関する首相令案と学校規則に関する省令案が、2013
年 9 月の開校に向けて既に作成されている。現在、省令案については、保健大臣による承

認を残すのみであり、2013 年 6 月 17 日にインフラ大臣から保健大臣宛に省令策定を促す文

書が発出されたこと、終了時評価期間中に保健省の各 DRH 局長が保健大臣へ積極的に働き

かけていたこと、各 DRH 局長により準備委員会の早急な開催が改めて約束されたことなど、

特に 6 月に入りその承認の機運が高まってきたことから、達成の見込みは比較的高いとい

える。

・ 他方、既に省令案が作成されてから約 4 カ月経過していること、承認の時期について保健

大臣に直接確認することはできなかったこと、さらに、省令の制定のためには IEMK の新

しい位置づけを法的・制度的に裏付けるための検討が完了する必要があることから、成果

達成の具体的時期については注視を要する。

人材情報管理に必要なデータベース項目の定義及び適切なデータベースソフトの選定から、

データクリーニングを通じた届出人材リストの更新及び届出人材リストフォーマット（2009 年

から既存）の統一、データ更新に係る DPS 情報担当官に対する DRH による研修及び州への巡回

指導までの活動が、計画的かつ体系的に実施された。

客観的に検証可能な指標の達成状況は次のとおりであり、成果４は達成されたものと判断す

る。

成果４：保健人材に関わる情報管理システムが設置される。
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＜成果４に係る指標の達成状況＞

指標 4.1　半数以上の州から（更新された）保健人材データが提出される。

達　成

・ 治安上の問題から活動ができなかった 2 州（北キブ州・南キブ州）を除いて、2009 年保健

人材年鑑に登録されている保健人材数の約 25％に相当する保健人材のデータクリーニング

が完了した。

・ データクリーニングが完了した人材の内訳は保健省及びキンシャサ州のすべての人材、及

び、残り 8 州の州都に勤務する人材であることから州から更新された人材情報が中央に提

出されるための仕組みが全 11 州のうちキンシャサ州を含む計 9 州において構築され、実行

されたと判断できる。

３－３　プロジェクト目標の達成状況

プロジェクト目標は、以下 2 つの指標の達成状況に基づき、終了時評価の段階においておおむ

ね達成されたと判断される。

指標１． 半数以上の州から、保健人材開発年次活動計画書（新規卒業者数・新規採用者数・

退職予定者数の基本的データを含んだ）が提出される。

達　成

・ 当該指標の検証手段として挙げられている「州の保健人材開発計画年次計画書」に関して

は、終了時評価時点で、州レベルにおいて PNDRHS に紐づく年次計画は存在しないことが

確認されたため、当該指標の達成状況を直接検証するための手段とはなり得ない。とはい

え、各州においては、PNDRHS の上位計画である PNDS に対応する州保健開発計画（PPDS）
に係る年次活動計画（PAO）が策定されており、各州は PPDS に含まれる保健人材開発に関

する指標〔①保健センターにおける保健人材の活用レベル／業務負荷、②ミニマム活動パッ

ケージ提供に関する研修を了した保健人材が配置されている保健センターの割合、③開発

パートナー（PTF）による成果ボーナスを受給している ZS の割合、④国家による危険手当

を受給している ZS の割合、⑤国家による給与支払いを受けている ZS の割合〕に対応した

活動を PAO に記載することとされている。

・ PAO に含まれる保健人材開発に関する指標は必ずしも、より PNDRHS に即した活動計画が

州レベルで今後策定されていくために必要十分な指標となっているわけではないものの、

今後上位目標達成に向けた取り組みがなされるなかで当該指標の精緻化が図られる見込み

であること、また 2013 年度 PAO は、終了時評価時点で全 26 州中 25 の DPS から保健省本

省に提出されており、PAO は本指標の検証手段として現時点で最も妥当性の高い文書と判

断できる。

・ また PAO 活動の策定過程においては、本プロジェクトにおける種々の活動が貢献したこと

は確認されており、成果（JN 結果や届出リスト）により正確な把握が可能となってきた保

健人材データが活用されるものと想定されることから、本指標は達成されたと考えられる。

プロジェクト目標：保健人材関連局の国家保健人材開発計画実施能力が強化される。
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指標２． 国家保健人材開発年次計画書が作成される。

達　成

・ DRH 3 局（D1、D6、D11）各局において、PNDRHS に掲げられる 4 つの課題／サブプラン

（キャリア管理（D1）、基礎教育（D6）、継続教育（D11）、定着（D7、D1））にそれぞれ対応

した年次計画書が作成されたことから、当該年次計画書は PNDRHS を実施するための年次

計画として位置づけられるものと判断できる。

※ 指標 1 の表現ぶりについては、今後予定されている事後評価等において不明点を極力残さない

ために、より現状に即した形で、以下の改訂指標 1 案のように修正することを提案する。

⇒ 改定指標 1 案： 半数以上の DPS の年次活動計画書において、保健人材開発に係る活動が明

記される。

３－４　上位目標の達成状況

上位目標は、以下 2 つの指標の達成状況及び達成見込み度合いから、終了時評価の段階におい

て達成される見込みは高いと判断される。ただし上位目標の指標については後述のように改定案

を提案する。

指標１．各州の PNDRHS の年次計画（4 つの副次計画も含む）の活動の実施項目数

達成の可能性は高い

・ 州レベルにおいて PNDRHS に紐づく年次計画は現時点では存在しないため、当該指標の現

状と予測を直接的に把握・確認する手段はないものの、以下のとおり、①各州の年次活動

計画（PAO）に対する PNDRHS の反映の強化、及び、②新たな取り組みとしての州レベル

の保健人材開発計画（PPDRHS）の策定作業の進捗が見込まれ、これらの結果として、州の

保健人材開発計画に係る年次計画の活動が実質面・制度面の双方において強化される見込

みであることから、上位目標の達成可能性は高いと判断される。

①　各州の年次活動計画（PAO）に対する PNDRHS の反映の強化

PNDRHS の上位計画である PNDS に対応する PPDS に係る PAO には、保健人材に関する

指標が現時点で 5 項目含まれており、各州はこれらの指標に対応する活動を計画することと

されている。DPS が同 PAO を策定するにあたり、保健省第 7 局（D7）から PNDRHS が参照

すべき公文書として州に配布されたことが終了時評価によって確認されていること、また、

2014 年 3 月頃に PNDS 2011 ～ 2015 の中期レビューが中央のみならず州レベルでも予定され

ており、レビューの際にその下位計画である PNDRHS の実施実績に基づく視点が盛り込ま

れる必要性が、DRH 3 局以外の部局の幹部にも認識されていることが確認されたことから、

今後、州 PAO における保健人材開発に係る活動がより PNDRHS と整合する形で計画・実施

される可能性は高い。

②　州レベルの保健人材開発計画（PPDRHS）の策定

プロジェクト活動の一環として（PDM 活動 2C2 及び 2C3）DRH が全 11 州に対して

PNDRHS 普及セミナーを実施し、PNDRHS 策定過程についての本省での経験を共有した。

その結果、PNDRHS 策定過程における第 1 ステップ「現状分析」がすべての州でなされた

ほか、うち 4 州においては同第 2 ステップ「戦略及び目標の設定」までがなされるなど、州

における PPDRHS 策定に向けた主体的な動きがみられた。

上位目標：国家保健人材開発計画（PNDRHS）が実施される。
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指標２．国家年次計画の活動実施項目数

達成されている。

・ 当該指標に挙げられている「国家年次計画」とは、「PNDRHS の実施に係る年次計画」を

意味する。上述のとおり、PNDRHS の実施に係る活動計画に相当する計画文書としては、

PNDRHS に掲げられる 4 つの課題／サブプラン（キャリア管理、基礎教育、継続教育、定着）

に対応する形で作成された DRH 3 局各局の PAO が存在する。右 PAO の活動進捗は、人材委

員会のサブ委員会である 4 つの小委員会にてモニタリング・報告されており、これらモニ

タリング・報告の記録から、PNDRHS に基づく活動の実績が認められることから、本指標

は達成されていると判断する。

※ 上位目標指標について活動実施項目数が挙げられているが、その到達点が十分に明らかでない

ため、次のとおり、指標２の改訂を提案する。

「PNDRHS 2011 ～ 2015 に記載されるすべての活動指標が、2015 年までに改善する。」

なお、同活動指標のなかには「州保健人材開発計画が策定される」が含まれるため、現上位目

標指標１は削除し、これに対応する改訂指標を別途設定することはしないものとする。

３－５　実施プロセスの検証

３－５－１　プロジェクトマネジメント及びモニタリングシステム

PDM 及び PNDRHS に記載された活動内容は、DRH の PAO に記載され、各局によりその

PAO に沿った活動が行われた。進捗状況のモニタリング・報告は合同調整委員会（CCC）や人

材委員会を通じて行われるシステムが取られてきた。

また、運営指導調査において提言された点（人材委員会の定例化、MESURS との連携強化、

中級助産師養成に関する各種文書の作成等）についても、その後改善が顕著にみられているこ

とからも、プロジェクトのマネジメント及びモニタリングが適切に行われてきたことが確認さ

れる。

３－５－２　コミュニケーション

プロジェクト内におけるコミュニケーションについては、プロジェクト開始当初は本プロ

ジェクトがコンゴ民における初の技術協力プロジェクトであったことから日本人専門家と C/P
との間の意思疎通が困難な場面があったものの、相互理解が進み、結果的には緊密なコミュニ

ケーションが日々図られるようになった。

関連省庁、特に MESURS とのコミュニケーションについては、両省間の連携を深める目的

で二省間協議枠組みに係る省庁間省令案が準備されたとともに、セネガル三国間協力の枠組み

においてコンゴ民の保健省と MESURS 双方の幹部がともにセネガルでの技術交換に参加する

など、両省庁の実務者同士による技術的意見交換による実質的な関係強化が進んでいる。

他の開発パートナーとのコミュニケーションについては、主に保健セクタードナー間グルー

プ（GIBS）や人材委員会を通じたコミュニケーションが取られていることが確認された。ま

た必要に応じて、IMA、NEPI、ドイツ国際協力公社（GIZ）、ベルギー開発庁（CTB）等のパー

トナーとのコミュニケーションが個別に図られた。
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３－５－３　他案件、他機関との連携

他案件との連携については、保健省アドバイザーの指導の下、次官官房及び保健省幹部を対

象とした戦略的マネジメントワークショップに本プロジェクトの C/P が参加したことで、業務

に対するメンタリティのポジティブな変化や 5S 活動を通じた執務環境の改善が図られた。

また、プロジェクト C/P が本邦研修に参加した際に作成したアクションプランの内容が C/P
部局の年次活動書に反映されたことや、同本邦研修と保健省アドバイザー C/P 研修（次官や他

局長が参加）を同時期に開催したこと、同本邦研修から仏語圏アフリカ諸国の保健人材関連局

の実務者レベルでの知見交換や共同研究の実施等を促進することを目的としたネットワーク

「東京ビジョン 2010」（Réseau Vision Tokyo 2010：RVT 2010）を通じた技術交換が図られたこと

など、他案件との相乗効果の拡大のためのさまざまな工夫がなされてきたことも、本プロジェ

クトの成果発現に大きく貢献した。他方、2013 年 7 月竣工の予定で建設中の無償資金協力案

件 IEMK については、開校に必要な首相令や省令が未承認であることや予算の確保が不十分で

あることなど、開校に向けての準備状況の進捗が懸念されており、本プロジェクトの成果を実

践していく場として当初想定されていた相乗効果がタイムリーに発揮されないおそれがある。

他パートナーとの連携については、まず WHO からオブザベートリー開設に係るワーク

ショップ開催費等プロジェクト関連活動に資する資金が一部提供された。NEPI との連携に関

しては、本プロジェクトで作成された中級助産師資格基準案及び教育基準案が NEPI の実施

するプロジェクトの介入対象となっている IEM に対して NEPI により印刷・配布されたほか、

NEPI の当該プロジェクトが上級保健人材養成校（ISTM）と IEM の両方を対象としていること

からそのプロジェクト会議の場を利用して MESURS と保健省との協議の場を設けることがで

きたなど、正の相乗効果が確認できた。

３－５－４　コミットメント

プロジェクトの計画段階において 2008 年から派遣された保健省アドバイザーの指導の下

DRH 及び全 11 DPS を主体とした問題分析が実施され、それに基づいて PDM が作成されたこ

とにより、プロジェクトに対する C/P のオーナーシップ／コミットメントはプロジェクト開始

当初から一定程度醸成されていたといえる。また、プロジェクトの実施過程を経るにつれて、

人材委員会の定例化や DRH の PAO 作成のタイミングの改善等、C/P 機関がその本来の機能を

認識し責任感をもってその役割を果たそうとする意志が更に高まったことが確認された。

さらに、セネガル三国間協力及び本邦研修へ保健省次官・大臣官房・次官官房が参加したこ

とや PNDRHS が早期に承認されたことなどから、保健省トップレベルにおいても保健人材開

発管理の重要性が認識され、本プロジェクトに対する理解・コミットメントが深まっていたこ

とが確認できる。

－ 16 －



第４章　評価５項目による評価結果

４－１　妥当性

妥当性は以下の理由より、非常に高いと判断される。

４－１－１　コンゴ民における保健開発ニーズ

コンゴ民は 2006 年の大統領選挙後、民主政権へ移行し、治安は安定化し、経済成長率に改

善がみられるようになった。一方、国民生活は依然として逼迫しており、1 人当たり国民総所

得（GNI）は 190 USD（2011 年）と、サブサハラアフリカ地域の平均 1,270 USD（2011 年）
1
に

比して格段に低い水準であり、人間開発指数も 187 カ国中最下位
2
となっている。また、保健

に関する指標も出生時平均余命は 48.4 歳（2011 年）と低く、妊産婦死亡率は 550（出生 10 万対、

2007 年）、5 歳未満児死亡率は 168（出生 1,000 対、2011 年）
3
と、MDGs 達成（妊産婦死亡率削

減目標値は出生 10 万対 332、5 歳未満児死亡率削減目標値は出生 1,000 対 60）は難しい状況と

なっており、保健開発ニーズは極めて高いといえる。

４－１－２　コンゴ民の開発計画との整合性等

貧困削減・開発戦略〔DSCRP（2011 ～ 2015）〕の下、保健システム強化戦略〔SRSS（2011
～ 2015）〕が策定されており、SRSS（2011 ～ 2015）の実施計画として国家保健開発計画〔PNDS
（2011 ～ 2015）〕が策定されてきた。これら政策文書において保健人材開発は保健システム強

化のための大きな柱のひとつとして位置づけられており、PNDS が策定された時機をとらえて

本プロジェクトが計画・形成されたことは開発計画との整合性の観点から妥当である。加えて

2010 年のプロジェクト計画段階において、DRH 自身が参加して問題分析を行い課題が抽出さ

れた経緯からも、プロジェクトによる支援内容はターゲットグループのニーズに合致するもの

であるといえる。

４－１－３　日本の援助政策との整合性

コンゴ民国別援助計画における重点分野のひとつに「社会サービスへのアクセス改善」が掲

げられ、そのなかで保健人材の能力強化に対する協力を行うと明記している。したがって、本

プロジェクトは日本の援助政策と合致している。

また JICA はコンゴ民同様仏語圏であるセネガルにおいて保健省の能力強化を目標とした専

門家派遣や、保健人材開発に関する技術協力プロジェクトを保健省 DRH や保健人材養成学校

を対象として実施してきた実績があり、本プロジェクトが対象とする課題にアプローチするう

えでのノウハウは十分に蓄積されている。また、カンボジアやアフガニスタンなどポストコン

フリクトの状況において保健人材育成に関する支援を行ってきた実績から HOUSE MODEL（詳

1
　世銀データバンク：

http://databank.worldbank.org/data/views/variableselection/selectvariables.aspx?source=world-development-indicators　2013 年 6 月 3 日ア

クセス
2
　UNDP. Human Development Report 2011：

3
　 http://databank.worldbank.org/data/views/variableselection/selectvariables.aspx?source=world-development-indicators　2013 年 6 月 3 日 ア

クセス
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細は第５章の 図５－１を参照）を開発し、人材開発という課題を俯瞰的にとらえる視点を効

果的に伝える手段を有している。したがって、本プロジェクトの対象分野における日本の比較

優位性は認められ、さらに実際に本プロジェクトに派遣された専門家の多くが上記の先行案件

にかかわった実績に基づく高い専門性を有する人材であったこと、HOUSE MODEL をメーン

コンセプトとした本邦研修を実施したことなどから、その比較優位が十分に生かされたといえ

る。

４－２　有効性

以下の理由により有効性は高いと判断される。

本プロジェクトの目標は達成されており、また、4 つの成果も効果的に構成されている。

まず、成果１において DRH の執務環境を整えるとともに PNDRHS 及びそれに紐づく PAO の

策定に係る能力や、関連部局・省庁との連携・調整に係る能力の強化をめざされた。成果１に

よって強化される能力に依拠する形で、成果２は PNDRHS の策定及び承認がめざされ、この

PNDRHS の実施を担保する各種規定や情報管理システムの整備が成果３及び成果４によってめ

ざされた。以上より、本プロジェクトにて設定された成果はロジックの面でも整然としており、

またプロジェクト目標を達成するうえでいずれも必要不可欠かつ十分なものであった。特に、

PNDRHS がプロジェクトの早い段階で作成され、承認されたことで、DRH が行うべき業務／活

動方向性が明確となり、プロジェクト目標の達成度に大きく貢献したことは、特筆に値する。

４－３　効率性

プロジェクトの投入は総じて、質、量、タイミングともに適切であり、また互いに相乗効果を

生み出しながら成果の達成に貢献している。具体的には以下の点から、効率性は比較的高いとい

える。

４－３－１　時間・コスト面

他ドナーの活動と組み合わせることで、時間・コストを節約した。具体的には、上述のと

おり NEPI のプロジェクト C/P である MESURS と保健省とのプロジェクト協議の場を活用して

二省庁間連携のための関係深化の促進を図ったほか、ワクチンと予防接種のための世界同盟

（GAVI）や WHO の資金がオブザベートリー開設や各種ワークショップを実施するうえで活用

された。また、DRH 局長らが WHO や他ドナーの資金を利用して人材開発管理に関する国際

会議や研修に参加し、その結果が人材委員会などを通じて本プロジェクトにフィードバックさ

れた点も効率性の観点から評価できる。

４－３－２　C/P の選定及び配置

本プロジェクト目標を達成するうえで、適切な DRH 3 局が選定され、経験を積んだ各局長・

課長を中心とした人材が配置された。また、プロジェクト活動も、DRH の本来業務の一環と

して取り組まれるべきものであったため、主要な C/P に追加の業務負担を強いることもなかっ

た。さらに、C/P が複数の局にまたがっていたため、個々の局の活動に遅れが生じた場合も、

他の局との活動を進めることができた。

また、プロジェクト開始後の早い段階での C/P の執務環境の整備や機材の投入を行ったこと
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により、その後の活動の効率性が高まった。そして PNDRHS がプロジェクト開始後約半年で

承認されたことにより、2012 年からはそれに基づいた各局の PAO が作成されるなど、PDM 上

の当初の計画に沿ってタイミング良く活動を実施していくことができた。

４－４　インパクト

本プロジェクトでは、DRH 及び DPS の PAO への保健人材開発計画の反映や DPS の人材開

発計画策定に係る能力強化といった側面で、前章３－４節で既述のとおり上位目標の達成に直

接的に貢献し得る正のインパクトが発現しているほか、以下に示すように、他省庁や他ドナー

のコミットメントや他国の人材局への技術的貢献といった側面で、上位目標の達成のための外

部条件に関しても正のインパクトが発現しており、さらにはプロジェクト実施による負のイン

パクトが発現していないことなどから、全体として高いインパクトが多面的に発現されている

と判断できる。

４－４－１　他省庁へのインパクト

セネガル三国間協力の枠組みで実施されたセネガル保健省人材関連局及び国立保健・社会開

発学校（ENDSS）との知見交換に、コンゴ民の DRH のみならず MESURS も参加したことで、

省庁間連携のための協議枠組みの必要性が MESURS 側にもより認識された。

４－４－２　他ドナー等の活動へのインパクト

本プロジェクトの技術支援により策定された中級（A2）助産師の各種基準案を下敷きとして、

国連人口基金（UNFPA）の支援により上級（A1）助産師の基準案が MESURS によって策定され、

2013 年 6 月に承認された。これは、中級助産師の基準案策定に係るワークショップ等の機会

に UNFPA をはじめとする他パートナーや MESURS、保健省第 10 局（家族計画局）、保健省国

家リプロダクティブヘルスプログラム担当者、助産師協会といった、上級・中級助産師双方の

能力開発・管理にさまざまな立場からかかわるステークホルダーを巻き込んできたことの正の

インパクトと評価できる。両基準案の間の整合性等については関連省庁間で引き続き確認がな

される必要があるものの、今後、両カテゴリー人材のあり方が議論されていくうえでその議論

の土台となり得る文書がそろったことは、一定の前進といえる。

４－４－３　他国へのインパクト

本邦研修「仏語圏中西アフリカ保健人材開発管理」に C/P が参加したことにより、同研修に

参加していた仏語圏アフリカ諸国 9 カ国に対して、プロジェクトの活動実績に基づく技術的

貢献がなされ、研修成果の向上に貢献した。また同研修から派生した RVT 2010 の第 2 回総会

（2012 年 11 月）がコンゴ民の DRH 主催で開催されたことで C/P の計画調整能力が強化された

とともに、プロジェクト成果の 1 つである保健人材情報システムについての知見が参加国に共

有されるなど、保健人材開発に関してコンゴ民と同様の課題を抱える仏語圏アフリカ諸国に

とって有益な技術交換がなされた。
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４－５　持続性

４－５－１　政策面

本プロジェクトの成果の 1 つである PNDRHS 2011 ～ 2015 は、PNDS 2011 ～ 2015 に掲げら

れる諸戦略に対応する形で策定されるべき諸下位計画のうち、現時点で実際に策定・承認され

ている唯一の下位計画である。この成果が政策的な持続性を発現するためには、次期 PNDRHS 
2016 ～ 2020 が策定される必要があるが、まず現行 PNDRHS の実施実績が次期 PNDRHS 2016
～ 2020 の策定だけでなく PNDS 2016 ～ 2020 の策定の際にも活用される可能性が高いこと、そ

して次期 PNDRHS 2016 ～ 2020 はこうして策定される PNDS 2016 ～ 2020 に整合する形で策定

されていくことになることから、PNDRHS 2011 ～ 2015 が今後もコンゴ民の保健人材開発分野

の政策面において持続性を発揮する環境は整っているといえる。

現行 PNDRHS の内容面に関しては、2 つの助産師カテゴリー（上級及び中級）を今後どのよ

うに開発・管理していくかというビジョンが明記されていない。右に係る改定がなされるため

には、上級保健人材（A1）を管轄する MESURS との省庁間連携に係る協議枠組みの設置が待

たれる。

また、本プロジェクトの成果の 1 つである中級助産師に係る各種基準案についても、現場で

の適用実績に基づく改定のみならず、上級助産師に係る各種基準との関連性が担保されるよ

う、MESURS を巻き込んだ努力が必要である。

４－５－２　組織・財政面

本プロジェクトの活動はすべて、C/P 機関である DRH 3 局（D1、D6、D11）それぞれの本来

業務の一環として実施されるべき活動と整合するものであったため、プロジェクト活動を実

施するために別の組織を構築する必要はなかった。したがって、プロジェクト終了後もその成

果が継続的に発現されるための組織能力はそのまま C/P 機関に引き継がれる。また、保健省改

革・再編の動きが数年前からみられるもののまだ実現の兆しはない。さらに、プロジェクト期

間を通じて、C/P 機関幹部の異動等による影響は最小限に抑えられた。

DRH 3 局が協働していくための枠組みとして存在していた人材委員会の機能についても、運

営指導調査における提言を踏まえ同委員会の定例化への努力が進められたことにより、終了時

評価時点において同委員会が四半期ごとに定期開催されていることが確認できた。同委員会は

DRH 3 局に加え保健セクター全体の計画を担う D7 によって構成されるものであるため、同委

員会の定期開催を継続するための工夫がなされれば、DRH の情報共有・意思疎通がより円滑

になり、保健セクター全体の計画（PNDS 及び PPDS）との関連性のなかで人材開発に係る政策・

計画が策定・実施・フィードバックされる体制が整っていくことが期待される。

財政面については、特別の組織を構築して実施するプロジェクトではないため、今後も経常

経費は確保される見込みであるが、上位目標の達成に向けた追加的な活動に必要な経費につい

ては、引き続き開発パートナー等からの支援が一部必要となる可能性は否めない。

なお、これまでプロジェクト側が本省のインターネット接続料を経費負担（全 30 端末で月

600 USD）してきたが、これについてはプロジェクト終了後にコンゴ民側で経費が準備される

見込みである。
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４－５－３　技術面

（１）DRH の計画策定能力

PNDRHS 策定過程において DRH 3 局が協働して取り組んだ過程、また PNDRHS 共有セ

ミナー及び巡回指導を全 11 州の DPS に対して行った過程、さらに人材情報データの更新

に係る研修を全 11 州の DPS の情報担当官に対して実施した過程を通じて、保健人材開発

という課題を包括的な視点からとらえながら、データや事実に基づく現状分析から出発し

て戦略・計画を策定し実施していくための能力が、C/P 機関の組織としての能力として定

着していることが確認できた。

（２）中級保健人材養成学校全国統一卒業試験（JN）の実施に係る能力

プロジェクト開始前までは担当局 D6 は実施に必要な資金をアドホックに他パートナー

から獲得することで実施してきたが、本プロジェクト活動の一環として経費負担と並行し

て技術支援を行ったことで、試験の運営及び結果集計プロセスの効率化等に関する知見や

教訓が D6 に蓄積された。今後、この蓄積に基づき、試験監督が全国の試験会場で自律的

に試験を実施できるためのノウハウを体系的にまとめた試験実施マニュアルが策定される

予定である。同マニュアルが策定され全国で標準化された形で試験が実施される体制が整

えば、試験実施に必要な経費をあらかじめ D6 が計上したり諸パートナーに提示したりす

ることが可能となるため、今後の資金獲得にも資すると考えらえる。

（３）成果４に係る活動実績の持続性について

プロジェクトでは、人材データベースの構築のために導入するソフトの選定に際して、

他のアフリカ諸国での先行事例を C/P とともに仔細に検討した結果、比較的習得しやすい

ACCESS ソフトを用いた支援を行ってきた。具体的には、ACCESS ソフトの運用に係る研

修は既に全 11 州の DPS の情報担当官を対象に実施済みである。しかし、今後 DFID/IMA
の支援によって別の人材データベースソフトの導入が一部の州／保健区で開始される見込

みであることが判明している。両ソフトの互換性・相補性については引き続き技術的検討

が必要であるものの、既に ACCESS を導入した州に新たに別のソフトが導入されること

になった場合、多方面での調整コストの増大が予想される。本プロジェクトで収集された

データが最大限活用されるとともに、データ収集の過程で培われた保健省・DPS における

さまざまな仕組み・ノウハウの効果が持続的に発現していくためには、保健省として右問

題に係る展望を明らかにしていくことが期待される。

以上の点から、全体として、C/P 機関は本プロジェクトの成果を将来にわたり継続的か

つ効果的に活用できることが十分に見込まれる。また財政面や技術面での一定の制約・留

保はあるものの、C/P 機関はその制約のなかで工夫して活動を推進するための能力をプロ

ジェクトの活動実施過程で有している。したがって、持続性は比較的高いと判断できる。

４－６　結　論

評価５項目に関し、妥当性、有効性、インパクトについては非常に高いレベルで効果が発現し

ていること、効率性についてもこれを担保するためのさまざまな工夫がなされ、比較的高い効果

が発現していることが確認された。他方、持続性については政策・組織面では比較的高いと判断
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されるものの、持続性の確保をより確実なものにするためには特に財政面と技術面に関して C/P
機関のより一層の努力や工夫が必要である。全体としては、プロジェクト期間中にプロジェクト

目標をおおむね達成すると見込まれるため、本プロジェクトの実施期間についても当初の予定か

ら変更する必要はないと結論づけることができる。

なお、既に採択がなされている次期プロジェクトの設計に際しては、第６章の提言及び教訓を

踏まえる必要がある。
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第５章　調査結果

５－１　総　括

2013 年 5 月の「国際保健外交戦略」は、人間の安全保障の理念を具現化する取り組みの代表

例として「ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ」を位置づけ、その主流化を謳っているが、本プ

ロジェクトが取り組んでいる保健人材開発支援は、質の高い人材の不足・偏在という課題への対

処を通じ、コンゴ民の住民の保健サービスへの物理的アクセスを改善し、ひいては同国における

ユニバーサル・ヘルス・カバレッジの実現に大きく寄与するものである。

また、本プロジェクトは現在もなお紛争の影響下にあるコンゴ民に対する初の技術協力プロ

ジェクトである。一般的には、こうした日本の協力の経験が少ない国や紛争影響下にある国にお

ける協力は計画どおりの実施を図るうえで困難に直面することがあるが、このプロジェクトは、

おおむね計画どおりの進捗がみられるのに加え、国家レベルの保健人材開発計画の策定を実現す

るという極めてインパクトの大きい成果を既に達成した。こうした成功の要因として、次の 2 点

を強調したい。

まず、2008 年より、保健省の C/P が保健省アドバイザーや保健人材開発専門家と協議を積み

重ねたことや、セネガルで日本が過去にその策定を支援した人材開発計画について学んだことな

どの結果として、プロジェクトの開始以前から保健人材開発における課題の全体像を正確に把

握・分析するとともに、そのなかでの本プロジェクト及びこれを含むプログラムの位置づけを明

確に理解することができた。そして、これにより、本プロジェクトに対するコミットメントを大

きく高めることができた。

また、プロジェクトの実施段階において、日本人専門家が、こうしたマクロな視点を C/P に意

識させるような議論を日々の活動において積み重ねるとともに、前述のネットワーク「東京ビ

ジョン 2010（RVT 2010）」等の他国との意見交換・情報共有の場を通じ、C/P が自国の状況を客

観的に把握する機会を設けてきた。この結果、C/P は個々の活動の目的・意義を正しく理解した

うえで、オーナーシップをもってプロジェクトに参加してきた。

JICAは、第 3期中期計画（2012年 4月 1日～ 2017年 3月 31日）において、プログラム・アプロー

チを推進することにより、国際競争力が高くより戦略的な事業を実施すべきことを掲げている。

上に述べた本プロジェクトの成功要因は、これを実行するうえで、プログラム・プロジェクトの

形成段階から実施段階に至るまで、相手国側とマクロな視点からの対話を積み重ねることが極め

て重要であるということを、改めて認識させるものである。既に採択されている次期プロジェク

トの準備に際しても、このことを十分に意識してコンゴ民側との対話を積み重ねることが重要で

ある。特に、公務員の人件費未払いの問題や上級人材の養成課程との整合性の確保など保健省の

みでは解決できない保健人材開発上の問題が引き続き存在していることや、コンゴ民に対するド

ナーからの援助が大幅に拡充していることなどを踏まえ、セクターの枠を超えた見地に立った、

より holistic な視点での問題分析や、そのなかでのプログラム・プロジェクトの位置づけの確認

を、相手国側と協働して進める必要がある。

５－２　保健人材開発プログラムの視点から

本プロジェクトは「保健省人材関連局（DRH）の国家保健人材開発計画（PNDRHS）実施能力

が強化される」ことを目標としている。PNDRHS 実施能力に関しては、保健人材開発プログラ
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ム作成のプロセス、内容自体、実施のための制度や仕組み、そして管理運営など多くの要素があ

る。ここではそれらに関して、プロジェクトの現状及び今後の方向性を含めて検討する。

５－２－１　保健人材開発プログラムの作成

保健人材は保健システムの根幹を成す部分であり、保健システム強化にとってまず、取り

組むべきポイントである。したがって国家保健開発計画（PNDS）の実施の一環としても、

PNDRHS 策定はまず着手すべき点であって、とりわけ復興支援国では緊急援助から開発援助に

移行する時点で、保健セクター全体への援助が有効、効率的に行われるために重要である。

コンゴ民においては本プロジェクト開始前に、保健省の幹部・実務者、DPS など保健人材開

発プログラムの実施者の参加による問題分析が行われており、グランドデザインが作成され

た。さらにこうした経験から「人材開発ハウスモデル」（藤田）
4
が開発された（図１）。

 
図５－１　ハウスモデル

プロジェクト成果の１つである PNDRHS 2011 ～ 2015 はこうした知見を基礎に作成され、

2011 年 4 月には承認されている。これは「国家保健開発計画（PNDS 2011 ～ 2015）」の６つの

サブプランの１つであり、唯一の完成されたサブプランである。参加型プログラム・アプロー

チともいうべき手法で作成された PNDRHS は、コンゴ民の現状に沿った実現可能な内容であ

り、プロジェクト活動はこれを基に展開されている。なお、PNDS は保健セクター国家運営委

員会（CNP-SS）により、2011 年 10 月に承認されている。

５－２－２　保健人材開発プログラムの実施

保健人材開発プログラムの実施段階では、州レベルがその中心となり、PNDS のサブプラン

である州保健開発計画（PPDS）が作成され、このなかに人材開発も一部含まれており、これ

4
　 Fujita N, Zwi AB, Nagai M, Akashi H: A comprehensive framework for human resources for health system development in fragile and 
postconflict states. PLoS Med 2011, 8(12):e1001146.
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に基づいた活動が実施されている。

PPDS ではその年次活動計画（PAO）を作成、提出することが義務づけられており、州での

実施のモニタリング機能を果たしている。モニタリング項目は保健全般にわたるものである

が、このなかには保健人材開発に関係するものが 2 項目含まれている。しかしながら、保健人

材開発計画実施に関しては当然ながら十分なものではなく、PNDRHS の下位プランである「州

保健人材開発計画（PPDRHS）」が必要であり、それに基づくより詳細なモニタリングが必要

である（図５－２）。
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 プロジェクト成果の１つであるPNDRHS 2011～15はこうした知見を基礎に作成され、2011

年 4 月には承認されている。これは「国家保健開発計画（PNDS 2011～15）」の６つのサブ

プランの１つであり、唯一の完成されたサブプランである。参加型プログラム・アプロー

チともいうべき手法で作成された PNDRHS は、DRC の現状に沿った実現可能な内容であり、

プロジェクト活動はこれを基に展開されている。なお、PNDS は保健セクター国家運営委員

会（CNP-SS）により、2011 年 10 月に承認されている。 

5.2.2 保健人材開発プログラムの実施 

 保健人材開発プログラムの実施段階では、州レベルがその中心となり、PNDS のサブプラ

ンである州保健開発計画（PPDS）が作成され、このなかに人材開発も一部含まれており、

これに基づいた活動が実施されている。 

 PPDS ではその年次活動計画（PAO）を作成、提出することが義務づけられており、州で

の実施のモニタリング機能を果たしている。モニタリング項目は保健全般にわたるもので

あるが、このなかには保健人材開発に関係するものが２項目含まれている。しかしながら、

保健人材開発計画実施に関しては当然ながら十分なものではなく、PNDRHS の下位プランで

ある「州保健人材開発計画（PPDRHS）」が必要であり、それに基づくより詳細なモニタリン

グが必要である(図 5－2)。 

 

 レベル    保健政策・計画    保健人材政策・計画  

 

 中央   PNDS    PNDRHS 

      PAO 

 州   PPDS   （PPDRHS） 

  

 郡    

  

 保健ゾーン 

（保健センター）   

      保健人材情報 

 

図５－２ 保健政策と保健人材開発政策 

 

 PPDHRS 作成に関しては、プロジェクトでは PNDRHS 実施のフォローアップミッションを

全州に対して実施して、そこで州の関係者を招いてのワークショップを行って問題把握と

優先事項の決定を行っており、州レベルでも計画づくりは技術的には作成可能な状況とな

っている。その後、PPDRHS は GAVI 資金を得て、既に 4州5では目標・戦略づくりの段階ま

で終了しているが、資金面の問題で完成には至っていない。 

 

                                                        
5 バコンゴ、キンシャサ、エクァトール、カタンガ 

図５－２　保健政策と保健人材開発政策

PPDRHS 作成に関しては、プロジェクトでは PNDRHS 実施のフォローアップミッションを

全州に対して実施して、そこで州の関係者を招いてのワークショップを行って問題把握と優先

事項の決定を行っており、州レベルでも計画づくりは技術的には作成可能な状況となってい

る。その後、PPDRHS は GAVI 資金を得て、既に 4 州
5
では目標・戦略づくりの段階まで終了し

ているが、資金面の問題で完成には至っていない。

５－２－３　保健人材開発プログラムの今後

（１）PNDRHS の評価と改定

PNDS 2011 ～ 2015 は 3 年目を迎え、2013 年度、中間評価を実施し、改定予定である。

さらに 2016 年からの次期 PNDS、PNDRHS 策定も予定されている。

PNDRHS の改定にあたっては重要な点はモニタリング、フィードバックによる現状

分析である。州レベルの状況は州ごとに異なっており、それらを反映するよう PPDS、
PPDRHS が州レベルでの計画策定、実施、モニタリング、フィードバックの PDCA サイク

ルを働かせ、より質の高い人材開発計画を進めていく必要がある。

5
　バコンゴ、キンシャサ、エクァトール、カタンガ
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（２）保健計画全体のなかで統合、実施

既に保健人材開発は PPDS のなかで動いているが、今後、PPDRHS を策定するにあたっ

ては、保健計画全体のなかでより統合、実施される必要がある。必要とされる保健医療

サービス提供とその改善のためにどのような保健人材開発が必要か、保健計画全体のなか

で考えていく必要がある。現状のニーズのみならず、長期的な展望に立った保健人材開発

政策の確認が必要で、例えば、A1、A2 助産師についてはそれに基づいて二省庁間協議に

よる決定も必要となる。

（３）ドナー調整の重要性

一方、保健人材政策・計画の実施には、その資金の多くを担っているドナー調整が必要

であり、調整メカニズム構築が重要となってくる。現在、GIBS という開発パートナー向

けのドナー会議があるが、さらにコンゴ民保健省のオーナーシップの下、保健人材開発に

特化したワーキンググループの設置など、新たな調整メカニズムが求められる。

（４）更なる地方展開と情報収集システム

調査では州の保健人材プログラムの現状について、3つの州
6
からヒアリングできた。州

レベルでは PPDS が作成され、PAO が提出されているが、資金面の問題で PPDRHS を作

成するためのワークショップなどは開くことがでず、モニタリング、スーパービジョン等

も実施できないのが現状である。これは開発パートナーの資金は州レベルよりも主として

ZS レベルに向かい、テーマとしても保健人材開発にはほとんど充てられないからである。

地方の医療施設の人材配置について、南キブ州保健局（B11）のインタビューから以下

の状況が明らかとなった（図５－３）。今後、保健人材の配置や定着を考えるうえでも参

考となる。
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図５－３ 保健人材配置システム 

  

 南キブ州では公的医療施設の人員数は比較的正確に把握され、入力されている。それに

よると、公務員番号を有する人でもかなりの多くに給与が支払われていない。本来、人事

管理と人材育成（能力開発）は別の次元であるが、こうした状況ではまず、十分な人事状

況の把握など人事管理が重要となる。 

 保健サービスの改善のための人材情報としては、単に職種や配置数のみでなく、実際に

働いている人数、正規職員（公務員登録）数、さらにはそのうち給与の支払われている数

など詳細なデータとその分析も必要である。そして、そのためには各レベルをつなぐより

精度の高い情報収集、報告、分析システムがあわせて重要となる。 

 

5.2.4 復興支援国保健人材開発モデルのために 

 コンゴ民における保健人材開発の強みは、①プロジェクト開始前の準備（グラウンドデ

ザインの策定、５S等によるマネジメント強化）、②ハウスモデルを考慮した段階的アプロ

ーチ、③プログラム（事業間連携）アプローチ〔特に第三国研修など各種研修やネットワ

ーク（RVT 2010）との連携〕であり、こうした複合したアプローチの結果、中央政府の高

いオーナーシップとコミットメントが得られて、現在の成果につながっている。 

 次期フェーズプロジェクトが要請されているが、このプロジェクトにおいては、より実

践的モデルが示される必要がある。そのためには、特に州レベルにおける資金（予算配分

や援助）、ドナー調整メカニズム、情報システムの整備などの他、モデル校（IEMK）の問題

など解決すべき問題は多い。復興支援国における保健人材開発モデルを示すべく、次期プ

ロジェクトにおけるコンポーネントの選択とそのデザインが考慮されるべきである。 

 

 

図５－３　保健人材配置システム

南キブ州では公的医療施設の人員数は比較的正確に把握され、入力されている。それに

よると、公務員番号を有する人でもかなりの多くに給与が支払われていない。本来、人事

管理と人材育成（能力開発）は別の次元であるが、こうした状況ではまず、十分な人事状

6
　バコンゴ、キンシャサ、南キブ
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況の把握などの人事管理が重要となる。

保健サービスの改善のための人材情報としては、単に職種や配置数のみでなく、実際に

働いている人数、正規職員（公務員登録）数、さらにはそのうち給与の支払われている数

など詳細なデータとその分析も必要である。そして、そのためには各レベルをつなぐより

精度の高い情報収集、報告、分析システムがあわせて重要となる。

５－２－４　復興支援国保健人材開発モデルのために

コンゴ民における保健人材開発の強みは、①プロジェクト開始前の準備（グランドデザイ

ンの策定、5S 等によるマネジメント強化）、②ハウスモデルを考慮した段階的アプローチ、③

プログラム（事業間連携）アプローチ〔特に第三国研修など各種研修やネットワーク（RVT 
2010）との連携〕であり、こうした複合したアプローチの結果、中央政府の高いオーナーシッ

プとコミットメントが得られて、現在の成果につながっている。

次期フェーズプロジェクトが要請されているが、このプロジェクトにおいては、より実践的

モデルが示される必要がある。そのためには、特に州レベルにおける資金（予算配分や援助）、

ドナー調整メカニズム、情報システムの整備などのほか、モデル校（IEMK）の問題など解決

すべき問題は多い。復興支援国における保健人材開発モデルを示すべく、次期プロジェクトに

おけるコンポーネントの選択とそのデザインが考慮されるべきである。
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第６章　提言と教訓

６－１　プロジェクト終了までの活動に対する提言

以下、残りのプロジェクト期間で達成がめざされるべき活動、及びその活動を実施または支援

する C/P 機関を示す。

活動内容 担当部局

1 2013 年 9 月開校に向けた IEMK 開校準備委員会の開催を通じた開

校準備（開校までのロードマップの進捗モニタリング）

D6、次官、大臣官房

2 二省庁間連携に関する協議枠組みの設置のための省令への大臣署

名に向けた更なる努力 
次官

3 二省庁間連携に関する協議枠組みが設置された後、両省庁間の技

術的連携の更なる強化 
D1、D6、D11

4 中級助産師課程 2 年目の教育基準案及び評価基準案の策定・承認 D6、人材委員会

5 国別保健人材概況書の作成 D1

６－２　プロジェクト終了後の活動に対する提言

６－２－１　上位目標達成に向けて

以下、上位目標の達成に向けて、プロジェクト終了後に実施が望まれる活動、及びその活動を

実施または支援する C/P 機関を示す。

活動内容 担当部局

1 PNDRHS のモニタリング評価（助産師養成に係る現状分析及び計

画等の追記）

D1、D6、D11、 人材

委員会

2 JN 実施のためのマニュアルの作成及び予算確保 D6

3 人材委員会の定期開催の継続 人材委員会、D1

4 中級助産師課程全学年の教育基準案及び評価基準案の策定 D6、人材委員会

5 作成済みの保健ゾーン人材配置基準案と WISN とのハーモナイ

ゼーション 
D1

6 プラットフォームとしてのオブザベートリーの機能活用 D1

６－２－２　中長期の課題に向けて

以下、中長期の課題に向けて、実施が望まれる活動、及びその活動を実施または支援する C/P
機関を示す。
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活動内容 担当部局

1 次期 PNDRHS に保健人材養成に係る上級・中級人材の共通ビジョ

ンが反映される。 
D1、D6、D11、 人材

委員会

2 次期 PNDS 策定過程において保健人材開発軸に対する技術的貢献

を行う。 
D1、D6、D11、 人材

委員会

６－３　教訓、今後の実施に向けた留意事項

６－３－１　紛争影響国の事例として

コンゴ民のように広大な国土を有する紛争影響国においては、行政システムの構築が急がれ

るという観点から、本プロジェクトでとられたアプローチ、すなわち、DRH が DPS に対して

本来果たすべき指導的役割を担うことができるよう保健省本省の能力強化を行うというアプ

ローチが、本省レベルの政策と整合的な形で州レベルでの計画が策定・実施される下地を整え

る第 1 ステップとして有効であるといえる。

６－３－２　人材分野の事例として

保健人材は保健システムの構成要素のひとつとしてあらゆるサービスデリバリーの質と量を

確保するうえでの基礎を成す分野であるため、包括的な視点でバランス良く取り組むことが効

果発現のために重要となる一方、プロジェクトとして介入可能な範囲は限られることから、成

果同士の連関性・相乗効果を意識したプロジェクト設計が肝要である。

６－３－３　本省 C/P の能力強化の事例として

C/P の能力強化（州レベル、他局、他省庁との連携強化を含む）には、C/P への直接的な技

術支援によって強化される能力と、C/P がその関連部局に対して能力強化を施すことで自ら強

化される能力との二側面がある。特に本プロジェクトのように中央行政と州行政との連携強化

がめざされる場合は、この二側面がそれぞれ明確にされたうえで有機的に組み合わされる形で

実施されることが望ましい。

６－３－４　保健プログラムとして

本プロジェクトでは政策アドバイザーや本邦研修、本邦研修から派生した広域ネットワー

ク、さらには三国間協力といったさまざまなスキームとの連携がプロジェクト目標達成にあた

り大きく貢献したが、こうした効果発現が可能となるためには、これらのさまざまな案件が全

体としてひとつの方向に関連づけられており、かつその関連性を C/P 機関が認識している必要

がある。その点、コンゴ民における日本の協力は、① 2008 年から派遣されていた保健政策ア

ドバイザー及び保健人材開発専門家の指導の下、保健省のハイレベル幹部から実務者レベルま

でのさまざまなステークホルダーが一堂に会して行われた問題分析によってニーズが的確に把

握されたこと、②右過程を通じてプロジェクト開始前に既に保健省側の PNDRHS 策定に向け

た機運やそれに必要な能力が準備されており、PNDRHS 策定に向けた支援を行うための機が熟

していたことの 2 点が、本プロジェクトの大きな成果である PNDRHS 策定・承認に直接的に

寄与したと考えられる。また上記に加え、プログラムの実施段階においても、C/P がプログラ
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ムの全体像と方向性及びそこにおける各協力案件の位置づけをよく理解していた。以上から、

コンゴ民保健プログラムは参加型によるプログラム・アプローチの好事例であるといえる。
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付　属　資　料

１．評価調査日程表

２．ミニッツ（M/M）及び合同評価報告書

３．評価グリッド

４．投入実績（日本人専門家実績、研修員受入実績、C/P 配置実績）

５．第三国派遣実績（セネガル、その他）

６．供与機材一覧

７．国家保健人材開発計画（2011-2015） 主要指標（和訳）



時間 小林（洋） 三好 安孫子 三木 関田 場所
6/9 日 AM 本邦発 パリ発

PM
6/10 月 9:30-10:00 プロジェクトオフィス

10:00-12:00 プロジェクトオフィス
14:30-16:10 保健省
16:30-17:40 JICAコンゴ民事務所

6/11 火 11:00-12:00 保健省

15:00-16:50 保健省

17:30-18:10 保健省
6/12 水 9:50-11:00 プロジェクトオフィス

11:30-12:45 保健省
15:10-16:00 プロジェクトオフィス
16:00-17:00 プロジェクトオフィス
17:00-18:00 プロジェクトオフィス

6/13 木 9:30-10:50 プロジェクトオフィス
11:10-13:10 保健省
15:10-15:30 保健省

6/14 金 10:00-12:00 プロジェクトオフィス
12:00-13:30 プロジェクトオフィス
16:20-17:20 保健省

6/15 土 9:40-10:40 プロジェクトオフィス

11:00-12:30 プロジェクトオフィス
PM ホテル

6/16 日 終日 ホテル
6/17 月 8:00-9:00 JICAコンゴ民事務所

9:00-10:00 JICAコンゴ民事務所
10:20-10:50 プロジェクトオフィス
11:40-12:10 NEPI
14:00-15:30 保健省
16:30-18:00 プロジェクトオフィス

6/18 火 8:30-9:10
ISTMキンタンボ校

9:40-10:40 DFID
11:45-12:45 保健省
17:00-18.20 保健省

6/19 水 9:00-10:00 プロジェクトオフィス
10:00-10:50
11:00-11:40 高等教育省
14:00-14:50 保健省
14:55-15:05 保健省
15:30-17:50 プロジェクトオフィス
18:00-18:30 保健省

6/20 木 8:45-13:45 プロジェクトオフィス
14:00-15:30 IEMK新校舎
16:00-17:30 IMA
16:30-18:30 保健省

6/21 金 9:00-9:45 保健省
10:00-10:35 高等教育省
11:00-13:40 プロジェクトオフィス
14:10-15:20 保健省
16:00-20:10 プロジェクトオフィス

6/22 土 終日 ホテル
6/23 日 終日 プロジェクトオフィス
6/24 月 9:10-11:25 プロジェクトオフィス

11:40-13:20 プロジェクトオフィス
14:20-16:30 プロジェクトオフィス

6/25 火 9:00-11:00 プロジェクトオフィス
11:30-12:10 保健省
13:00-16:00 プロジェクトオフィス
16:35-17:10 保健省

6/26 水 8:00-8:50 保健省

9:50-16:00
Centre d’Accueil
Bethanie

16:30-18:00 プロジェクトオフィス
6/27 木 8:00-8:20 保健省

9:00-18:00 プロジェクトオフィス
6/28 金 8:40-9:20 JICAコンゴ民事務所

9:30-10:10 JICAコンゴ民事務所
10:30-11:30 Clinic Ngaliema
14:00-14:30 保健省
15:00-18:00 JICAコンゴ民事務所

6/29 土 AM
PM

6/30 日 終日 パリ着
7/1 月 AM

コンゴ民主共和国　保健人材開発支援プロジェクト
終了時評価調査　スケジュール実績表

日付

キンシャサ着
安全ブリーフィング

プロジェクトとの打ち合わせ
D11課長インタビュー

JICAコンゴ民事務所表敬
オブザベートリー開設式典参加

Jury National開催に向けた試験官の準備
委員会視察

D6局長インタビュー
プロジェクトとの打ち合わせ
D1局長・課長インタビュー

プロジェクトとの打ち合わせ
プログラムに関するブリーフィング

プロジェクトとの打ち合わせ
成果品の確認、資料作成

D1局長インタビュー
D6局長インタビュー

資料作成
保健省メンバーと会議

D5局SNIS課長インタビュー

プログラムに関する打合せ
専門家インタビュー
NEPIインタビュー
D1課長インタビュー
成果品の確認、専門家インタビュー

国家リプロダクティブヘルスプログラム
（PNSR）計画・モニタリング・評価担当課
長インタビュー

資料作成
資料作成
資料作成

JICA本部とテレビ会議

本邦発
Jury National試験会場視察、A2教員イン

タビュー

DFIDインタビュー

キンシャサ着
法律顧問インタビュー
D7担当者インタビュー

高等教育省表敬
高等教育省表敬

D7局長表敬およびインタビュー
団内会議

安全ブリーフィング 資料作成
団内会議

高等教育省インタビュー
次官表敬

D6局長表敬
団内会議

D7課長資料貰う

D1局長表敬およびインタビュー　IMAインタビュー　D1局長表敬およびインタビュー

団内会議
IEMK新校舎視察

D1局長表敬およびインタビュー
D6局長インタビュー

団内会議

資料、MM作成
資料、MM作成

バコンゴ州B1課長インタビュー
資料、MM作成

バコンゴ州B1課長インタビュー

D11局長表敬およびMM説明
資料作成

D6局長MM説明
D1局長・課長CCC前確認

CCC

キンシャサ州B6課長インタビュー キンシャサ州B6課長インタビュー
南キブ州B11課長インタビュー 南キブ州B11課長インタビュー

団内会議

D6局長　MM最終確認

アーリーチェックイン
キンシャサ発

機内泊
本邦着

事務所報告
団内会議 資料作成

クリニック・ンガリエマ視察
MM署名

団内会議 資料作成

団内会議 資料作成
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ー

会
議

で
P

N
D

R
H

S
の

最
終

版
が

承
認

さ
れ

た
。

（
指

標
2
）

P
N

D
R

H
S
が

印
刷

さ
れ

、
全

て
の

州
行

政
担

当
官

に
配

布
さ

れ
た

か
文

献
レ

ビ
ュ

ー
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

P
N

D
R

H
S

P
N

D
R

H
S
配

布
受

領
書

達
成

・
P

N
D

R
H

S
承

認
後

、
2
0
1
1
年

4
月

～
5
月

に
か

け
て

P
N

D
R

H
S
普

及
活

動
が

実
施

さ
れ

、
各

州
保

健
局

に
対

し
、

仮
製

本
の

P
N

D
R

H
S
本

文
お

よ
び

下
位

計
画

文
書

を
各

1
0
部

ず
つ

（
全

1
1
0
部

）
配

布
し

た
。

・
2
0
1
2
年

5
月

の
P

N
D

R
H

S
指

導
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

に
お

い
て

、
各

州
4
0
部

ず
つ

（
計

4
4
0
部

）
が

配
布

さ
れ

た
。

・
2
0
1
3
年

6
月

の
オ

ブ
ザ

ベ
ー

ト
リ

ー
開

設
式

典
用

に
、

キ
ン

シ
ャ

サ
州

に
2
0
0
部

追
加

で
配

布
さ

れ
た

。

（
指

標
1
）

保
健

ゾ
ー

ン
の

人
材

配
置

基
準

の
更

新
の

た
め

の
検

討
会

議
は

開
催

さ
れ

た
か

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

達
成

・
従

来
の

配
置

基
準

が
現

実
に

即
し

て
い

な
い

と
い

う
面

か
ら

、
2
0
1
2
年

度
に

D
1
局

が
検

討
を

開
始

し
、

6
回

程
度

作
業

部
会

が
開

催
さ

れ
、

W
H

O
の

保
健

人
材

基
準

を
参

考
に

人
材

配
置

基
準

案
の

ド
ラ

フ
ト

が
作

成
さ

れ
た

。
・
オ

ブ
ザ

ベ
ー

ト
リ

ー
開

設
に

伴
い

、
W

H
O

の
W

IS
N

と
い

う
ソ

フ
ト

の
導

入
（
2
0
1
3
年

1
0
月

頃
）
が

検
討

さ
れ

て
い

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
作

成
し

た
ド

ラ
フ

ト
は

W
IS

N
使

用
と

な
っ

た
場

合
で

も
参

考
資

料
と

し
て

使
用

さ
れ

て
い

く
予

定
で

あ
る

（
指

標
2
）

中
級

助
産

師
の

資
格

基
準

案
お

よ
び

教
育

基
準

案
は

作
成

さ
れ

た
か

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
資

格
基

準
案

お
よ

び
教

育
基

準
案

専
門

家
か

ら
C

P
か

ら

ほ
ぼ

達
成

・
資

格
基

準
案

：
2
0
1
2
年

1
月

～
2
月

の
調

査
や

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

経
て

、
2
0
1
2
年

3
月

に
中

級
助

産
師

課
程

の
全

4
学

年
そ

れ
ぞ

れ
に

か
か

る
資

格
基

準
案

が
策

定
さ

れ
、

2
0
1
3
年

3
月

の
人

材
委

員
会

に
て

承
認

さ
れ

た
。

・
2
0
1
2
年

7
月

の
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

に
お

い
て

、
資

格
基

準
案

の
見

直
し

が
行

わ
れ

、
初

期
教

育
案

（
R

e
fe

re
n
ti
e
l 
de

 f
o
rm

at
io

n
）
、

評
価

基
準

案
（
R

e
fe

re
n
ti
e
l 
d’

e
va

lu
at

io
n
）
作

成
の

準
備

が
行

わ
れ

、
2
0
1
2
年

1
0
月

、
初

期
教

育
案

お
よ

び
評

価
基

準
案

の
1
年

生
分

が
作

成
さ

れ
た

。
・
初

期
教

育
案

お
よ

び
評

価
基

準
案

の
2
年

生
分

は
作

成
中

で
あ

り
、

新
学

期
（
9
月

～
）
よ

り
使

用
さ

れ
て

い
く
予

定
で

、
近

々
承

認
を

得
る

予
定

で
あ

る
。

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

は
各

学
年

の
教

育
基

準
案

及
び

評
価

基
準

案
を

段
階

的
に

策
定

す
る

計
画

で
あ

っ
た

た
め

、
3
年

生
、

4
年

生
分

に
つ

い
て

は
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

は
作

成
し

な
い

計
画

で
あ

っ
た

。
（
指

標
3
）

IE
M

K
の

国
立

パ
イ

ロ
ッ

ト
校

の
省

令
は

制
定

さ
れ

た
か

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

未
達

成
・
IE

M
K
の

国
立

パ
イ

ロ
ッ

ト
校

と
し

て
の

開
校

に
関

す
る

首
相

令
と

学
校

規
則

に
関

す
る

省
令

を
2
0
1
3
年

9
月

の
開

校
（
予

定
）
ま

で
に

承
認

す
る

計
画

で
、

ド
ラ

フ
ト

が
す

で
に

作
成

さ
れ

て
い

る
も

の
の

、
国

立
パ

イ
ロ

ッ
ト

校
と

い
う

IE
M

K
の

新
し

い
位

置
づ

け
を

法
的

・
制

度
的

に
裏

付
け

る
た

め
の

議
論

が
難

航
し

て
お

り
、

大
臣

承
認

に
向

け
た

調
整

が
終

了
時

評
価

時
点

に
お

い
て

続
い

て
い

る
。

【
成

果
4
】

保
健

人
材

に
関

わ
る

情
報

管
理

シ
ス

テ
ム

が
設

置
さ

れ
る

（
指

標
1
）

半
数

以
上

の
州

か
ら

（
更

新
さ

れ
た

）
保

健
人

材
デ

ー
タ

は
提

出
さ

れ
た

か

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
保

健
人

材
デ

ー
タ

専
門

家
か

ら
C

P
か

ら

達
成

・
治

安
上

の
問

題
か

ら
活

動
が

で
き

な
か

っ
た

2
州

（
北

キ
ブ

州
・
南

キ
ブ

州
）
を

除
い

て
、

2
0
0
9
年

保
健

人
材

年
鑑

に
登

録
さ

れ
て

い
る

保
健

人
材

数
の

約
25

%
に

相
当

す
る

保
健

人
材

の
デ

ー
タ

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

が
完

了
し

、
提

出
さ

れ
た

。
・
デ

ー
タ

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

が
完

了
し

た
人

材
の

内
訳

は
保

健
省

及
び

キ
ン

シ
ャ

サ
州

の
す

べ
て

の
人

材
、

及
び

、
残

り
8
州

の
州

都
に

勤
務

す
る

人
材

で
あ

る
こ

と
か

ら
州

か
ら

更
新

さ
れ

た
人

材
情

報
が

中
央

に
提

出
さ

れ
る

た
め

の
仕

組
み

が
全

1
1
州

の
う

ち
キ

ン
シ

ャ
サ

州
を

含
む

計
9
州

に
お

い
て

構
築

さ
れ

、
実

行
さ

れ
た

と
判

断
で

き
る

。

（
指

標
1
）

半
数

以
上

の
州

か
ら

、
保

健
人

材
開

発
年

次
活

動
計

画
書

（
新

規
卒

業
者

数
・
新

規
採

用
者

数
・
退

職
予

定
者

数
の

基
本

的
デ

ー
タ

を
含

ん
だ

）
が

提
出

さ
れ

た
か

、
も

し
く
は

さ
れ

そ
う

か

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
P

A
O

専
門

家
か

ら
C

P
か

ら

達
成

・
「
州

の
保

健
人

材
開

発
計

画
年

次
計

画
書

」
に

関
し

て
は

、
終

了
時

評
価

時
点

で
、

州
レ

ベ
ル

に
お

い
て

P
N

D
R

H
S
に

基
づ

く
年

次
計

画
は

存
在

し
な

い
こ

と
が

確
認

さ
れ

た
。

た
だ

し
、

各
州

に
お

い
て

は
、

P
N

D
R

H
S
の

上
位

計
画

で
あ

る
P

N
D

S
に

対
応

す
る

P
P

D
S
（
州

保
健

開
発

計
画

）
に

か
か

る
年

間
活

動
計

画
（
P

A
O

）
が

策
定

さ
れ

て
お

り
、

各
州

は
P

P
D

S
に

含
ま

れ
る

保
健

人
材

開
発

に
関

す
る

5
つ

の
指

標
に

対
応

し
た

活
動

を
P

A
O

に
記

載
す

る
こ

と
と

さ
れ

て
い

る
。

P
A

O
に

含
ま

れ
る

保
健

人
材

開
発

に
関

す
る

指
標

は
、

P
N

D
R

H
S

に
即

し
た

活
動

計
画

と
完

全
に

一
致

は
し

て
い

な
い

も
の

の
、

当
該

指
標

が
今

後
、

P
P

D
R

H
S
の

作
成

に
よ

り
P

N
D

R
H

S
に

即
し

て
い

く
見

込
み

が
あ

る
こ

と
、

ま
た

P
A

O
活

動
の

策
定

過
程

に
お

い
て

は
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

お
け

る
種

々
の

活
動

が
貢

献
し

た
こ

と
が

確
認

さ
れ

て
お

り
、

2
0
1
3
年

度
P

A
O

は
、

終
了

時
評

価
時

点
で

2
6
州

中
2
5
州

か
ら

保
健

省
に

提
出

さ
れ

て
い

る
と

い
う

点
か

ら
本

指
標

は
概

ね
達

成
さ

れ
た

と
考

え
ら

れ
る

。

（
指

標
2
）

国
家

保
健

人
材

開
発

年
次

計
画

書
が

作
成

さ
れ

た
か

、
も

し
く
は

さ
れ

そ
う

か

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
年

次
計

画
書

専
門

家
か

ら
C

P
か

ら

達
成

済
・
保

健
省

人
材

関
連

局
全

て
で

、
P

N
D

R
H

S
に

沿
っ

た
年

次
計

画
が

2
0
1
2
年

よ
り

作
成

さ
れ

た
。

こ
の

計
画

に
は

、
キ

ャ
リ

ア
管

理
、

基
礎

教
育

、
継

続
教

育
、

定
着

に
関

す
る

分
野

を
含

ん
で

お
り

、
P

N
D

R
H

S
に

沿
っ

た
人

材
関

連
局

の
年

次
計

画
と

し
て

位
置

付
け

ら
れ

る
も

の
と

判
断

さ
れ

る
。

（
指

標
1
）

各
州

の
P

N
D

R
H

S
の

年
次

計
画

（
4
つ

の
副

次
計

画
も

含
む

）
の

活
動

の
実

施
項

目
数

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

専
門

家
か

ら
C

P
か

ら
達

成
の

可
能

性
は

高
い

・
州

レ
ベ

ル
に

お
い

て
P

N
D

R
H

S
に

紐
づ

く
年

次
計

画
は

現
時

点
で

は
存

在
し

な
い

た
め

、
当

該
指

標
の

現
状

と
予

測
を

直
接

的
に

把
握

・
確

認
す

る
手

段
は

な
い

も
の

の
、

①
各

州
の

P
A

O
に

対
す

る
P

N
D

R
H

S
の

反
映

の
強

化
、

及
び

、
②

新
た

な
取

り
組

み
と

し
て

の
州

の
P

P
D

R
H

S
の

策
定

作
業

の
進

捗
が

見
込

ま
れ

、
こ

れ
ら

の
結

果
と

し
て

、
州

の
保

健
人

材
開

発
計

画
に

か
か

る
年

次
計

画
の

活
動

が
実

質
面

・
制

度
面

の
双

方
に

お
い

て
強

化
さ

れ
る

見
込

み
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
達

成
可

能
性

は
高

い
と

判
断

さ
れ

る

（
指

標
2
）

国
家

年
次

計
画

の
活

動
実

施
項

目
数

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

専
門

家
か

ら
C

P
か

ら
達

成
済

・
保

健
省

人
材

関
連

局
全

て
（
D

1
、

D
6
、

D
1
1
）
で

、
P

N
D

R
H

S
に

沿
っ

た
キ

ャ
リ

ア
管

理
、

基
礎

教
育

、
継

続
教

育
、

定
着

に
関

す
る

分
野

を
含

ん
だ

年
次

計
画

が
2
0
1
2
年

よ
り

作
成

さ
れ

て
お

り
、

当
年

次
計

画
書

の
活

動
進

捗
は

、
人

材
委

員
会

の
サ

ブ
委

員
会

で
あ

る
4
つ

小
委

員
会

に
て

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
報

告
さ

れ
て

お
り

、
こ

れ
ら

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
報

告
の

記
録

か
ら

、
P

N
D

R
H

S
に

基
づ

く
活

動
の

実
績

が
認

め
ら

れ
る

。

（
活

動
1
A

1
）

保
健

人
材

局
の

社
屋

・
建

造
物

を
改

修
す

る
文

献
レ

ビ
ュ

ー
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
2
0
1
1
年

2
月

～
4
月

頃
に

か
け

て
、

屋
根

・
天

井
の

張
り

替
え

、
扉

の
交

換
、

電
気

系
統

整
備

、
発

電
機

の
設

置
等

が
行

わ
れ

、
同

年
6
月

に
完

了
式

典
が

執
り

行
わ

れ
、

そ
の

模
様

は
国

営
テ

レ
ビ

で
も

放
送

さ
れ

た
。

（
活

動
1
A

2
）

保
健

人
材

局
に

機
材

を
整

備
す

る
文

献
レ

ビ
ュ

ー
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

専
門

家
か

ら
C

P
か

ら

・
2
0
1
1
年

3
月

末
ま

で
に

主
な

資
機

材
は

整
備

が
完

了
し

た
。

そ
の

う
ち

、
ラ

ッ
プ

ト
ッ

プ
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
1
台

、
デ

ス
ク

ト
ッ

プ
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
1
台

が
盗

難
に

あ
い

、
無

停
電

電
源

装
置

1
台

、
自

動
電

圧
調

整
機

1
台

が
設

置
場

所
不

明
と

な
っ

て
い

る
。

・
ま

た
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
時

に
は

計
画

の
な

か
っ

た
中

級
助

産
師

の
パ

イ
ロ

ッ
ト

コ
ー

ス
の

開
始

に
と

も
な

い
、

IT
M

 M
o
sa

n
go

（
バ

ン
ド

ゥ
ン

ト
ゥ

州
）
お

よ
び

IT
M

 K
at

an
a（

南
キ

ブ
州

）
に

基
礎

的
教

育
用

機
材

が
供

与
さ

れ
た

。

（
活

動
1
A

3
）

保
健

人
材

局
関

係
組

織
（
中

央
局

と
州

局
）
を

結
ぶ

通
信

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
設

置
す

る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

州
保

健
医

務
局

か
ら

・
全

州
保

健
医

務
局

の
B

1
、

B
6
、

B
1
1
の

フ
ォ

ー
カ

ル
パ

ー
ソ

ン
の

連
絡

先
リ

ス
ト

を
作

成
し

、
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
と

し
て

の
機

能
の

第
一

歩
と

位
置

付
け

た
。

・
各

州
の

責
任

に
よ

る
使

用
料

金
の

支
払

い
を

条
件

に
、

B
1
課

に
モ

デ
ム

を
配

備
し

た
。

バ
コ

ン
ゴ

州
に

お
け

る
モ

デ
ム

の
稼

働
状

況
は

良
好

で
あ

る
。

（
活

動
1
A

4
）

５
S
活

動
を

導
入

す
る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

・
2
0
1
1
年

1
1
月

、
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

が
開

催
さ

れ
、

ク
リ

ニ
ッ

ク
・
ン

ガ
リ

エ
マ

（
2
0
1
0
年

よ
り

J
IC

A
の

支
援

で
5
S
活

動
が

導
入

さ
れ

て
い

る
モ

デ
ル

病
院

）
に

導
入

済
み

の
5
S
活

動
が

保
健

省
内

に
導

入
さ

れ
、

省
内

に
効

果
が

少
し

ず
つ

浸
透

し
つ

つ
あ

る
。

・
こ

の
他

に
も

保
健

省
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
が

中
心

と
な

り
、

能
力

開
発

、
組

織
変

革
等

の
戦

略
的

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
一

環
と

し
て

5
S
活

動
に

関
す

る
研

修
等

が
適

宜
行

わ
れ

て
い

る
。

（
活

動
1
B

1
）

研
修

会
を

開
催

す
る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

・
コ

ン
ゴ

民
国

内
に

お
い

て
、

保
健

人
材

局
の

管
理

職
に

対
し

て
行

わ
れ

た
保

健
人

材
開

発
関

連
の

研
修

実
績

と
し

て
は

、
2
0
1
1
年

1
1
月

に
保

健
人

材
開

発
局

情
報

担
当

官
を

対
象

と
し

て
行

っ
た

A
C

C
E
S
S
に

関
す

る
研

修
の

み
で

あ
っ

た
。

・
上

記
研

修
受

講
者

が
、

2
0
1
2
年

8
月

に
州

の
保

健
医

務
局

情
報

担
当

官
に

対
し

て
同

様
の

研
修

を
行

っ
た

と
い

う
点

で
波

及
性

が
認

め
ら

れ
た

。

（
活

動
1
B

2
）

海
外

研
修

を
実

施
す

る
 (
本

邦
研

修
お

よ
び

第
三

国
研

修
)

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

・
本

邦
研

修
は

2
0
1
0
年

に
1
回

、
2
0
1
1
年

に
2
回

、
2
0
1
2
年

に
2
回

行
わ

れ
、

計
1
6
名

の
研

修
生

を
受

け
入

れ
た

。
・
上

記
の

本
邦

研
修

参
加

者
等

で
組

織
さ

れ
た

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
利

用
し

て
、

2
0
1
2
年

1
1
月

、
R

V
T
2
0
1
0
キ

ン
シ

ャ
サ

総
会

が
開

催
さ

れ
、

参
加

国
に

よ
る

人
材

管
理

の
状

況
や

計
画

等
の

情
報

が
共

有
さ

れ
た

。
・
第

三
国

研
修

は
行

わ
れ

な
か

っ
た

が
、

第
三

国
間

協
力

の
一

環
と

し
て

2
0
1
1
年

7
月

の
セ

ネ
ガ

ル
ミ

ッ
シ

ョ
ン

に
保

健
省

か
ら

5
名

、
2
0
1
3
年

4
月

の
セ

ネ
ガ

ル
へ

の
ミ

ッ
シ

ョ
ン

に
は

保
健

省
か

ら
4
名

（
高

等
教

育
省

か
ら

も
3
名

）
が

参
加

し
た

。

（
活

動
1
B

3
）

研
修

の
成

果
を

共
有

す
る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

・
2
0
1
1
年

1
2
月

に
開

催
さ

れ
た

「
コ

ン
ゴ

民
主

共
和

国
保

健
省

次
官

顧
問

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

研
修

」
に

参
加

し
た

次
官

が
、

保
健

省
大

臣
や

局
長

ク
ラ

ス
を

対
象

に
、

研
修

で
作

成
し

た
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
の

共
有

を
行

っ
た

。
・
2
0
1
1
年

1
2
月

に
開

催
さ

れ
た

本
邦

研
修

に
参

加
し

た
D

1
課

長
が

、
帰

国
後

、
研

修
中

に
作

成
し

た
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
を

共
有

し
た

結
果

、
そ

の
内

容
が

D
1
局

の
2
0
1
2
年

度
の

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

に
反

映
さ

れ
た

。
・
2
0
1
2
年

1
2
月

に
開

催
さ

れ
た

仏
語

圏
中

西
ア

フ
リ

カ
地

域
「
保

健
人

材
管

理
」
フ

ェ
ー

ズ
2
の

本
邦

研
修

に
参

加
し

た
局

長
ら

が
情

報
の

共
有

が
2
0
1
3年

1
月

に
開

催
さ

れ
た

。
・
2
0
1
2
年

は
研

修
内

容
を

共
有

す
る

機
会

は
設

け
ら

れ
て

お
ら

ず
、

2
0
1
3
年

4
月

に
行

わ
れ

た
セ

ネ
ガ

ル
へ

ミ
ッ

シ
ョ

ン
の

報
告

会
は

N
E
P

I主
催

の
テ

ク
ニ

カ
ル

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
（
T
W

G
）
会

合
を

通
じ

て
そ

の
内

容
が

共
有

さ
れ

た
。

（
活

動
1
C

1
）

保
健

人
材

開
発

技
術

委
員

会
お

よ
び

小
委

員
会

の
定

例
会

を
開

催
す

る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

・
定

期
的

な
会

議
は

、
専

門
家

の
離

着
任

時
や

、
研

修
会

の
前

後
な

ど
に

合
わ

せ
て

開
催

さ
れ

て
い

た
。

・
定

例
会

と
し

て
の

正
式

な
開

催
は

2
0
1
2
年

6
月

よ
り

開
始

し
、

同
年

1
1
月

、
2
0
1
3
年

1
月

、
3
月

に
開

催
さ

れ
た

。
2
0
1
3
年

は
残

り
6
月

、
9
月

1
2
月

ご
ろ

の
計

3
回

の
開

催
を

計
画

し
て

い
る

。
・
小

委
員

会
に

つ
い

て
は

各
局

に
お

い
て

毎
月

1
回

開
催

し
て

い
る

こ
と

が
確

認
さ

れ
た

。

（
活

動
1
C

2
）

保
健

人
材

開
発

に
関

わ
る

関
係

省
庁

と
の

協
議

を
行

う
（
公

務
員

省
、

財
務

省
、

予
算

省
、

高
等

教
育

省
、

等
）

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

・
高

等
教

育
省

、
公

務
員

省
、

計
画

省
、

職
能

団
体

、
労

働
組

合
等

の
担

当
官

の
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

へ
の

参
加

状
況

は
良

好
で

あ
り

、
必

要
な

協
議

が
行

わ
れ

て
き

た
。

・
高

等
教

育
省

と
の

今
後

の
連

携
に

つ
い

て
は

、
保

健
省

と
の

2
省

間
連

携
枠

組
み

の
省

令
が

ド
ラ

フ
ト

さ
れ

、
現

在
大

臣
の

署
名

を
待

っ
て

い
る

状
況

で
あ

る
。

・
関

連
省

庁
が

集
ま

る
T
W

G
会

合
が

2
0
1
3
年

4
月

、
5
月

、
6
月

に
開

催
さ

れ
、

情
報

の
共

有
が

行
わ

れ
て

い
る

。

終
了

時
調

査
結

果
評

価
項

目

活
動

の
進

捗
状

況
成

果
1
に

対
す

る
活

動
の

進
捗

状
況

【
活

動
1
B

】
保

健
人

材
局

の
管

理
職

に
対

す
る

保
健

人
材

管
理

 （
キ

ャ
リ

ア
管

理
、

養
成

管
理

、
配

置
、

情
報

管
理

シ
ス

テ
ム

、
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
･評

価
等

）
研

修
を

行
う

【
活

動
1
C

】
P

N
D

R
H

S
実

施
の

た
め

の
保

健
人

材
局

の
調

整
能

力
を

強
化

す
る

【
活

動
1
A

】
保

健
人

材
局

の
労

務
環

境
を

改
善

す
る

上
位

目
標

の
達

成
見

込
み

【
上

位
目

標
】

国
家

保
健

人
材

開
発

計
画

（
P

N
D

H
R

S
）
が

実
施

さ
れ

る

実
績

の
検

証

投
入

日
本

側
投

入

コ
ン

ゴ
民

側
投

入

成
果

【
成

果
1
】

保
健

人
材

関
連

局
の

組
織

運
営

能
力

が
強

化
さ

れ
る

【
成

果
2
】

P
N

D
R

H
S
 2

0
1
1
-
2
0
1
5
 が

作
成

さ
れ

、
承

認
さ

れ
る

【
成

果
3
】

P
N

D
R

H
S
 に

関
連

す
る

保
健

省
内

の
各

種
規

定
が

策
定

さ
れ

る

評
価

設
問

必
要

な
情

報
・
デ

ー
タ

情
報

源
デ

ー
タ

収
集

方
法

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
状

況
【
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
】

保
健

人
材

関
連

局
の

国
家

保
健

人
材

開
発

計
画

（
P

N
D

H
R

S
）
実

施
能

力
が

強
化

さ
れ

る
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大
項

目
小

項
目

終
了

時
調

査
結

果
評

価
項

目
評

価
設

問
必

要
な

情
報

・
デ

ー
タ

情
報

源
デ

ー
タ

収
集

方
法

（
活

動
1
C

3
）

保
健

人
材

開
発

に
関

す
る

パ
ー

ト
ナ

ー
の

協
力

内
容

の
共

有
お

よ
び

マ
ッ

ピ
ン

グ
を

行
う

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

・
N

C
G

M
に

よ
り

改
編

さ
れ

た
W

H
O

の
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

を
基

に
、

保
健

人
材

関
係

者
に

対
し

て
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
が

行
わ

れ
、

分
析

、
マ

ッ
ピ

ン
グ

を
通

じ
て

、
キ

ン
シ

ャ
サ

州
の

保
健

人
材

開
発

分
野

に
お

け
る

関
係

者
マ

ッ
プ

が
作

成
さ

れ
た

が
、

終
了

時
評

価
の

時
点

に
お

い
て

未
承

認
の

た
め

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
ま

で
に

人
材

委
員

会
で

の
承

認
が

望
ま

れ
て

い
る

。
・
今

後
、

他
州

に
お

い
て

関
係

者
マ

ッ
プ

が
必

要
と

な
る

場
合

は
、

キ
ン

シ
ャ

サ
州

で
作

成
さ

れ
た

経
験

を
共

有
す

る
こ

と
に

よ
っ

て
、

各
州

が
取

り
ま

と
め

て
い

け
る

。

（
活

動
1
C

4
）

保
健

人
材

開
発

に
関

す
る

、
国

内
・
国

外
援

助
機

関
に

よ
る

活
動

を
調

整
す

る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

・
2
0
1
1
年

2
月

に
、

保
健

分
野

の
ド

ナ
ー

会
議

（
G

ro
u
p
e
 I
n
te

r 
B

ai
lle

u
rs

 S
an

te
 （

G
IB

S
）
）
の

下
位

グ
ル

ー
プ

の
ひ

と
つ

、
保

健
人

材
分

野
で

は
W

H
O

、
U

N
D

P
、

J
IC

A
が

含
ま

れ
、

そ
の

中
で

J
IC

A
が

中
心

と
な

っ
て

運
営

し
て

い
く
こ

と
が

決
定

さ
れ

た
。

・
ま

た
オ

ブ
ザ

ベ
ー

ト
リ

ー
の

T
O

R
に

、
保

健
人

材
開

発
に

関
す

る
関

係
者

の
調

整
が

記
載

さ
れ

、
T
W

G
会

合
を

利
用

し
て

定
期

的
に

調
整

を
行

っ
て

い
る

。
・
2
0
1
1
年

1
1
月

に
C

N
P

-
S
S
が

ル
ブ

ン
バ

シ
で

開
催

さ
れ

、
保

健
省

お
よ

び
各

ド
ナ

ー
に

よ
る

活
動

の
方

向
性

の
調

整
を

行
っ

た
が

、
日

本
人

専
門

家
は

未
参

加
で

あ
っ

た
。

（
活

動
1
C

5
）

P
N

D
R

H
S
実

施
の

た
め

の
州

へ
の

巡
回

指
導

を
行

う
文

献
レ

ビ
ュ

ー
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

専
門

家
か

ら
C

P
か

ら

・
2
0
1
2
年

5
月

～
6
月

に
か

け
て

、
全

国
1
1
州

で
P

N
D

R
H

S
の

実
施

状
況

が
確

認
さ

れ
た

。
・
終

了
時

評
価

調
査

終
了

後
の

2
0
1
3
年

7
月

に
、

P
N

D
R

H
S
の

実
施

フ
ォ

ロ
ー

と
P

P
D

R
H

S
の

作
成

指
導

を
兼

ね
た

ミ
ッ

シ
ョ

ン
が

実
施

さ
れ

る
予

定
と

な
っ

て
い

る
。

（
活

動
1
C

6
）

人
材

配
置

・
労

務
状

況
の

た
め

の
業

務
監

査
を

全
国

レ
ベ

ル
で

実
施

す
る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

・
単

独
の

活
動

と
し

て
は

、
終

了
時

評
価

時
点

ま
で

に
実

施
さ

れ
て

お
ら

ず
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

時
ま

で
に

実
施

さ
れ

る
予

定
も

な
い

が
、

保
健

人
材

情
報

シ
ス

テ
ム

作
成

時
に

お
け

る
デ

ー
タ

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

の
活

動
の

中
で

、
当

該
活

動
を

実
施

し
た

（
人

材
配

置
、

労
務

状
況

と
も

に
デ

ー
タ

に
入

力
さ

れ
て

い
る

）
と

位
置

づ
け

る
こ

と
が

可
能

で
あ

る
。

（
活

動
1
D

1
）

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
評

価
ツ

ー
ル

を
作

成
す

る
文

献
レ

ビ
ュ

ー
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

中
級

保
健

人
材

養
成

校
の

全
国

統
一

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
評

価
ツ

ー
ル

中
級

看
護

師
／

助
産

師
の

母
子

保
健

ケ
ア

に
関

す
る

コ
ン

ピ
テ

ン
シ

ー
確

認
ツ

ー
ル

・
2
0
1
1
年

6
月

、
（
A

）
中

級
保

健
人

材
養

成
校

の
全

国
統

一
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・
評

価
ツ

ー
ル

が
作

成
さ

れ
た

。
・
2
0
1
1
年

1
1
月

、
（
B

）
中

級
看

護
師

／
助

産
師

の
母

子
保

健
ケ

ア
に

関
す

る
コ

ン
ピ

テ
ン

シ
ー

確
認

ツ
ー

ル
が

作
成

さ
れ

た
。

（
活

動
1
D

2
）

デ
ー

タ
を

収
集

す
る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

・
（
A

）
2
0
1
1
年

7
月

お
よ

び
9
月

に
、

全
国

1
1
州

、
計

1
6
か

所
の

試
験

監
督

セ
ン

タ
ー

等
か

ら
卒

業
試

験
デ

ー
タ

を
収

集
し

た
。

・
（
B

）
2
0
1
2
年

1
月

～
2
月

に
7
州

の
母

子
保

健
セ

ン
タ

ー
で

デ
ー

タ
の

収
集

が
行

わ
れ

た
。

ま
た

2
0
1
3
年

5
月

に
は

4
州

の
州

医
務

局
に

お
い

て
デ

ー
タ

が
収

集
さ

れ
た

。

（
活

動
1
D

3
）

デ
ー

タ
を

分
析

・
解

釈
す

る
文

献
レ

ビ
ュ

ー
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

専
門

家
か

ら
・
（
A

）
ツ

ー
ル

を
用

い
て

、
中

級
保

健
人

材
養

成
校

全
国

統
一

卒
業

試
験

（
J
u
ry

 N
at

io
n
al

）
の

分
析

、
共

有
が

行
わ

れ
た

。
・
（
B

）
デ

ー
タ

の
分

析
に

よ
り

、
中

級
看

護
師

、
中

級
助

産
師

に
必

要
な

コ
ン

ピ
テ

ン
シ

ー
が

確
認

さ
れ

た
。

（
活

動
1
D

4
）

報
告

書
を

作
成

す
る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
J
u
ry

 N
at

io
n
al

分
析

報
告

書
コ

ン
ピ

テ
ン

シ
ー

ニ
ー

ズ
調

査
報

告
書

・
（
A

）
J
u
ry

 N
at

io
n
al

を
分

析
、

集
計

さ
れ

た
報

告
書

が
作

成
さ

れ
た

。
・
（
B

）
中

級
看

護
師

、
中

級
助

産
師

に
必

要
な

コ
ン

ピ
テ

ン
シ

ー
に

つ
い

て
の

報
告

書
が

作
成

さ
れ

た
。

（
活

動
1
D

5
）

分
析

し
た

内
容

を
活

動
に

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
す

る
文

献
レ

ビ
ュ

ー
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

専
門

家
か

ら
C

P
か

ら

・
（
A

）
に

つ
い

て
は

今
後

、
可

能
で

あ
れ

ば
、

J
u
ry

 N
at

io
n
al

の
実

施
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
作

成
に

着
手

す
る

。
・
（
B

）
分

析
さ

れ
た

内
容

は
、

中
級

助
産

師
の

資
格

基
準

案
（
R

e
fe

re
n
ti
e
l 
de

 c
o
m

pe
te

n
c
e
）
の

作
成

に
反

映
さ

れ
た

。

（
活

動
1
E
1
）

オ
ブ

ザ
ベ

ー
ト

リ
ー

の
T
O

R
を

作
成

す
る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

・
2
0
1
1
年

8
月

、
保

健
省

、
関

連
機

関
等

と
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
開

催
し

、
T
O

R
が

作
成

さ
れ

た
。

そ
の

後
修

正
な

ど
を

経
て

、
2
0
1
3
年

5
月

に
正

式
な

T
O

R
と

し
て

承
認

さ
れ

た
。

（
活

動
1
E
2
）

国
別

保
健

人
材

フ
ァ

イ
ル

を
作

成
す

る
文

献
レ

ビ
ュ

ー
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

専
門

家
か

ら
C

P
か

ら

・
今

回
の

終
了

時
評

価
調

査
で

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
ま

で
に

D
1
局

長
が

作
成

す
る

旨
が

確
認

さ
れ

た
。

（
活

動
1
E
3
）

W
H

O
-
A

F
R

O
の

W
e
bサ

イ
ト

に
コ

ン
ゴ

民
オ

ブ
ザ

ベ
ー

ト
リ

ー
の

ペ
ー

ジ
を

作
成

す
る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

・
2
0
1
2
年

8
月

、
保

健
省

の
W

e
bサ

イ
ト

に
オ

ブ
ザ

ベ
ー

ト
リ

ー
掲

載
用

の
ペ

ー
ジ

が
完

成
し

た
。

こ
の

W
e
bサ

イ
ト

と
W

H
O

-
A

F
R

O
の

オ
ブ

ザ
ベ

ー
ト

リ
ー

の
W

e
bサ

イ
ト

を
リ

ン
ク

さ
せ

る
こ

と
で

、
W

H
O

-
A

F
R

O
の

W
e
bサ

イ
ト

に
オ

ブ
ザ

ベ
ー

ト
リ

ー
が

作
成

さ
れ

た
と

判
断

す
る

。

（
活

動
2
A

1
）

必
要

な
デ

ー
タ

を
収

集
す

る
文

献
レ

ビ
ュ

ー
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
前

の
2
0
1
0
年

1
0
月

に
、

補
完

調
査

が
実

施
さ

れ
、

P
N

D
R

H
S
作

成
の

た
め

に
必

要
な

デ
ー

タ
が

収
集

さ
れ

た
。

（
活

動
2
A

2
）

現
状

診
断

お
よ

び
そ

の
執

筆
を

行
う

た
め

の
作

業
会

議
を

開
く

文
献

レ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
・
2
0
1
0
年

1
1
月

に
、

問
題

分
析

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
が

開
催

さ
れ

、
補

完
調

査
の

結
果

共
有

、
作

成
プ

ロ
セ

ス
の

確
認

、
小

委
員

会
で

問
題

分
析

が
行

わ
れ

た
。

（
活

動
2
A

3
）

現
状

診
断

に
基

づ
く
戦

略
策

定
の

た
め

の
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
開

く
文

献
レ

ビ
ュ

ー
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
2
0
1
0
年

1
1
月

、
別

途
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
開

催
し

、
上

記
問

題
分

析
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

の
結

果
を

踏
ま

え
て

、
P

N
D

R
H

S
の

大
枠

が
検

討
、

決
定

さ
れ

た
。

（
活

動
2
A

4
）

戦
略

を
文

章
化

し
、

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

を
作

成
す

る
文

献
レ

ビ
ュ

ー
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
2
0
1
0
年

1
2
月

に
サ

ブ
・
プ

ラ
ン

執
筆

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
が

開
催

さ
れ

た
。

（
活

動
2
A

5
）

承
認

・
共

有
化

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

開
催

す
る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
・
2
0
1
1
年

4
月

、
P

N
D

R
H

S
承

認
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

が
開

催
さ

れ
、

保
健

省
大

臣
に

よ
り

文
章

の
承

認
を

得
た

。

（
活

動
2
B

1
）

必
要

な
デ

ー
タ

を
収

集
す

る
文

献
レ

ビ
ュ

ー
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
前

の
2
0
1
0
年

1
0
月

に
、

補
完

調
査

が
実

施
さ

れ
、

P
N

D
R

H
S
作

成
の

た
め

に
必

要
な

デ
ー

タ
が

収
集

さ
れ

た
。

（
活

動
2
B

2
）

現
状

診
断

お
よ

び
そ

の
執

筆
を

行
う

た
め

の
作

業
会

議
を

開
く

文
献

レ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
・
2
0
1
0
年

1
1
月

に
、

問
題

分
析

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
が

開
催

さ
れ

、
補

完
調

査
の

結
果

共
有

、
作

成
プ

ロ
セ

ス
の

確
認

、
問

題
分

析
が

行
わ

れ
た

。

（
活

動
2
B

3
）

現
状

診
断

に
基

づ
く
戦

略
策

定
の

た
め

の
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
開

く
文

献
レ

ビ
ュ

ー
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
2
0
1
0
年

1
1
月

、
別

途
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
開

催
し

、
上

記
問

題
分

析
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

の
結

果
を

踏
ま

え
て

、
P

N
D

R
H

S
の

大
枠

が
検

討
、

決
定

さ
れ

た
。

（
活

動
2
B

4
）

戦
略

を
文

章
化

し
、

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

を
作

成
す

る
文

献
レ

ビ
ュ

ー
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
2
0
1
0
年

1
2
月

に
P

N
D

R
H

S
執

筆
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

が
開

催
さ

れ
、

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

が
作

成
さ

れ
た

。
活

動
2
B

の
課

程
に

お
い

て
は

、
人

材
関

連
局

3
局

が
そ

れ
ぞ

れ
の

小
委

員
会

に
て

所
掌

課
題

の
問

題
分

析
か

ら
サ

ブ
プ

ラ
ン

の
策

定
を

行
っ

た
（
活

動
2
A

）
の

と
同

時
並

行
的

に
、

同
3
局

が
各

サ
ブ

プ
ラ

ン
に

基
づ

く
形

で
P

N
D

R
H

S
本

文
を

協
働

し
て

執
筆

さ
れ

た
。

（
活

動
2
C

1
）

承
認

会
合

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

開
催

す
る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
・
2
0
1
1
年

4
月

、
P

N
D

R
H

S
承

認
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

が
開

催
さ

れ
、

保
健

省
大

臣
に

よ
り

文
章

の
承

認
を

得
た

。

（
活

動
2
C

2
）

承
認

さ
れ

た
P

N
D

R
H

S
を

省
内

、
関

係
省

庁
、

州
レ

ベ
ル

で
共

有
す

る
文

献
レ

ビ
ュ

ー
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
2
0
1
1
年

4
月

～
5
月

各
州

・
関

連
機

関
へ

P
N

D
R

H
S
普

及
の

た
め

の
セ

ミ
ナ

ー
を

開
催

し
た

。

（
活

動
2
C

3
）

P
N

D
R

H
S
を

印
刷

し
、

関
係

者
に

配
布

す
る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
P

N
D

R
H

S
配

布
受

領
書

・
2
0
1
1
年

4
月

～
5
月

に
か

け
て

、
各

州
保

健
医

務
局

に
対

し
、

仮
製

本
の

P
N

D
R

H
S
本

文
お

よ
び

下
位

計
画

文
書

を
各

1
0
部

ず
つ

（
全

1
1
0
部

）
配

布
し

た
。

・
2
0
1
2
年

5
月

の
P

N
D

R
H

S
指

導
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

に
お

い
て

、
各

州
4
0
部

ず
つ

（
計

4
4
0
部

）
が

配
布

さ
れ

た
。

・
2
0
1
3
年

6
月

の
オ

ブ
ザ

ベ
ー

ト
リ

ー
開

設
式

典
の

た
め

に
、

キ
ン

シ
ャ

サ
州

で
は

2
0
0
部

が
追

加
で

配
布

さ
れ

た
。

（
活

動
3
A

）
公

衆
保

健
に

関
す

る
基

本
法

の
作

成
に

技
術

的
に

参
画

す
る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

・
J
IC

A
コ

ン
ゴ

民
事

務
所

か
ら

の
働

き
か

け
も

あ
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
前

の
2
0
1
0
年

8
月

に
、

Ｄ
7
の

主
催

で
保

健
基

本
法

作
成

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
が

開
催

さ
れ

、
ド

ラ
フ

ト
が

完
成

し
て

お
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
単

体
で

の
技

術
的

参
画

は
行

わ
れ

な
か

っ
た

。
・
ド

ラ
フ

ト
は

終
了

時
調

査
評

価
時

点
に

お
い

て
も

国
会

で
の

承
認

を
待

っ
て

い
る

状
況

で
あ

っ
た

。

（
活

動
3
B

1
）

保
健

ゾ
ー

ン
（
Z
S
）
の

人
材

配
置

基
準

の
更

新
案

の
検

討
を

開
始

す
る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

・
従

来
の

配
置

基
準

が
現

実
に

即
し

て
い

な
い

と
い

う
面

か
ら

、
2
0
1
2
年

度
に

D
1
局

が
検

討
を

開
始

し
、

6
回

程
度

作
業

部
会

が
開

催
さ

れ
、

W
H

O
の

保
健

人
材

基
準

を
参

考
に

人
材

配
置

基
準

案
の

ド
ラ

フ
ト

が
作

成
さ

れ
た

。
・
オ

ブ
ザ

ベ
ー

ト
リ

ー
開

設
に

伴
い

、
W

H
O

の
W

IS
N

と
い

う
ソ

フ
ト

の
導

入
（
2
0
1
3
年

9
～

1
0
月

頃
）
が

検
討

さ
れ

て
い

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
作

成
し

た
ド

ラ
フ

ト
は

W
IS

N
使

用
と

な
っ

た
場

合
で

も
参

考
資

料
と

し
て

使
用

さ
れ

て
い

く
予

定
で

あ
る

。

（
活

動
3
B

2
）

州
お

よ
び

中
央

レ
ベ

ル
の

病
院

人
材

配
置

基
準

の
検

討
を

開
始

す
る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

・
2
0
1
1
年

3
月

、
病

院
改

革
の

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
に

お
い

て
中

央
、

州
レ

ベ
ル

の
病

院
人

材
配

置
基

準
の

検
討

を
開

始
し

、
第

一
ド

ラ
フ

ト
が

作
成

さ
れ

た
。

・
公

務
員

の
就

業
規

則
案

を
ド

ラ
フ

ト
し

て
い

る
の

で
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
、

そ
の

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
の

開
催

を
支

援
し

て
い

く
予

定
で

あ
る

。

（
活

動
3
B

3
）

中
級

助
産

師
の

資
格

・
初

期
教

育
・
評

価
基

準
案

を
作

成
す

る
文

献
レ

ビ
ュ

ー
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

専
門

家
か

ら
C

P
か

ら

・
資

格
基

準
案

：
2
0
1
2
年

1
月

～
2
月

の
調

査
や

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

経
て

、
2
0
1
2
年

3
月

に
中

級
助

産
師

課
程

の
全

4
学

年
そ

れ
ぞ

れ
に

か
か

る
資

格
基

準
案

が
策

定
さ

れ
、

2
0
1
3
年

3
月

の
人

材
委

員
会

に
て

承
認

さ
れ

た
。

・
2
0
1
2
年

7
月

の
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

に
お

い
て

、
資

格
基

準
案

の
見

直
し

が
行

わ
れ

、
初

期
教

育
案

（
R

e
fe

re
n
ti
e
l 
de

 f
o
rm

at
io

n
）
、

評
価

基
準

案
（
R

e
fe

re
n
ti
e
l 
d’

e
va

lu
at

io
n
）
作

成
の

準
備

が
行

わ
れ

、
2
0
1
2
年

1
0
月

、
初

期
教

育
案

お
よ

び
評

価
基

準
案

の
1
年

生
分

が
作

成
さ

れ
た

。
・
初

期
教

育
案

お
よ

び
評

価
基

準
案

の
2
年

生
分

は
作

成
中

で
あ

り
、

新
学

期
（
9
月

～
）
よ

り
使

用
さ

れ
て

い
く
予

定
で

、
近

々
承

認
を

得
る

予
定

で
あ

る
。

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

は
各

学
年

の
教

育
基

準
案

及
び

評
価

基
準

案
を

段
階

的
に

策
定

す
る

計
画

で
あ

っ
た

た
め

、
3
年

生
、

4
年

生
分

に
つ

い
て

は
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

は
作

成
し

な
い

計
画

で
あ

っ
た

。

（
活

動
3
C

）
キ

ン
シ

ャ
サ

中
級

保
健

人
材

養
成

校
（
IE

M
K
）
の

国
立

パ
イ

ロ
ッ

ト
校

と
し

て
の

位
置

づ
け

を
明

確
に

す
る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

・
P

N
D

R
H

S
の

「
基

礎
教

育
計

画
」
に

関
す

る
記

述
の

中
に

国
立

パ
イ

ロ
ッ

ト
校

と
す

る
旨

の
記

載
が

あ
る

。
・
IE

M
K
の

国
立

パ
イ

ロ
ッ

ト
校

と
し

て
の

開
校

に
関

す
る

首
相

令
案

と
学

校
規

則
に

関
す

る
省

令
案

が
、

2
0
1
3
年

9
月

の
開

校
に

向
け

て
す

で
に

作
成

さ
れ

て
い

る
が

、
そ

れ
以

降
、

大
臣

承
認

に
向

け
た

調
整

が
続

い
て

い
る

。

（
活

動
4
A

）
保

健
人

材
登

録
リ

ス
ト

を
も

と
に

し
た

保
健

人
材

情
報

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

の
定

義
を

確
定

し
作

成
す

る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

・
2
0
1
1
年

9
月

、
短

期
専

門
家

派
遣

の
際

に
、

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

の
定

義
が

確
認

さ
れ

。
A

c
c
e
ss

を
利

用
し

て
い

く
旨

が
確

認
さ

れ
た

。
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
ま

で
に

、
D

1
局

が
、

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

を
基

に
し

た
人

材
年

鑑
を

発
行

す
る

予
定

と
な

っ
て

い
る

。

（
活

動
4
B

1
）

既
存

の
保

健
省

管
轄

人
材

登
録

リ
ス

ト
の

フ
ォ

ー
マ

ッ
ト

を
統

一
す

る
文

献
レ

ビ
ュ

ー
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
既

存
の

人
材

登
録

リ
ス

ト
の

フ
ォ

ー
マ

ッ
ト

が
あ

っ
た

も
の

の
保

健
ゾ

ー
ン

レ
ベ

ル
で

徹
底

さ
れ

て
い

な
か

っ
た

た
め

、
デ

ー
タ

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

を
通

じ
て

フ
ォ

ー
マ

ッ
ト

の
統

一
を

行
っ

た
。

（
活

動
4
B

2
）

各
州

保
健

局
に

お
け

る
デ

ー
タ

更
新

の
た

め
の

中
央

か
ら

の
巡

回
指

導
を

行
う

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

・
2
0
1
2
年

8
月

、
各

州
の

情
報

担
当

官
に

研
修

を
実

施
し

た
。

・
2
0
1
2
年

1
2
月

～
2
0
1
3
年

2
月

に
か

け
て

北
キ

ブ
州

・
南

キ
ブ

州
を

除
く
各

州
に

対
し

、
デ

ー
タ

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

に
関

す
る

巡
回

指
導

を
実

施
し

た
。

（
活

動
4
B

3
）

州
保

健
局

に
「
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
を

活
用

し
た

年
次

計
画

策
定

方
法

」
の

研
修

を
行

う

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

・
未

実
施

。
・
予

算
を

検
討

し
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
少

な
く
と

も
1
州

に
対

し
研

修
実

施
の

検
討

を
開

始
す

る
こ

と
が

確
認

さ
れ

た
。

P
D

M
、

P
O

は
活

用
、

修
正

さ
れ

た
か

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

専
門

家
か

ら
C

P
か

ら
・
P

D
M

お
よ

び
P

N
D

R
H

S
に

記
載

さ
れ

た
活

動
内

容
は

、
年

次
計

画
書

（
P

A
O

）
に

記
載

さ
れ

、
各

局
そ

の
P

A
O

に
沿

っ
て

活
動

が
行

わ
れ

た
。

・
実

施
プ

ロ
セ

ス
に

お
い

て
、

保
健

省
だ

け
で

な
く
州

へ
の

支
援

の
必

要
性

の
重

要
さ

が
明

確
に

な
っ

て
き

た
。

・
P

D
M

に
大

き
な

修
正

は
な

か
っ

た
が

、
本

終
了

時
評

価
に

お
い

て
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

及
び

上
位

目
標

の
指

標
の

改
定

案
が

提
案

さ
れ

た
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

捗
を

誰
が

、
ど

の
よ

う
に

、
ど

の
よ

う
な

頻
度

で
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
し

、
そ

の
結

果
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

運
営

に
反

映
さ

れ
て

い
る

か
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

・
各

局
P

A
O

に
沿

っ
て

活
動

が
実

施
さ

れ
、

進
捗

状
況

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・
報

告
は

合
同

調
整

委
員

会
や

人
材

委
員

会
を

通
じ

て
行

わ
れ

る
シ

ス
テ

ム
が

取
ら

れ
て

き
た

。
・
運

営
指

導
調

査
に

お
い

て
提

言
さ

れ
た

点
に

つ
い

て
も

、
改

善
が

み
ら

れ
た

こ
と

か
ら

も
適

切
に

活
動

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
お

よ
び

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

が
行

わ
れ

て
き

た
こ

と
が

確
認

で
き

る
。

意
思

決
定

プ
ロ

セ
ス

活
動

内
容

の
軌

道
修

正
、

人
員

の
選

定
な

ど
に

か
か

る
決

定
は

ど
の

よ
う

に
行

わ
れ

た
か

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

専
門

家
か

ら
C

P
か

ら
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

通
じ

た
大

き
な

活
動

内
容

の
変

更
は

J
u
ry

 N
at

io
n
al

の
実

施
支

援
で

あ
っ

た
が

、
人

材
関

連
局

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

相
談

し
、

次
官

と
J
IC

A
の

了
承

を
経

て
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

支
援

し
て

い
く
こ

と
が

決
定

し
た

。
・
活

動
に

関
す

る
人

選
は

各
局

長
の

判
断

で
行

わ
れ

た
。

国
外

出
張

な
ど

に
関

す
る

人
選

は
省

内
の

基
準

に
沿

っ
て

、
次

官
の

承
認

を
経

て
決

定
さ

れ
る

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

内
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

方
法

、
頻

度
、

計
画

変
更

へ
の

対
応

、
課

題
解

決
の

方
法

な
ど

は
適

切
か

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

専
門

家
か

ら
C

P
か

ら
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
内

に
お

け
る

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
に

つ
い

て
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
当

初
は

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

R
D

C
に

お
け

る
初

の
技

プ
ロ

で
あ

っ
た

こ
と

か
ら

日
本

人
専

門
家

と
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
と

の
間

の
意

思
疎

通
が

困
難

な
場

面
が

あ
っ

た
も

の
の

、
相

互
理

解
が

進
み

、
結

果
的

に
は

緊
密

な
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

が
日

々
図

ら
れ

る
よ

う
に

な
っ

た

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
コ

ン
ゴ

民
関

係
機

関
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
方

法
、

頻
度

、
信

頼
関

係
の

確
立

な
ど

は
適

切
か

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

専
門

家
か

ら
C

P
か

ら
高

等
教

育
省

か
ら

・
人

材
委

員
会

等
を

通
じ

て
、

十
分

な
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

は
と

れ
て

き
た

。
高

等
教

育
省

、
計

画
省

、
公

務
員

省
と

は
良

い
関

係
が

で
き

て
い

た
。

特
に

、
高

等
教

育
省

と
は

、
2
省

間
協

議
フ

レ
ー

ム
ワ

ー
ク

の
ド

ラ
フ

ト
が

す
で

に
作

成
さ

れ
て

お
り

、
今

後
も

緊
密

な
連

携
が

図
ら

れ
て

い
く
予

定
で

あ
る

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
J
IC

A
（
本

部
・
在

外
事

務
所

）
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
方

法
、

頻
度

、
軌

道
修

正
へ

の
迅

速
な

対
応

、
助

言
な

ど
は

適
切

か
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
専

門
家

か
ら

・
J
u
ry

 N
at

io
n
al

の
実

施
支

援
や

ベ
ル

ギ
ー

人
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

と
の

契
約

な
ど

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

直
面

し
た

課
題

に
対

し
て

、
在

外
事

務
所

、
本

部
の

協
力

は
適

切
で

、
良

好
な

関
係

で
あ

っ
た

。

実
施

プ
ロ

セ
ス

成
果

4
に

対
す

る
活

動
の

進
捗

状
況

（
活

動
4
A

）
保

健
人

材
登

録
リ

ス
ト

を
も

と
に

し
た

保
健

人
材

情
報

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

の
定

義
を

確
定

し
作

成
す

る

【
活

動
4
B

】
各

州
の

保
健

人
材

情
報

デ
ー

タ
更

新
の

仕
組

み
を

作
る

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

体
制

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
仕

組
み

【
活

動
1
D

】
保

健
人

材
管

理
実

施
の

た
め

の
評

価
･モ

ニ
タ

リ
ン

グ
を

行
う

 (
養

成
、

管
理

、
継

続
教

育
)

【
活

動
1
E
】

保
健

人
材

開
発

の
オ

ブ
ザ

ベ
ー

ト
リ

ー
を

機
能

さ
せ

る

成
果

2
に

対
す

る
活

動
の

進
捗

状
況

【
活

動
2
A

】
2
0
1
1
-
2
0
1
5
年

度
 P

N
D

R
H

S
の

サ
ブ

･プ
ラ

ン
（
基

礎
教

育
計

画
・
キ

ャ
リ

ア
管

理
計

画
･人

材
定

着
化

計
画

･継
続

教
育

計
画

）
を

作
成

す
る

成
果

3
に

対
す

る
活

動
の

進
捗

状
況

（
活

動
3
A

）
公

衆
保

健
に

関
す

る
基

本
法

の
作

成
に

技
術

的
に

参
画

す
る

【
活

動
3
B

】
保

健
従

事
職

の
履

行
・
管

理
お

よ
び

基
礎

教
育

を
規

定
す

る
文

章
を

作
成

す
る

（
活

動
3
C

）
キ

ン
シ

ャ
サ

中
級

保
健

人
材

養
成

校
（
IE

M
K
）
の

国
立

パ
イ

ロ
ッ

ト
校

と
し

て
の

位
置

づ
け

を
明

確
に

す
る

【
活

動
2
C

】
P

N
D

R
H

S
を

承
認

し
、

共
有

す
る

【
活

動
2
B

】
P

N
D

R
H

S
の

本
文

を
作

成
す

る
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大
項

目
小

項
目

終
了

時
調

査
結

果
評

価
項

目
評

価
設

問
必

要
な

情
報

・
デ

ー
タ

情
報

源
デ

ー
タ

収
集

方
法

ど
の

機
関

と
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

を
と

っ
て

い
る

か
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

・
W

H
O

、
U

N
F
P

A
、

U
N

IC
E
F
、

U
S
A

ID
、

G
A

V
I、

IM
A

等
が

挙
げ

ら
れ

る
。

・
オ

ブ
ザ

ベ
ー

ト
リ

ー
と

の
関

わ
り

で
W

H
O

と
の

関
係

は
深

い
。

ま
た

IT
M

/
IS

T
M

の
運

営
を

支
援

し
て

い
る

N
E
P

Iと
の

関
わ

り
あ

い
も

あ
げ

ら
れ

る
。

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
方

法
、

頻
度

、
内

容
な

ど
は

適
切

か
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

ド
ナ

ー
か

ら

・
主

に
G

IB
S
や

人
材

委
員

会
を

通
じ

た
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

が
取

ら
れ

て
い

る
こ

と
が

確
認

さ
れ

た
。

ま
た

必
要

に
応

じ
て

、
IM

A
、

N
E
P

I、
G

IZ
、

C
T
B

等
の

パ
ー

ト
ナ

ー
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

が
個

別
に

図
ら

れ
て

き
た

協
力

体
制

Ｊ
ＩＣ

Ａ
他

案
件

、
他

機
関

案
件

と
の

協
力

J
IC

A
 の

他
の

案
件

と
の

連
携

や
他

の
援

助
機

関
の

協
力

プ
ロ

グ
ラ

ム
と

の
協

力
の

体
制

は
適

切
で

あ
っ

た
か

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

・
保

健
省

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

の
指

導
の

下
、

次
官

官
房

及
び

保
健

省
幹

部
を

対
象

と
し

た
戦

略
的

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
に

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

が
参

加
し

た
こ

と
で

、
業

務
に

対
す

る
メ

ン
タ

リ
テ

ィ
の

ポ
ジ

テ
ィ

ブ
な

変
化

や
5
S
活

動
を

通
じ

た
執

務
環

境
の

改
善

が
図

ら
れ

た
。

・
本

邦
研

修
と

保
健

省
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
C

P
研

修
（
次

官
や

他
局

長
が

参
加

）
を

同
時

期
に

開
催

し
た

・
本

邦
研

修
か

ら
仏

語
圏

ア
フ

リ
カ

諸
国

の
保

健
人

材
関

連
局

の
実

務
者

レ
ベ

ル
で

の
知

見
交

換
や

共
同

研
究

の
実

施
等

を
促

進
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

た
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
「
東

京
ビ

ジ
ョ

ン
2
0
1
0
」
（
以

下
R

V
T
2
0
1
0
）
を

通
じ

た
技

術
交

換
が

図
ら

れ
た

。
・
W

H
O

か
ら

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

連
し

た
活

動
に

つ
い

て
資

金
の

一
部

援
助

を
受

け
ら

れ
た

。
ま

た
今

後
も

協
力

を
求

め
行

く
体

制
で

あ
る

。
・
IT

M
/
IS

T
M

の
運

営
を

支
援

し
て

い
る

N
E
P

Iの
会

議
の

場
を

利
用

し
て

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

情
報

共
有

や
、

高
等

教
育

省
と

保
健

省
と

の
協

議
の

場
を

設
け

る
こ

と
が

で
き

た

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
よ

る
技

術
移

転
の

方
法

は
適

切
か

他
に

も
あ

っ
た

で
あ

ろ
う

ア
プ

ロ
ー

チ
で

は
な

く
、

今
回

の
ア

プ
ロ

ー
チ

で
適

切
だ

っ
た

か
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

計
画

時
に

、
人

材
関

連
局

自
身

で
問

題
分

析
を

行
い

4
つ

の
成

果
を

位
置

づ
け

、
そ

れ
ら

4
つ

の
成

果
に

対
し

、
具

体
的

に
は

本
邦

研
修

を
通

じ
た

局
年

次
活

動
計

画
へ

の
反

映
、

P
N

D
R

H
S
の

作
成

、
中

級
助

産
師

に
関

す
る

各
種

基
準

案
の

作
成

、
人

材
情

報
デ

ー
タ

の
作

成
及

び
そ

の
後

の
運

営
・
管

理
等

を
通

じ
て

保
健

人
材

関
連

局
の

能
力

向
上

に
つ

な
げ

る
ア

プ
ロ

ー
チ

で
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

も
概

ね
達

成
さ

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

適
切

な
ア

プ
ロ

ー
チ

で
あ

っ
た

と
判

断
で

き
る

。

専
門

家
の

能
力

は
十

分
で

あ
っ

た
か

そ
の

ア
プ

ロ
ー

チ
で

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

す
る

に
値

す
る

能
力

を
専

門
家

は
備

え
て

い
た

か
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
専

門
家

か
ら

C
Ｐ

か
ら

・
国

立
国

際
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
（
N

C
G

M
）
よ

り
、

経
験

豊
富

で
活

動
目

的
に

沿
っ

た
専

門
家

が
派

遣
さ

れ
て

、
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
の

業
務

遂
行

能
力

の
向

上
が

図
ら

れ
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

で
あ

る
能

力
強

化
に

大
き

く
貢

献
し

た
。

・
教

師
教

育
専

門
の

専
門

家
が

入
れ

ば
な

お
よ

か
っ

た
と

い
う

意
見

が
挙

げ
ら

れ
た

。

実
施

機
関

や
Ｃ

Ｐ
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
対

す
る

認
識

実
施

機
関

や
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
対

す
る

認
識

は
高

い
か

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

専
門

家
か

ら
C

Ｐ
か

ら
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

計
画

段
階

よ
り

P
D

M
作

成
に

積
極

的
に

関
わ

る
な

ど
、

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
コ

ミ
ッ

ト
メ

ン
ト

は
高

か
っ

た
。

ま
た

、
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
以

外
の

関
連

局
、

関
連

省
庁

か
ら

の
コ

ミ
ッ

ト
メ

ン
ト

も
非

常
に

高
く
、

人
材

委
員

会
へ

の
積

極
的

な
参

加
や

、
高

等
教

育
省

に
関

し
て

は
保

健
省

と
の

2
省

間
協

議
フ

レ
ー

ム
ワ

ー
ク

の
合

意
へ

向
け

た
連

携
の

促
進

が
、

セ
ネ

ガ
ル

ミ
ッ

シ
ョ

ン
で

確
認

さ
れ

る
な

ど
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
内

外
通

じ
て

高
い

コ
ミ

ッ
ト

メ
ン

ト
が

示
さ

れ
て

き
た

。
・
ま

た
、

セ
ネ

ガ
ル

三
国

間
協

力
や

本
邦

研
修

へ
保

健
省

次
官

・
大

臣
官

房
・
次

官
官

房
が

参
加

し
た

こ
と

や
P

N
D

R
H

S
が

早
期

に
承

認
さ

れ
た

こ
と

等
か

ら
も

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
理

解
・
コ

ミ
ッ

ト
メ

ン
ト

が
深

ま
っ

て
い

た
。

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
や

関
連

機
関

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
認

識
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

や
関

係
組

織
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

参
加

度
や

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
対

す
る

認
識

は
高

い
か

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

専
門

家
か

ら
Ｃ

Ｐ
か

ら
・
様

々
な

大
臣

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
コ

ミ
ッ

ト
メ

ン
ト

が
高

く
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

に
関

す
る

許
可

な
ど

各
省

庁
の

大
臣

の
対

応
が

早
か

っ
た

。
・
人

材
関

連
局

に
は

直
接

属
さ

な
い

保
健

省
内

の
部

署
か

ら
は

、
人

材
関

連
局

の
能

力
強

化
を

目
指

す
と

い
う

目
的

の
明

確
な

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
あ

っ
た

と
評

価
が

あ
る

一
方

、
組

織
と

し
て

の
縦

割
り

が
強

か
っ

た
た

め
、

人
材

関
連

局
以

外
の

部
署

が
深

く
か

か
わ

っ
て

い
け

な
か

っ
た

と
い

う
意

見
も

あ
っ

た
。

Ｃ
Ｐ

の
配

置
の

適
切

性
適

切
な

（
能

力
・
人

数
等

）
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
が

配
置

さ
れ

た
か

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

専
門

家
か

ら
・
保

健
人

材
局

の
能

力
向

上
を

目
指

し
た

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
し

て
、

そ
の

直
接

の
担

当
部

局
で

あ
る

D
1
、

D
6
、

D
1
1
の

3
局

が
選

ば
れ

た
の

は
適

切
で

あ
り

、
局

長
や

課
長

レ
ベ

ル
の

経
験

豊
富

な
職

員
が

C
P

に
配

置
さ

れ
た

。
・
D

5
や

D
7
な

ど
は

人
材

員
会

へ
の

参
加

や
必

要
に

応
じ

た
W

S
へ

の
参

加
な

ど
を

通
じ

て
、

関
連

局
と

の
連

携
が

図
ら

れ
た

。

外
部

要
因

実
施

プ
ロ

セ
ス

に
影

響
し

た
正

・
負

の
要

因
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

過
程

で
生

じ
て

い
る

問
題

や
、

効
果

発
現

に
影

響
を

与
え

た
要

因
は

何
か

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

専
門

家
か

ら
C

Ｐ
か

ら
・
北

キ
ブ

州
、

南
キ

ブ
州

に
お

け
る

治
安

の
悪

化
は

デ
ー

タ
収

集
な

ど
の

点
で

大
き

く
影

響
し

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

達
成

度
を

阻
害

す
る

要
因

で
あ

っ
た

。
・
D

1
局

長
の

一
時

停
職

や
、

次
官

の
停

職
に

つ
い

て
も

、
活

動
の

プ
ロ

セ
ス

に
お

い
て

多
少

の
影

響
が

あ
っ

た
。

運
営

指
導

調
査

の
提

言
提

言
へ

の
対

応
指

摘
さ

れ
た

提
言

に
対

し
適

切
な

対
応

が
な

さ
れ

た
か

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

専
門

家
か

ら
C

P
か

ら
・
運

営
指

導
調

査
で

提
言

さ
れ

た
①

人
材

委
員

会
の

定
例

化
、

②
A

2
助

産
師

育
成

に
関

す
る

規
則

の
策

定
に

つ
い

て
は

実
施

さ
れ

た
。

・
P

N
D

R
H

S
実

施
に

向
け

た
州

へ
の

指
導

に
対

す
る

活
動

は
活

発
で

は
な

い
も

の
の

、
き

ち
ん

と
認

識
し

て
い

て
、

終
了

時
評

価
終

了
後

に
も

活
動

が
計

画
さ

れ
て

い
る

。
・
高

等
教

育
省

に
関

し
て

は
保

健
省

と
の

2
省

間
協

議
フ

レ
ー

ム
ワ

ー
ク

の
合

意
へ

向
け

た
連

携
の

促
進

が
、

セ
ネ

ガ
ル

ミ
ッ

シ
ョ

ン
で

確
認

さ
れ

、
承

認
が

待
た

れ
て

い
る

。
・
届

け
出

人
材

リ
ス

ト
の

更
新

に
つ

い
て

は
そ

の
仕

組
み

が
各

州
に

お
い

て
構

築
さ

れ
て

き
て

お
り

、
人

材
年

鑑
の

作
成

も
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
ま

で
に

行
わ

れ
る

可
能

性
が

高
い

こ
と

、
そ

し
て

オ
ブ

ザ
ベ

ー
ト

リ
ー

の
完

成
に

よ
り

、
保

健
人

材
デ

ー
タ

へ
の

ア
ク

セ
ス

が
可

能
と

な
っ

た
こ

と
で

、
中

長
期

的
な

育
成

や
配

置
計

画
な

ど
が

可
能

な
状

況
に

な
り

つ
つ

あ
る

。
対

象
地

域
・
社

会
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
た

か
。

コ
ン

ゴ
民

主
共

和
国

の
経

済
社

会
の

現
況

（
特

に
保

健
セ

ク
タ

ー
）

文
献

レ
ビ

ュ
ー

詳
細

計
画

策
定

調
査

報
告

書 保
健

セ
ク

タ
ー

調
査

報
告

書
経

済
社

会
指

標
/
保

健
関

連
指

標

・
コ

ン
ゴ

民
は

2
0
0
6
年

の
大

統
領

選
挙

後
、

民
主

政
権

へ
移

行
し

、
治

安
の

安
定

化
、

経
済

成
長

率
に

改
善

が
み

ら
れ

る
よ

う
に

な
っ

た
。

一
方

、
国

民
生

活
は

依
然

と
し

て
逼

迫
し

て
お

り
、

一
人

当
た

り
国

民
総

所
得

（
G

N
I）

は
1
8
0
U

S
D

と
、

ア
フ

リ
カ

ア
フ

リ
カ

地
域

の
平

均
よ

り
も

極
め

て
低

い
水

準
で

あ
り

、
人

間
開

発
指

数
も

1
8
7
カ

国
中

最
下

位
と

な
っ

て
い

る
。

・
保

健
に

関
す

る
指

標
も

出
生

時
平

均
余

命
は

4
8
.4

歳
（
2
0
1
1
年

）
と

低
く
、

妊
産

婦
死

亡
率

は
5
5
0
（
出

生
1
0
万

対
、

2
0
0
7
年

）
、

5
歳

未
満

児
死

亡
率

は
1
6
8
（
出

生
千

対
、

2
0
1
1
）
 と

、
M

D
G

s達
成

（
妊

産
婦

死
亡

率
削

減
目

標
値

は
出

生
1
0
万

対
3
3
2
、

5
歳

未
満

児
死

亡
率

削
減

目
標

値
は

出
生

千
体

6
0
）
は

難
し

い
状

況
と

な
っ

て
お

り
、

保
健

開
発

ニ
ー

ズ
は

極
め

て
高

い
と

言
え

る
。

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
た

か
。

保
健

省
保

健
人

材
関

連
局

の
ニ

ー
ズ

に
合

致
し

て
い

た
か

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

詳
細

計
画

策
定

調
査

報
告

書 C
P

か
ら

・
2
0
1
0
年

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
計

画
段

階
に

お
い

て
、

人
材

関
連

局
自

身
が

参
加

し
て

問
題

分
析

を
行

い
課

題
が

抽
出

さ
れ

た
経

緯
か

ら
も

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

支
援

し
た

内
容

は
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

の
ニ

ー
ズ

そ
の

も
の

で
あ

っ
た

と
言

え
る

。

終
了

時
評

価
時

点
に

お
い

て
も

相
手

国
の

開
発

政
策

と
の

整
合

性
が

あ
る

か
。

コ
ン

ゴ
民

主
共

和
国

の
現

開
発

政
策

と
の

整
合

性
は

あ
る

か
文

献
レ

ビ
ュ

ー
詳

細
計

画
策

定
調

査
報

告
書 保

健
セ

ク
タ

ー
調

査
報

告
書

・
D

S
C

R
P

（
2
0
1
1
-
2
0
1
5
）
の

下
、

保
健

シ
ス

テ
ム

強
化

戦
略

（
S
R

S
S
）
（
2
0
1
1
-
2
0
1
5
）
が

策
定

さ
れ

て
お

り
、

S
R

S
S
（
2
0
1
1
-
2
0
1
5
）
の

実
施

計
画

と
し

て
国

家
保

健
開

発
計

画
（
P

N
D

S
）
（
2
0
1
1
-
2
0
1
5
）
が

策
定

さ
れ

て
い

る
。

こ
れ

ら
政

策
文

書
に

お
い

て
、

保
健

人
材

開
発

は
保

健
シ

ス
テ

ム
強

化
の

上
で

ひ
と

つ
の

大
き

な
戦

略
と

な
っ

て
い

る
。

P
N

D
S
が

策
定

さ
れ

た
時

機
を

捉
え

て
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
計

画
・
形

成
が

さ
れ

た
こ

と
は

開
発

計
画

と
の

整
合

性
の

観
点

か
ら

妥
当

で
あ

る
。

日
本

の
援

助
政

策
と

の
整

合
性

は
あ

る
か

。
国

別
援

助
方

針
（
事

業
展

開
計

画
）
と

の
整

合
性

は
あ

る
か

文
献

レ
ビ

ュ
ー

詳
細

計
画

策
定

調
査

報
告

書 日
本

外
務

省
文

書

・
日

本
政

府
は

重
点

分
野

の
一

つ
に

「
社

会
サ

ー
ビ

ス
へ

の
ア

ク
セ

ス
改

善
」
を

掲
げ

、
そ

の
中

で
保

健
人

材
の

能
力

強
化

に
対

す
る

協
力

を
行

う
と

明
記

し
て

お
り

、
支

援
の

方
向

性
は

合
致

し
て

い
る

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
相

手
国

の
対

象
分

野
・
セ

ク
タ

ー
の

開
発

課
題

に
対

す
る

効
果

を
あ

げ
る

戦
略

と
し

て
適

切
だ

っ
た

か
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
ア

プ
ロ

ー
チ

（
目

標
、

成
果

の
設

定
、

P
D

M
の

論
理

性
）
は

適
切

で
あ

っ
た

か
。

文
献

レ
ビ

ュ
ー

詳
細

計
画

策
定

調
査

報
告

書 運
営

指
導

調
査

報
告

書
P

D
M

・
成

果
1
に

よ
っ

て
強

化
さ

れ
る

能
力

に
依

拠
す

る
形

で
成

果
2
の

達
成

が
目

指
さ

れ
、

成
果

2
の

活
動

に
お

い
て

承
認

さ
れ

る
P

N
D

R
H

S
を

実
施

し
て

い
く
た

め
の

各
種

規
定

や
情

報
シ

ス
テ

ム
の

構
築

が
成

果
3
お

よ
び

4
で

目
指

さ
れ

て
お

り
、

こ
れ

ら
の

成
果

は
効

果
的

に
構

成
さ

れ
て

お
り

、
ア

プ
ロ

ー
チ

は
適

切
で

あ
っ

た
と

言
え

る
。

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

指
標

、
上

位
目

標
の

指
標

に
つ

い
て

は
、

計
画

時
に

お
け

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

達
成

状
況

の
見

込
み

が
不

透
明

で
あ

っ
た

こ
と

な
ど

も
影

響
し

、
到

達
点

の
指

標
と

し
て

は
十

分
に

明
確

で
は

な
い

も
の

が
設

定
さ

れ
た

た
め

、
今

回
こ

れ
ら

の
指

標
に

関
し

て
修

正
案

を
提

示
す

る
こ

と
に

な
っ

た
。

・
成

果
の

指
標

が
活

動
の

言
い

換
え

と
な

っ
て

い
る

も
の

が
い

く
つ

か
見

ら
れ

た
。

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

選
定

は
適

正
だ

っ
た

か
。

対
象

、
規

模
、

男
女

比
な

ど
は

適
切

で
あ

っ
た

か
文

献
レ

ビ
ュ

ー
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
詳

細
計

画
策

定
調

査
報

告
書 運

営
指

導
報

告
書

専
門

家
か

ら
C

P
か

ら

・
保

健
人

材
開

発
計

画
の

実
施

に
必

要
な

能
力

開
発

の
一

環
と

し
て

、
本

省
保

健
人

材
関

連
局

に
対

し
、

州
保

健
医

務
局

に
対

す
る

指
導

に
必

要
な

知
識

・
技

術
の

移
転

を
行

っ
た

。
こ

れ
に

よ
り

、
保

健
省

保
健

人
材

関
連

局
が

、
本

来
本

省
と

し
て

果
た

す
べ

き
州

に
対

す
る

指
導

的
役

割
を

担
う

こ
と

が
で

き
る

よ
う

に
な

る
と

と
も

に
、

国
全

体
に

迅
速

か
つ

効
率

的
に

新
た

な
国

家
計

画
を

標
準

的
な

手
法

に
よ

り
導

入
・
普

及
す

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
に

な
っ

た
点

で
、

直
接

受
益

者
に

州
保

健
医

務
局

が
取

り
入

れ
ら

れ
た

点
は

評
価

で
き

る
。

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
以

外
へ

の
波

及
性

は
あ

っ
た

か
。

-

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
前

ま
で

は
不

活
発

で
あ

っ
た

高
等

教
育

省
と

の
連

携
が

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

通
じ

て
2
省

庁
連

携
協

議
フ

レ
ー

ム
ワ

ー
ク

の
ド

ラ
フ

ト
が

で
き

、
今

後
よ

り
活

発
に

な
っ

て
い

く
こ

と
が

予
想

さ
れ

る
。

・
D

5
,D

7
に

関
し

て
は

人
材

委
員

会
へ

の
参

加
や

人
材

情
報

管
理

等
を

通
じ

て
、

人
材

関
連

局
と

共
に

能
力

強
化

に
つ

な
が

る
活

動
が

認
め

ら
れ

た
。

日
本

の
技

術
の

優
位

性
は

あ
っ

た
か

。
日

本
に

対
象

技
術

の
ノ

ウ
ハ

ウ
が

蓄
積

さ
れ

て
い

る
か

、
日

本
の

経
験

を
活

か
せ

る
か

、
等

文
献

レ
ビ

ュ
ー

詳
細

計
画

策
定

調
査

報
告

書 運
営

指
導

調
査

報
告

書

・
セ

ネ
ガ

ル
に

お
い

て
保

健
省

の
能

力
強

化
を

目
標

と
し

た
専

門
家

派
遣

や
、

保
健

人
材

開
発

に
関

す
る

技
術

協
力

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
実

施
し

て
き

た
実

績
が

あ
り

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
対

象
と

す
る

課
題

に
ア

プ
ロ

ー
チ

す
る

上
で

の
ノ

ウ
ハ

ウ
は

十
分

に
蓄

積
さ

れ
て

い
る

。
・
カ

ン
ボ

ジ
ア

や
ア

フ
ガ

ニ
ス

タ
ン

な
ど

ポ
ス

ト
コ

ン
フ

リ
ク

ト
の

状
況

に
お

い
て

保
健

人
材

育
成

に
関

す
る

支
援

を
行

っ
て

き
た

実
績

か
ら

H
O

U
S
E
 M

O
D

E
L
を

開
発

し
、

人
材

開
発

と
い

う
課

題
を

俯
瞰

的
に

捉
え

る
視

点
を

効
果

的
に

伝
え

る
手

段
を

有
し

て
い

る
。

・
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
派

遣
さ

れ
た

専
門

家
の

多
く
が

上
記

の
先

行
案

件
に

関
わ

っ
た

実
績

に
基

づ
く
高

い
専

門
性

を
有

す
る

人
材

で
あ

っ
た

こ
と

も
あ

り
、

比
較

優
位

性
は

高
か

っ
た

。

そ
の

他
運

営
指

導
調

査
以

降
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
と

り
ま

く
環

境
（
政

策
、

経
済

、
社

会
等

）
の

変
化

は
あ

っ
た

か
。

政
権

交
代

の
有

無
、

等
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
Ｃ

Ｐ
か

ら
・
政

策
の

変
化

な
ど

は
特

に
な

か
っ

た
が

、
近

年
、

予
算

の
執

行
状

況
が

以
前

に
比

べ
改

善
し

つ
つ

あ
り

、
給

与
の

支
払

い
が

停
滞

し
な

く
な

っ
て

き
た

例
が

挙
げ

ら
れ

た
。

総
合

的
妥

当
性

上
記

の
よ

う
な

側
面

を
総

合
的

に
勘

案
し

て
、

妥
当

性
は

高
い

/
低

い
と

判
断

す
る

、
貢

献
・
阻

害
要

因
は

何
か

。
-

-
-

妥
当

性
は

非
常

に
高

い
。

・
コ

ン
ゴ

民
の

保
健

開
発

ニ
ー

ズ
、

開
発

計
画

と
合

致
し

て
い

る
。

・
日

本
の

援
助

政
策

と
の

整
合

性
が

高
い

。
・
日

本
の

比
較

優
位

性
が

高
い

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
達

成
さ

れ
る

か
。

（
実

績
の

検
証

）
（
実

績
の

検
証

）
（
実

績
の

検
証

）
達

成
・
「
州

の
保

健
人

材
開

発
計

画
年

次
計

画
書

」
に

関
し

て
は

、
終

了
時

評
価

時
点

で
、

州
レ

ベ
ル

に
お

い
て

P
N

D
R

H
S
に

基
づ

く
年

次
計

画
は

存
在

し
な

い
こ

と
が

確
認

さ
れ

た
。

た
だ

し
、

各
州

に
お

い
て

は
、

P
N

D
R

H
S
の

上
位

計
画

で
あ

る
P

N
D

S
に

対
応

す
る

P
P

D
S
（
州

保
健

開
発

計
画

）
に

か
か

る
年

間
活

動
計

画
（
P

A
O

）
が

策
定

さ
れ

て
お

り
、

各
州

は
P

P
D

S
に

含
ま

れ
る

保
健

人
材

開
発

に
関

す
る

5
つ

の
指

標
に

対
応

し
た

活
動

を
P

A
O

に
記

載
す

る
こ

と
と

さ
れ

て
い

る
。

P
A

O
に

含
ま

れ
る

保
健

人
材

開
発

に
関

す
る

指
標

は
、

P
N

D
R

H
S

に
即

し
た

活
動

計
画

と
完

全
に

一
致

は
し

て
い

な
い

も
の

の
、

当
該

指
標

が
今

後
、

P
P

D
R

H
S
の

作
成

に
よ

り
P

N
D

R
H

S
に

即
し

て
い

く
見

込
み

が
あ

る
こ

と
、

ま
た

P
A

O
活

動
の

策
定

過
程

に
お

い
て

は
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

お
け

る
種

々
の

活
動

が
貢

献
し

た
こ

と
が

確
認

さ
れ

て
お

り
、

2
0
1
3
年

度
P

A
O

は
、

終
了

時
評

価
時

点
で

2
6
州

中
2
5
州

か
ら

保
健

省
に

提
出

さ
れ

て
い

る
と

い
う

点
か

ら
本

指
標

は
概

ね
達

成
さ

れ
た

と
考

え
ら

れ
る

。

J
IC

A
の

他
ス

キ
ー

ム
と

の
連

携
、

他
の

援
助

機
関

の
案

件
と

の
協

力
に

よ
る

相
乗

効
果

が
あ

っ
た

か
。

J
IC

A
ス

キ
ー

ム
（
無

償
資

金
協

力
、

5
S
-
K
A

IZ
E
N

-
T
Q

M
、

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

派
遣

）
他

ド
ナ

ー
プ

ロ
グ

ラ
ム

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

ド
ナ

ー
か

ら
S
N

IS
か

ら

・
保

健
省

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

の
指

導
の

下
、

次
官

官
房

及
び

保
健

省
幹

部
を

対
象

と
し

た
戦

略
的

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
に

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

が
参

加
し

た
こ

と
で

、
業

務
に

対
す

る
メ

ン
タ

リ
テ

ィ
の

ポ
ジ

テ
ィ

ブ
な

変
化

や
5
S
活

動
を

通
じ

た
執

務
環

境
の

改
善

が
図

ら
れ

た
。

・
本

邦
研

修
と

保
健

省
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
C

P
研

修
（
次

官
や

他
局

長
が

参
加

）
を

同
時

期
に

開
催

し
た

こ
と

に
よ

り
研

修
の

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
が

容
易

と
な

っ
た

・
本

邦
研

修
か

ら
仏

語
圏

ア
フ

リ
カ

諸
国

の
保

健
人

材
関

連
局

の
実

務
者

レ
ベ

ル
で

の
知

見
交

換
や

共
同

研
究

の
実

施
等

を
促

進
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

た
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
「
東

京
ビ

ジ
ョ

ン
2
0
1
0
」
（
以

下
R

V
T
2
0
1
0
）
を

通
じ

た
技

術
交

換
が

図
ら

れ
た

。
・
W

H
O

か
ら

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

連
し

た
活

動
に

つ
い

て
資

金
の

一
部

援
助

を
受

け
ら

れ
た

。
ま

た
今

後
も

協
力

を
求

め
行

く
体

制
で

あ
る

。
・
IT

M
/
IS

T
M

の
運

営
を

支
援

し
て

い
る

N
E
P

Iの
会

議
の

場
を

利
用

し
て

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

情
報

共
有

や
、

高
等

教
育

省
と

保
健

省
と

の
協

議
の

場
を

設
け

る
こ

と
が

で
き

た

成
果

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

を
達

成
す

る
た

め
に

十
分

で
あ

っ
た

か
。

成
果

が
産

出
さ

れ
れ

ば
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
が

達
成

で
き

る
だ

ろ
う

と
い

う
ロ

ジ
ッ

ク
に

無
理

は
な

か
っ

た
か

文
献

レ
ビ

ュ
ー

詳
細

計
画

策
定

調
査

報
告

書 P
D

M

・
成

果
1
に

よ
っ

て
強

化
さ

れ
る

能
力

に
依

拠
す

る
形

で
、

成
果

2
は

P
N

D
R

H
S
の

策
定

及
び

承
認

を
目

指
し

、
こ

の
P

N
D

R
H

S
の

実
施

を
担

保
す

る
各

種
規

定
や

情
報

管
理

シ
ス

テ
ム

の
整

備
が

成
果

3
及

び
成

果
4
に

よ
っ

て
目

指
さ

れ
る

と
い

う
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
成

果
は

ロ
ジ

ッ
ク

の
面

で
も

整
然

と
し

て
い

る
。

成
果

か
ら

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

に
至

る
ま

で
の

外
部

条
件

は
、

現
時

点
に

お
い

て
も

正
し

い
か

。

「
保

健
人

材
開

発
行

政
に

お
け

る
州

保
健

局
と

中
央

保
健

省
の

関
係

が
維

持
さ

れ
る

」
「
関

係
省

庁
が

保
健

省
と

の
協

力
関

係
を

維
持

す
る

」

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

詳
細

計
画

策
定

調
査

報
告

書 P
D

M
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

・
中

央
と

州
保

健
医

務
局

と
の

関
係

に
特

に
問

題
は

な
く
、

関
係

は
良

好
で

あ
っ

た
。

ま
た

、
高

等
教

育
省

と
は

ま
さ

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

通
じ

て
連

携
を

深
め

て
、

2
省

庁
間

協
議

フ
レ

ー
ム

ワ
ー

ク
を

作
成

し
て

お
り

、
関

係
性

は
良

好
で

あ
る

。
・
そ

の
他

の
外

部
条

件
に

関
し

て
は

特
に

考
慮

さ
れ

て
お

ら
ず

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

を
通

じ
て

懸
念

さ
れ

た
外

部
条

件
も

特
に

な
く
、

現
在

に
お

い
て

も
2
種

の
外

部
条

件
は

正
し

か
っ

た
と

い
え

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

の
貢

献
・
阻

害
要

因
は

何
か

。
選

挙
に

よ
る

影
響

は
無

か
っ

た
か

治
安

悪
化

に
よ

る
影

響
は

無
か

っ
た

か
文

献
レ

ビ
ュ

ー
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

専
門

家
か

ら
Ｃ

Ｐ
か

ら

・
治

安
の

影
響

に
よ

り
、

北
キ

ブ
州

、
南

キ
ブ

州
の

人
材

リ
ス

ト
の

更
新

が
で

き
な

か
っ

た
が

、
残

り
の

州
で

は
更

新
の

仕
組

み
は

で
き

て
お

り
成

果
4
は

達
成

さ
れ

た
た

め
、

全
体

を
通

じ
て

の
影

響
は

少
な

か
っ

た
と

判
断

で
き

る
。

総
合

的
有

効
性

上
記

の
よ

う
な

側
面

を
総

合
的

に
勘

案
し

て
、

有
効

性
は

高
い

/
低

い
と

判
断

す
る

、
貢

献
・
阻

害
要

因
は

何
か

。
-

-
-

有
効

性
は

高
い

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

目
標

が
概

ね
達

成
さ

れ
て

い
る

。
・
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
て

設
定

さ
れ

た
成

果
は

ロ
ジ

ッ
ク

の
面

で
も

整
然

と
し

て
お

り
、

ま
た

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

を
達

成
す

る
う

え
で

い
ず

れ
も

必
要

不
可

欠
か

つ
十

分
な

も
の

で
あ

っ
た

。
・
P

N
D

R
H

S
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
早

い
段

階
で

作
成

さ
れ

、
承

認
さ

れ
た

（
成

果
2
）
こ

と
で

、
人

材
関

連
局

が
行

う
べ

き
業

務
／

活
動

方
向

性
が

明
確

と
な

り
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
度

に
大

き
く
貢

献
し

た

成
果

の
産

出
成

果
の

産
出

状
況

は
適

切
か

。

（
実

績
の

検
証

）
（
実

績
の

検
証

）
（
実

績
の

検
証

）

・
国

別
保

健
人

材
フ

ァ
イ

ル
の

作
成

が
未

実
施

で
あ

り
、

IE
M

K
の

国
立

パ
イ

ロ
ッ

ト
校

の
省

令
は

ド
ラ

フ
ト

は
作

成
さ

れ
た

も
の

の
未

承
認

で
あ

り
、

こ
れ

ら
2
点

を
除

い
て

、
概

ね
達

成
状

況
は

良
好

で
あ

る
。

成
果

を
産

出
す

る
た

め
に

十
分

な
活

動
で

あ
っ

た
か

。
-

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

P
D

M
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

・
全

体
の

活
動

量
と

し
て

は
3
年

間
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
し

て
適

切
で

あ
っ

た
。

国
の

面
積

が
大

き
い

た
め

、
地

方
ま

で
の

支
援

の
形

は
難

し
い

側
面

も
あ

っ
た

が
、

保
健

省
の

能
力

強
化

を
目

指
し

た
活

動
と

し
て

は
十

分
で

あ
っ

た
。

・
ま

た
社

屋
の

改
修

、
機

材
の

整
備

、
政

策
（
P

N
D

R
H

S
）
の

作
成

、
そ

れ
に

伴
う

研
修

等
の

実
施

、
関

連
文

書
の

策
定

に
係

る
作

業
、

P
N

D
R

H
S
に

沿
っ

た
人

材
情

報
の

整
備

な
ど

、
プ

ロ
セ

ス
に

お
い

て
も

活
動

は
整

然
と

し
て

い
た

。

活
動

か
ら

成
果

に
至

る
ま

で
の

外
部

条
件

は
、

現
時

点
に

お
い

て
も

正
し

い
か

。
外

部
条

件
の

影
響

は
あ

っ
た

か
。

「
政

治
社

会
的

安
定

が
継

続
し

て
い

る
か

」
「
政

府
の

政
策

方
針

が
変

わ
っ

て
い

な
い

か
（
他

の
関

連
省

の
方

針
等

を
含

む
）
」

「
研

修
を

受
け

た
人

材
の

大
半

が
異

動
し

て
い

な
い

か
」

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
P

D
M

専
門

家
か

ら
C

P
か

ら

・
北

キ
ブ

州
と

南
キ

ブ
州

の
治

安
の

影
響

に
よ

り
、

実
施

に
至

ら
な

い
活

動
は

あ
っ

た
も

の
の

、
他

省
庁

を
含

め
た

政
策

方
針

に
大

き
な

変
更

は
な

く
、

研
修

参
加

者
の

異
動

も
起

こ
っ

て
い

な
い

。
成

果
算

出
に

影
響

は
な

か
っ

た
。

日
本

側
の

投
入

（
専

門
家

派
遣

、
機

材
供

与
、

研
修

員
受

入
れ

、
現

地
業

務
費

）
は

適
切

な
タ

イ
ミ

ン
グ

で
、

適
切

量
で

あ
っ

た
か

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

専
門

家
か

ら
C

P
か

ら
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

途
上

国
に

お
け

る
保

健
分

野
の

支
援

に
関

し
豊

富
な

経
験

を
持

ち
、

高
い

専
門

性
を

持
っ

た
専

門
家

が
派

遣
さ

れ
た

。
ま

た
セ

ネ
ガ

ル
に

お
い

て
も

、
人

材
開

発
分

野
に

お
け

る
支

援
を

実
施

し
て

き
て

お
り

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
お

い
て

も
同

リ
ソ

ー
ス

を
活

用
す

る
な

ど
、

効
率

的
な

人
材

の
投

入
が

行
わ

れ
た

。
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
後

の
早

い
段

階
で

の
社

屋
の

改
修

や
機

材
の

投
入

に
よ

り
、

そ
の

後
の

活
動

の
効

率
性

は
高

ま
り

、
加

え
て

P
N

D
R

H
S
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

後
約

半
年

で
承

認
さ

れ
た

こ
と

に
よ

り
、

2
0
1
2
年

か
ら

は
各

局
に

お
い

て
年

次
活

動
計

画
も

作
成

さ
れ

、
計

画
に

沿
っ

て
タ

イ
ミ

ン
グ

良
く
活

動
を

実
施

し
て

い
く
こ

と
が

で
き

た
。

コ
ン

ゴ
民

主
共

和
国

側
の

投
入

（
C

P
の

配
置

、
施

設
、

専
門

家
執

務
室

、
ロ

ー
カ

ル
コ

ス
ト

、
（
水

道
光

熱
費

な
ど

）
）
は

適
切

な
タ

イ
ミ

ン
グ

で
、

適
切

な
量

で
あ

っ
た

か

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

専
門

家
か

ら
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
を

達
成

す
る

う
え

で
、

適
切

な
人

材
関

連
局

三
局

が
選

定
さ

れ
、

経
験

を
積

ん
だ

三
局

長
、

課
長

を
中

心
と

し
た

人
材

が
配

置
さ

れ
た

。
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
も

、
人

材
関

連
局

の
本

来
業

務
の

一
環

と
し

て
取

り
組

ま
れ

る
べ

き
も

の
で

あ
っ

た
た

め
、

主
要

な
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
に

追
加

の
業

務
負

担
を

強
い

る
こ

と
も

な
か

っ
た

。

活
動

は
タ

イ
ミ

ン
グ

良
く
実

施
さ

れ
た

か
。

-

文
献

レ
ビ

ュ
ー

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
P

O
専

門
家

か
ら

C
P

か
ら

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
後

の
早

い
段

階
で

の
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
の

執
務

環
境

の
整

備
や

機
材

の
投

入
を

行
っ

た
こ

と
に

よ
り

、
そ

の
後

の
活

動
の

効
率

性
が

高
ま

っ
た

。
・
P

N
D

R
H

S
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

後
約

半
年

で
承

認
さ

れ
た

こ
と

に
よ

り
、

2
0
1
2
年

か
ら

は
そ

れ
に

基
づ

い
た

各
局

の
年

次
活

動
計

画
が

作
成

さ
れ

る
等

、
P

D
M

上
の

当
初

の
計

画
に

沿
っ

て
タ

イ
ミ

ン
グ

良
く
活

動
を

実
施

し
て

い
く
こ

と
が

で
き

た
。

妥
当

性

有
効

性

効
率

性

活
動

を
行

う
た

め
に

過
不

足
な

い
量

・
質

の
投

入
が

、
タ

イ
ミ

ン
グ

よ
く
実

施
さ

れ
た

か
。

技
術

移
転

相
手

国
関

係
者

の
コ

ミ
ッ

ト
メ

ン
ト

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
他

ド
ナ

ー
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

因
果

関
係

投
入

の
実

施
状

況

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成 因
果

関
係

必
要

性

優
先

度

手
段

と
し

て
の

適
切

性
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大
項
目

小
項
目

終
了
時
調
査
結
果

評
価
項
目

評
価
設
問

必
要
な
情
報
・
デ
ー
タ

情
報
源

デ
ー
タ
収
集
方
法

コ
ス
ト

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
度
や
成
果

は
投
入
コ
ス
ト
に
見
合
っ
た
も
の
で
あ

る
か
。

よ
り
低
い
コ
ス
ト
で
達
成
す
る
代
替
手
段
は
な
か
っ
た
か
、
同
じ
コ
ス
ト

で
よ
り
高
い
達
成
度
を
実
現
す
る
こ
と
は
で
き
な
か
っ
た
か

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

専
門
家
か
ら

C
P
か
ら

・
成
果
普
及
の
対
象
と
な
る
州
を
あ
ら
か
じ
め
特
定
せ
ず
に
活
動
を
進
め
た
こ
と
で
、
全
体
的
に
コ
ス
ト
高
と
な
っ
た
こ
と
は
否
め
な
い
。

・
全
国
へ
デ
ー
タ
情
報
を
行
う
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
際
に
、
成
果
物
を
配
布
し
、
担
当
官
へ
説
明
を
行
う
な
ど
、
コ
ス
ト
を
抑
え
る
工
夫
が
な
さ
れ
た
が
、
費
用
対
効
果
の
観
点
か
ら
、
デ
ー
タ
収

集
な
ど
は
代
表
的
な
州
の
み
で
行
う
こ
と
が
検
討
さ
れ
て
も
よ
か
っ
た
の
で
は
な
い
か
と
考
え
ら
れ
る

総
合
的
効
率
性

上
記
の
よ
う
な
側
面
を
総
合
的
に
勘

案
し
て
、
効
率
性
は
高
い
/
低
い
と
判

断
す
る
、
貢
献
・
阻
害
要
因
は
何
か
。

-
-

-

効
率
性
は
比
較
的
高
い

・
J
IC
A
の
他
ス
キ
ー
ム
や
他
ド
ナ
ー
の
活
動
と
組
み
合
わ
せ
る
こ
と
で
、
時
間
・
コ
ス
ト
を
節
約
し
た

・
目
標
を
達
成
す
る
う
え
で
、
適
切
な
人
材
関
連
3
局
が
選
定
さ
れ
た
。

・
計
画
に
沿
っ
て
概
ね
タ
イ
ミ
ン
グ
良
く
活
動

が
実
施
さ
れ
た
。

投
入
・
成
果
の
実
績
、
活
動
の
状
況

に
照
ら
し
合
わ
せ
て
、
上
位
目
標
は
、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
効
果
と
し
て
発
現
が

見
込
ま
れ
る
か
。

事
後
の
評
価
に
お
い
て
効
果
の
検
証
が
出
来
る
か
、
上
位
目
標
の
指

標
が
適
切
に
設
定
さ
れ
て
い
る
か

「
国
家
保
健
人
材
開
発
計
画
が
実
施
さ
れ
る
」

「
指
標
①
各
州
の
Ｐ
Ｎ
Ｄ
Ｒ
Ｈ
Ｓ
の
年
次
計
画
の
活
動
の
実
施
項
目
数
」

「
指
標
②
国
家
年
次
計
画
の
活
動
実
施
項
目
数
」

文
献
レ
ビ
ュ
ー

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

P
D
M

専
門
家
か
ら

C
P
か
ら

・
上
位
目
標
指
標
に
つ
い
て
活
動
実
施
項
目
数
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
が
、
そ
の
到
達
点
が
十
分
に
明
ら
か
で
な
い
た
め
、
以
下
の
よ
う
に
、
指
標
2
の
改
訂
を
提
案
し
た
。

「
P
N
D
R
H
S
2
0
1
1
-
2
0
1
5
に
記
載
さ
れ
る
全
て
の
活
動
指
標
が
、
2
0
1
5
年
ま
で
に
改
善
す
る
。
」

な
お
、
同
活
動
指
標
の
中
に
は
「
州
保
健
人
材
開
発
計
画
が
策
定
さ
れ
る
」
が
含
ま
れ
る
た
め
、
現
上
位
目
標
指
標
1
は
削
除
し
、
こ
れ
に
対
応
す
る
改
訂
指
標
は
別
途
設
定
し
な
い

も
の
と
す
る

上
位
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
取
り

組
み
が
行
わ
れ
て
い
る
か
。
ま
た
は

取
り
組
み
を
行
う
た
め
の
計
画
が
な
さ

れ
て
い
る
か
。

中
央
か
ら
州
へ
、
Ｐ
Ｎ
Ｄ
Ｈ
Ｒ
Ｓ
実
施
の
た
め
の
普
及
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
構

築
さ
れ
て
い
る
か

文
献
レ
ビ
ュ
ー

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

専
門
家
か
ら

C
P
か
ら

・
全
1
1
州
に
対
し
て
P
N
D
R
H
S
普
及
セ
ミ
ナ
ー
を
実
施
し
、
P
N
D
R
H
S
策
定
過
程
に
つ
い
て
の
本
省
で
の
経
験
を
共
有
し
た
。
そ
の
結
果
、
P
N
D
R
H
S
策
定
過
程
に
お
け
る
第
1
ス
テ
ッ

プ
「
現
状
分
析
」
が
す
べ
て
の
州
で
な
さ
れ
た
他
、
内
4
州
に
お
い
て
は
同
第
2
ス
テ
ッ
プ
「
戦
略
及
び
目
標
の
設
定
」
ま
で
が
な
さ
れ
る
等
、
州
に
お
け
る
P
P
D
R
H
S
策
定
に
向
け
た
主

体
的
な
動
き
が
見
ら
れ
て
お
り
、
普
及
メ
カ
ニ
ズ
ム
は
構
築
さ
れ
つ
つ
あ
る
。

上
位
目
標
の
達
成
に
よ
り
相
手
国
開

発
計
画
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
は
見
込
め
る

か
。

-

文
献
レ
ビ
ュ
ー

詳
細
計
画
策
定
調
査
報
告

書 運
営
指
導
調
査
報
告
書

コ
ン
ゴ
民
主
共
和
国
政
府
文

・
P
N
D
R
H
S
2
0
1
1
-
2
0
1
5
は
、
P
N
D
S
2
0
1
1
-
2
0
1
5
に
掲
げ
ら
れ
る
諸
戦
略
に
対
応
す
る
形
で
策
定
さ
れ
る
べ
き
諸
下
位
計
画
の
う
ち
、
現
時
点
で
実
際
に
策
定
・
承
認
さ
れ
て
い
る
唯

一
の
下
位
計
画
で
あ
る
。
今
後
は
そ
の
他
の
下
位
計
画
が
作
ら
れ
て
い
く
可
能
性
も
あ
り
、
P
N
D
S
実
施
に
当
た
り
P
N
D
R
H
S
は
大
き
な
イ
ン
パ
ク
ト
を
与
え
、
そ
し
て
与
え
て
い
く
可
能

性
は
高
い
。

上
位
目
標
の
達
成
を
阻
害
す
る
要
因

は
あ
る
か

-
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

専
門
家
か
ら

C
P
か
ら

・
外
部
条
件
に
掲
げ
ら
れ
て
い
る
予
算
の
確
保
に
係
る
問
題
は
残
っ
て
い
る
が
、
そ
の
他
に
特
に
な
か
っ
た
。

上
位
目
標
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
乖

離
し
て
い
な
い
か
。

上
位
目
標
「
国
家
保
健
人
材
開
発
計
画
が
実
施
さ
れ
る
」

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
「
保
健
人
材
関
連
局
の
国
家
保
健
人
材
開
発
計
画

実
施
能
力
が
強
化
さ
れ
る
」

文
献
レ
ビ
ュ
ー

P
D
M

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
を
測
る
た
め
の
指
標
と
し
て
国
家
保
健
人
材
開
発
年
次
計
画
書
の
作
成
が
挙
げ
ら
れ
て
お
り
、
こ
れ
は
2
0
12
年
よ
り
達
成
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
上
位
目
標

に
は
そ
の
作
成
さ
れ
た
年
次
計
画
書
に
沿
っ
た
活
動
の
実
施
に
つ
い
て
の
指
標
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
が
、
2
0
1
2
年
よ
り
作
成
さ
れ
た
計
画
書
に
沿
っ
た
活
動
が
す
で
に
実
施
さ
れ
て

き
て
い
る
こ
と
か
ら
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
で
掲
げ
た
計
画
の
実
施
能
力
の
強
化
と
上
位
目
標
で
掲
げ
た
計
画
の
実
施
と
い
う
点
に
お
い
て
、
そ
の
関
係
性
は
近
す
ぎ
た
と
考
え
ら
れ

る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
か
ら
上
位
目
標
に

至
る
ま
で
の
外
部
条
件
は
現
時
点
に

お
い
て
も
正
し
い
か
。
外
部
条
件
の
影

響
を
受
け
る
可
能
性
が
あ
る
か
。

「
P
N
D
R
H
S
実
施
の
た
め
の
予
算
が
確
保
さ
れ
る
」

「
政
府
の
高
い
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
が
継
続
す
る
」

「
他
の
関
連
省
庁
と
の
連
携
・
協
力
が
継
続
す
る
」

文
献
レ
ビ
ュ
ー

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

P
D
M

専
門
家
か
ら

C
P
か
ら

・
計
画
通
り
に
す
べ
て
の
活
動
を
実
施
し
て
い
う
う
え
で
、
設
定
さ
れ
た
外
部
条
件
は
す
べ
て
ク
リ
ア
さ
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
上
位
目
標
の
達
成
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
の
外
部
条
件
は
正
し

か
っ
た
と
言
え
る
。

・
上
位
目
標
の
達
成
に
向
け
た
追
加
的
な
活
動
に
必
要
な
経
費
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
開
発
パ
ー
ト
ナ
ー
等
か
ら
の
支
援
協
力
を
求
め
、
他
省
庁
特
に
高
等
教
育
省
と
の
連
携
に

つ
い
て
は
、
2
省
間
協
議
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
締
結
後
の
よ
り
緊
密
な
連
携
体
制
を
よ
り
確
実
な
も
の
に
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。

政
策
の
策
定
と
法
律
・
制
度
・
基
準
等
の
整
備
へ
の
影
響
は
な
か
っ
た

か
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

専
門
家
か
ら

C
P
か
ら

・
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
P
N
D
R
H
S
と
い
う
P
N
D
S
の
下
位
計
画
の
作
成
が
支
援
さ
れ
た
こ
と
、
ま
た
作
成
に
伴
い
各
種
基
準
整
備
が
進
め
ら
れ
て
お
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
が
ま
さ

に
、
政
策
や
制
度
面
の
整
備
で
あ
り
、
正
の
影
響
で
あ
っ
た
と
言
え
る
。
そ
し
て
こ
れ
に
よ
り
P
N
D
S
の
そ
の
他
の
下
位
計
画
の
作
成
へ
の
関
心
が
高
ま
っ
て
き
て
お
り
、
P
N
D
R
H
S
が

作
成
さ
れ
た
こ
と
は
P
N
D
S
に
お
い
て
大
き
な
イ
ン
パ
ク
ト
と
な
っ
た
。

技
術
面
へ
の
影
響
は
な
か
っ
た
か

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

専
門
家
か
ら

C
P
か
ら

・
本
邦
研
修
に
C
P
が
参
加
し
た
こ
と
に
よ
り
、
同
研
修
に
参
加
し
て
い
た
仏
語
圏
ア
フ
リ
カ
諸
国
9
か
国
に
対
し
て
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
実
績
に
基
づ
く
技
術
的
貢
献
が
な
さ
れ
、
研

修
成
果
の
向
上
に
貢
献
し
た
。

・
同
本
邦
研
修
か
ら
派
生
し
た
R
V
T
2
0
1
0
の
第
2
回
総
会
（
2
0
1
2
年
1
1
月
）
が
R
D
C
保
健
人
材
局
主
催
で
開
催
さ
れ
た
こ
と
で
C
P
の
計
画
調
整
能
力
が
強
化
さ
れ
た
と
と
も
に
、
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
成
果
の
一
つ
で
あ
る
保
健
人
材
情
報
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
の
知
見
が
参
加
国
に
共
有
さ
れ
る
等
、
保
健
人
材
開
発
に
関
し
て
R
D
C
と
同
様
の
課
題
を
抱
え
る
参
加
国
に
と
っ

て
有
益
な
技
術
交
換
が
な
さ
れ
た
。

対
象
社
会
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
、
受
益
者
へ
の
経
済
的
影
響
は
な

か
っ
た
か

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

専
門
家
か
ら

C
P
か
ら

州
保
健
局
職
員
か
ら

・
人
材
情
報
リ
ス
ト
が
更
新
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
今
後
人
材
管
理
が
き
ち
ん
と
行
わ
れ
、
未
払
い
で
あ
る
給
料
や
年
金
の
支
払
い
体
制
が
整
っ
て
い
く
可
能
性
が
あ
る
。

・
中
級
助
産
師
の
資
格
・
初
期
教
育
・
評
価
基
準
導
入
に
よ
る
、
学
校
や
生
徒
へ
の
経
済
的
影
響
は
見
受
け
ら
れ
な
か
っ
た
。

ジ
ェ
ン
ダ
ー
、
民
族
、
社
会
的
階
層
の

違
い
に
よ
り
、
異
な
っ
た
イ
ン
パ
ク
ト
が

生
じ
て
い
る
か
。

特
に
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
は
生
じ
な
か
っ
た
か

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

専
門
家
か
ら

C
P
か
ら

・
特
に
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
は
生
じ
て
い
な
い
。

そ
の
他
の
負
の
影
響
は
あ
る
か
。

負
の
影
響
が
生
じ
て
い
る
場
合
は
、

ど
の
よ
う
な
対
策
を
講
じ
て
い
る
か
。

-

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

専
門
家
か
ら

C
P
か
ら

・
特
に
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
は
生
じ
て
い
な
い
。

総
合
的
イ
ン
パ
ク
ト

上
記
の
よ
う
な
側
面
を
総
合
的
に
勘

案
し
て
、
イ
ン
パ
ク
ト
（
見
込
み
）
が
高

い
/
低
い
と
判
断
す
る
、
貢
献
・
阻
害

要
因
は
何
か
。

-
-

-

イ
ン
パ
ク
ト
は
高
い

・
保
健
省
人
材
関
連
局
及
び
州
保
健
医
務
局
の
年
次
活
動
計
画
へ
の
保
健
人
材
開
発
計
画
の
反
映
や
州
保
健
医
務
局
の
人
材
開
発
計
画
策
定
に
か
か
る
能
力
強
化
と
い
っ
た
側

面
で
、
上
位
目
標
の
達
成
に
直
接
的
に
貢
献
し
得
る
イ
ン
パ
ク
ト
が
発
現
し
て
い
る

・
他
省
庁
や
他
ド
ナ
ー
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
や
他
国
の
人
材
局
へ
の
技
術
的
貢
献
と
い
っ
た
側
面
で
、
上
位
目
標
の
達
成
の
た
め
の
外
部
条
件
に
関
し
て
も
正
の
イ
ン
パ
ク
ト
が
発
現
し

て
い
る

・
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
が
特
に
見
受
け
ら
れ
な
い

政
策
支
援
は
協
力
終
了
後
も
継
続
す

る
か
。

関
連
規
制
、
法
制
度
は
整
備
さ
れ
て

い
る
か
・
整
備
さ
れ
る
予
定
か
。

-

文
献
レ
ビ
ュ
ー

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

専
門
家
か
ら

C
P
か
ら

・
P
N
D
R
H
S
の
上
位
計
画
で
あ
る
P
N
D
S
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
前
に
作
成
さ
れ
、
P
N
D
R
H
S
が
作
ら
れ
た
経
緯
が
あ
っ
た
。
今
後
P
N
D
R
H
S
の
中
間
評
価
が
2
0
1
4
年
3
月
こ
ろ
行
わ
れ

る
計
画
と
な
っ
て
お
り
、
そ
の
結
果
を
反
映
さ
せ
た
P
N
D
R
H
S
2
0
1
6
-
2
0
2
0
お
よ
び
P
N
D
S
2
0
1
6
-
2
0
2
0
が
作
成
さ
れ
て
い
く
予
定
で
あ
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
こ
れ
ら
保
健
分
野
の

開
発
計
画
が
継
続
さ
れ
て
い
く
仕
組
み
は
整
っ
て
い
る
。

中
央
か
ら
州
へ
の
P
P
D
R
H
S
の
作
成

か
ら
年
次
計
画
書
の
作
成
提
出
ま
で

の
支
援
体
制
は
確
保
さ
れ
て
い
る
か

-

文
献
レ
ビ
ュ
ー

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

運
営
指
導
調
査
報
告
書

専
門
家
か
ら

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
す
で
に
P
P
D
R
H
S
の
作
成
へ
向
け
た
支
援
を
行
っ
て
き
て
お
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
ま
で
の
期
間
に
、
再
度
ミ
ッ
シ
ョ
ン
を
派
遣
す
る
予
定
で
あ
り
、
州
の
作
成
支

援
を
続
け
て
い
く
体
制
は
整
っ
て
い
る
。

年
次
活
動
計
画
に
つ
い
て
は
P
P
D
S
に
沿
っ
た
も
の
が
す
で
に
作
成
さ
れ
、
提
出
さ
れ
て
い
る
経
緯
も
あ
り
、
各
州
に
お
い
て
、
今
後
作
成
さ
れ
る
P
P
D
R
H
S
に
沿
っ
た
活
動
計
画
が
作

成
さ
れ

て
い
く
見
込

み
は
高
い
。

協
力
終
了
後
も
効
果
を
あ
げ
て
い
く
た

め
の
活
動
を
実
施
す
る
に
足
る
組
織

能
力
は
あ
る
か
。

組
織
は
維
持
さ
れ
る
か
、
人
事
の
異
動
な
ど
懸
念
は
な
い
か

文
献
レ
ビ
ュ
ー

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

詳
細
計
画
策
定
調
査
報
告

書 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

専
門
家
か
ら

C
P
か
ら

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
は
全
て
、
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
機
関
で
あ
る
人
材
関
連
3
局
そ
れ
ぞ
れ
の
本
来
業
務
の
一
環
と
し
て
実
施
さ
れ
る
べ
き
活
動
で
あ
っ
た
た
め
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動

を
実
施
す
る
た
め
に
別
の
組
織
を
構
築
す
る
必
要
は
な
か
っ
た
。
よ
っ
て
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
そ
の
成
果
が
継
続
的
に
発
現
さ
れ
る
た
め
の
組
織
能
力
は
そ
の
ま
ま
カ
ウ
ン
タ
ー

パ
ー
ト
機
関
に
引
き
継
が
れ
る
。

・
保
健
省
改
革
・
再
編
の
動
き
が
数
年
前
か
ら
見
ら
れ
る
も
の
の
未
だ
実
現
の
兆
し
は
な
い
。
さ
ら
に
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
を
通
じ
て
、
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
機
関
幹
部
の
異
動
等
に
よ
る

影
響
は
最
小
限
に
抑
え
ら
れ
た
。

実
施
機
関
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る

オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
は
、
十
分
に
確
保
さ

れ
て
い
る
か
。

保
健
人
材
関
連
局
の
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

専
門
家
か
ら

C
P
か
ら

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
／
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
当
初
か
ら
一
定
程
度
醸
成
さ
れ
て
い
た
う
え
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
過
程
を

経
る
に
つ
れ
て
、
人
材
委
員
会
の
定
例
化
や
人
材
関
連
局
の
年
次
計
画
書
作
成
の
タ
イ
ミ
ン
グ
の
改
善
等
、
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
機
関
が
そ
の
本
来
の
機
能
を
認
識
し
責
任
感
を
も
っ

て
そ
の
役
割
を
果
た
そ
う
と
す
る
意
志
が
さ
ら
に
高
ま
っ
て
き
た
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
保
健
省
と
し
て
の
業
務
を
遂
行
す
る
上
で
十
分
な
オ
ー
ナ
シ
ッ
プ
が
発
揮
さ
れ
て
い
く
も
の
と

期
待
で
き
る
。

経
常
経
費
を
含
む
予
算
の
確
保
は
行

わ
れ
て
い
る
か
。

コ
ン
ゴ
民
側
の
予
算
措
置
は
十
分
に
講
じ
ら
れ
て
い
る
か
。

文
献
レ
ビ
ュ
ー

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

専
門
家
報
告
書

専
門
家
か
ら

C
P
か
ら

・
保
健
省
全
体
的
に
活
動
を
行
う
上
で
の
予
算
措
置
は
適
切
に
と
ら
れ
て
い
な
い
、
予
算
が
不
足
し
て
い
る
と
い
う
現
実
は
あ
る
も
の
の
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
し
て
は
、
特
別
の
組
織

を
構
築
し
て
実
施
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
な
か
っ
た
た
め
、
今
後
も
経
常
経
費
は
確
保
さ
れ
る
見
込
み
で
あ
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
よ
り
将
来
の
予

算
が
増
え
る
可
能
性
は
ど
の
程
度
あ

る
か
。
予
算
確
保
の
た
め
の
対
策
は

十
分
か
。

-

文
献
レ
ビ
ュ
ー

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

専
門
家
か
ら

C
P
か
ら

・
上
位
目
標
の
達
成
に
向
け
た
追
加
的
な
活
動
に
必
要
な
経
費
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
開
発
パ
ー
ト
ナ
ー
等
か
ら
の
支
援
が
一
部
必
要
と
な
る
可
能
性
は
否
め
な
い
。
特
に
J
u
ry

N
at
io
n
al
の
実
施
に
関
す
る
資
金
獲
得
は
必
須
で
あ
る
が
、
そ
の
体
制
は
現
在
の
と
こ
ろ
不
安
定
で
あ
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
用
い
ら
れ
た
技
術
は

受
容
さ
れ
つ
つ
あ
る
か
。

-

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

専
門
家
か
ら

C
P
か
ら

・
P
N
D
R
H
S
策
定
過
程
に
お
い
て
保
健
人
材
関
連
3
局
が
協
働
し
て
取
り
組
ん
だ
過
程
、
ま
た
P
N
D
R
H
S
共
有
セ
ミ
ナ
ー
及
び
巡
回
指
導
を
全
1
1
州
の
保

健
局
に
対
し
て
行
っ
た
過

程
、
さ
ら
に
人
材
情
報
デ
ー
タ
の
更
新
に
か
か
る
研
修
を
全
1
1
州
の
保
健
局
の
情
報
担
当
官
に
対
し
て
実
施
し
た
過
程
を
通
じ
て
、
保
健
人
材
開
発
と
い
う
課
題
を
包
括
的
な
視
点

か
ら
捉
え
な
が
ら
、
デ
ー
タ
や
フ
ァ
ク
ト
に
基
づ
く
現
状
分
析
か
ら
出
発
し
て
戦
略
・
計
画
を
策
定
し
実
施
し
て
い
く
た
め
の
能
力
が
、
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
機
関
の
組
織
と
し
て
の
能
力
と

し
て
定
着
し
て
い
る
。

・
人
材
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
構
築
の
た
め
に
導
入
す
る
ソ
フ
ト
の
選
定
に
際
し
て
、
他
の
ア
フ
リ
カ
諸
国
で
の
先
行
事
例
を
参
考
に
A
C
C
E
S
S
ソ
フ
ト
を
用
い
た
支

援
を
行
っ
て
き
た
が
、
今

後
D
F
ID
/
IM
A
の
支
援
に
よ
っ
て
別
の
人
材
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
ソ
フ
ト
の
導
入
が
一
部
の
州
／
保
健
区
で
開
始
さ
れ
る
見
込
み
で
あ
る
こ
と
が
判
明
し
て
お
り
、
多
方
面
で
の
調
整
コ
ス
ト

の
増
大
が
予
想
さ
れ
る
と
と
も
に
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
通
じ
て
得
あ
ら
れ
た
技
術
の
定
着
に
か
ん
し
て
も
、
保
健
省
と
し
て
今
後
の
展
望
を
明
ら
か
に
し
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る

資
機
材
の
維
持
管
理
は
適
切
に
行
わ

れ
て
い
る
か
。

-

文
献
レ
ビ
ュ
ー

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

専
門
家
報
告
書

専
門
家
か
ら

C
P
か
ら

・
機
材
投
入
直
後
に
は
盗
難
事
件
が
発
生
し
た
が
、
そ
の
結
果
、
ガ
ー
ド
マ
ン
の
増
員
、
省
内
へ
の
入
場
規
制
な
ど
の
対
策
が
取
ら
れ
、
適
切
に
管
理
さ
れ
て
い
る
。
と
く
に
発
電
機
に

つ
い
て
は
高
い
維
持
管
理
が
行
わ
れ
て
い
る
。

・
終
了
時
評
価
に
お
い
て
、
特
に
損
失
の
激
し
い
機
材
は
見
ら
れ
な
か
っ
た
。

普
及
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

に
取
り
込
ま
れ
て
い
る
か
。

ま
た
普
及
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
維
持
で
き

る
可
能
性
は
ど
の
程
度
あ
る
の
か
。

-

文
献
レ
ビ
ュ
ー

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

詳
細
計
画
策
定
調
査
報
告

書 活
動
報
告
書

専
門
家
か
ら

C
P
か
ら

・
保
健
人
材
開
発
計
画
の
実
施
に
必
要
な
能
力
開
発
の
一
環
と
し
て
、
本
省
保
健
人
材
関
連
局
に
対
し
、
州
保
健
局
に
対
す
る
指
導
に
必
要
な
知
識
・
技
術
の
移
転
を
行
っ
た
。
こ
れ

に
よ
り
、
保
健
省
保
健
人
材
関
連
局
が
、
本
来
本
省
と
し
て
果
た
す
べ
き
州
に
対
す
る
指
導
的
役
割
を
担
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
と
と
も
に
、
国
全
体
に
迅
速
か
つ
効
率
的
に
新

た
な
国
家
計
画
を
標
準
的
な
手
法
に
よ
り
導
入
・
普
及
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。

・
上
記
の
よ
う
に
本
省
の
職
員
を
対
象
に
技
術
移
転
を
行
い
、
今
後
は
こ
れ
ら
職
員
が
州
レ
ベ
ル
、
そ
し
て
さ
ら
に
下
位
レ
ベ
ル
へ
普
及
し
て
い
け
る
体
制
は
整
っ
て
い
る
。

社
会
・
文
化
・
環
境
面

女
性
、
貧
困
層
、
社
会
的
弱
者
へ
の

配
慮
不
足
に
よ
り
、
持
続
的
効
果
を

妨
げ
る
可
能
性
は
な
い
か
。

-

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

専
門
家
か
ら

C
P
か
ら

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
自
体
が
保
健
省
保
健
人
材
関
連
局
の
能
力
強
化
を
通
じ
、
女
性
、
貧
困
層
、
社
会
的
弱
者
等
の
た
め
の
医
療
サ
ー
ビ
ス
向
上
に
つ
な
げ
て
い
く
も
の
で
あ
っ
た
こ
と
か

ら
も
、
持
続
性
へ
の
影
響
も
考
え
ら
な
い
。

総
合
的
持
続
性

上
記
の
よ
う
な
側
面
を
総
合
的
に
勘

案
し
て
、
持
続
性
は
高
い
/
低
い
と
判

断
す
る
貢
献
・
阻
害
内
容
は
何
か
。

-
-

-

持
続
性
は
比
較
的
高
い

・
C
P
機
関
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
を
将
来
に
わ
た
り
継
続
的
か
つ
効
果
的
に
活
用
で
き
る
こ
と
が
十
分
に
見
込
ま
れ
る
。

・
財
政
面
や
技
術
面
で
の
一
定
の
制
約
・
留
保
は
あ
る
も
の
の
、
C
P
機
関
は
そ
の
制
約
の
中
で
工
夫
し
て
活
動
を
推
進
す
る
た
め
の
能
力
を
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
実
施
過
程
で
有
し

て
い
る
。

イ
ン
パ
ク
ト

上
位
目
標
以
外
の
正
負
の
イ
ン
パ
ク

ト
は
生
じ
た
か
。

持
続
性

政
策
・
制
度
面

組
織
・
財
政
面

技
術
面

波
及
効
果

上
位
目
標
達
成
の
見
込

み 因
果
関
係
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（１） 長期・短期専門家派遣実績（和文） 
 （氏名、専門分野、派遣期間、所属） 

専門家氏名 指導科目 派遣期間 人月実績1 所属 

清水 孝行 チーフアドバイザー 2010 年 12 月 19 日～2013 年 11 月 14 日（予定）
30.83MM 

（残り 4.57MM） 

国立国際医療研究センター 

国際医療協力局 

金子 佳代 業務調整/保健人材開発 2011 年 1 月 18 日～2012 年 4 月 28 日 15.57MM 

派遣前の所属 :ジュニア専門員

（2011 年 1 月 18 日～2011 年 3

月 30 日） 

岩田 明子 業務調整 2012 年 4 月 21 日～2013 年 11 月 14 日（予定）
14.53MM 

（残り 4.57MM） 
 

藤田 則子 
保健人材開発 

(調整能力強化) 
2011 年 7 月 18 日～2011 年 8 月 15 日 0.97MM 

国立国際医療研究センター 

国際医療協力局 

堀越 洋一 保健人材情報 2011 年 9 月 18 日～2011 年 10 月 18 日 1.03MM 
国立国際医療研究センター 

国際医療協力局 

橋本 麻由美 保健人材開発（助産） 2012 年 1 月 17 日～2012 年 3 月 12 日 1.87MM 
国立国際医療研究センター 

国際医療協力局 

藤田 則子 
保健人材開発 

(調整能力強化) 
2012 年 3 月 17 日～2012 年 4 月 3 日 0.60MM 

国立国際医療研究センター 

国際医療協力局 

田村 豊光 保健人材管理/人材管理計画 2012 年 7 月 7 日～2012 年 7 月 23 日 0.57MM 
国立国際医療研究センター 

国際医療協力局 

田村 豊光 保健人材開発 2013 年 1 月 16 日～2013 年 3 月 16 日 2.00MM 
国立国際医療研究センター 

国際医療協力局 

大西 真由美 保健人材養成 2013 年 1 月 25 日～2013 年 2 月 6 日 0.43MM 長崎大学大学院医歯薬学総合研究科

                                                  
1 2013 年 6 月 30 日までの実績 

2 
 

専門家氏名 指導科目 派遣期間 人月実績1 所属 

リハビリテーション科学講座 

田村 豊光 保健人材開発 2013 年 4 月 17 日～2013 年 5 月 7 日 0.70MM 
国立国際医療研究センター 

国際医療協力局 

田村 豊光 保健人材開発 2013 年 6 月 18 日～2013 年 7 月 22 日（予定）
0.43MM 

（残り 0.73MM） 

国立国際医療研究センター 

国際医療協力局 

田村 豊光 保健人材開発 
2013 年 8 月 15 日（予定）～ 

2013 年 10 月 1 日（予定） 
（予定 1.60MM） 

国立国際医療研究センター 

国際医療協力局 

 
長期専門家 3 名（チーフアドバイザー30.83MM、業務調整/保健人材開発 15.57MM、業務調整 14.53MM） 
短期専門家 5 名（保健人材開発 1.57MM、保健人材情報 1.03MM、保健人材開発（助産）1.87MM、保健人材養成 0.43MM、保健人材開発/人材管理計

画および保健人材開発 3.7 0MM） 
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４．投入実績（日本人専門家実績、研修員受入実績、C/P 配置実績）



3 
 

（２） 研修員受け入れ実績一覧（和文・英文） 
研修員氏名 役職 協力分野名 受入期間 研修内容及び受入機関 

KWATSHI 

MOMBALA 

保健省人材局課員 保健人材管理 2010 年 11 月 30 日～

2010 年 12 月 18 日 

集団研修 (J1104090) 仏語圏西アフリカ地域「保健人材管理」 

"Gestion des ressources Humaines en Sante Dans l'Ouest 

African Francophone" 
国立国際医療研究センター 

LUFWA 

LUPAMBA 

保健省人材局課員 同上 同上 同上 

KABUTAKAFUA 

GUSTAVE 

Kasaï Occidental 州医務局

人材課長 

同上 同上 同上 

BODY ILONGA Directeur de la Direction 

de Formations Continue 

(D11) 

保健人材管理 2011 年 11 月 29 日～

2011 年 12 月 17 日 

集団研修 (J1104095) 仏語圏西アフリカ地域「保健人材管理」 

国立国際医療研究センター 

MATOKO YALA Chefs de division des 

Réssources Humaines 

(D1) 

同上 同上 同上 

DESIRE 

BAPITANI 

Chefs de division de 

Gestion des programmes 

de formation de base (D6) 

同上 同上 同上 

VINCENT AMBA エクアトール州医務局人材

課長 

同上 同上 同上 

PIERRE LOKADI Secrétaire Général 戦略的マネージ

メント 

2011 年 12 月 11 日～

2011 年 12 月 20 日 

 

コンゴ民主共和国保健省次官顧問カウンターパート研修

(J11-22526) 
国立国際医療研究センター 

4 
 

研修員氏名 役職 協力分野名 受入期間 研修内容及び受入機関 

POLYDORE 

MASENGO 

大臣官房副官房長 同上 同上 同上 

MUSITI NGOLO 次官官房コンセイエ 同上 同上 同上 

KOMBA DJEKO 

 

Directeur de la Direction 

de l’Enseignement des 

Sciences de Santé (D6) 

保健人材管理 2012 年 12 月 10 日

～12 月 22 日 

集団研修 (J12-04188) 仏語圏中西アフリカ地域「保健人材管

理」フェーズ 2 

国立国際医療研究センター 

MIZELE 

MAMENGI Gildas

Chef de bureau Unique à 

la formation Continue 

(D11) 

 

同上 同上 同上 

 

LAMIKA 

NGONDE 

Emmanuel, 

Chef de bureau provincial 

de l’enseignement en 

sciences de Santé de base 

de la province de 

Bandundu 

同上 同上 同上 

Theodore ASSANI

 

Assistant technique du 

secrétaire général, Secr 

étariat General a la Sante

戦略的マネージ

メント 

2012 年 12 月 17 日～

12 月 22 日 

国別研修「保健アドバイザーCP 研修（保健省局長本邦研修）」 

国立国際医療研究センター 

Marie-Louise 

MBOMBO 

 

Directeur chef des 

services, Direction de la 

sante publique 

 

 

同上 同上 同上 
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研修員氏名 役職 協力分野名 受入期間 研修内容及び受入機関 

Hyppolite 

KALAMBAY 

Directeur Département 

d’étude et 

planification, Direction de 

la sante publique 

同上 同上 同上 
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（３） C/P 配置実績一覧（和文・英文） 
 （氏名、協力期間中の役職、専門分野、研修期間、技術移転を行った専門家名等） 
C/P2の氏名 C/P の役職（専門分野） 技術移転を行った専門家氏名とその期間 備考等 

PIERRE LOKADI 

(Directeur du Projet) 
（6 月 3 日より停職中） 

Secrétaire Général  プロジェクトディレクター 

NGUMBU MABANZA 

(Gestionnaire du Projet, 

Président du comité) 

Directeur de la Direction des Services 

Généraux et Ressources Humaines (D1) 

藤田則子 2011 年 7 月 18 日～2011 年 8 月 15 日 

堀越洋一 2011 年 9 月 18 日～2011 年 10 月 18 日

藤田則子 2012 年 3 月 17 日～2012 年 4 月 3 日 

田村豊光 2012 年 7 月 7 日～7 月 23 日 

田村豊光 2013 年 4 月 17 日～2013 年 5 月 7 日 

プロジェクトマネージャー 

KOMBA DJEKO Directeur de la Direction de l’Enseignement 

des Sciences de Santé (D6) 

藤田則子 2011 年 7 月 18 日～2011 年 8 月 15 日 

橋本麻由美 2012 年 1 月 17 日～2012 年 3 月 12 日

田村豊光 2013 年 1 月 16 日～2013 年 3 月 16 日 

大西真由美 2013 年 1 月 25 日～2013 年 2 月 6 日

田村豊光 2013 年 4 月 17 日～2013 年 5 月 7 日 

 

BODY ILONGA Directeur de la Direction de Formations 

Continue (D11) 

藤田則子 2011 年 7 月 18 日～2011 年 8 月 15 日 

橋本麻由美 2012 年 1 月 17 日～2012 年 3 月 12 日

藤田則子 2012 年 3 月 17 日～2012 年 4 月 3 日 

 

EPUMBA EPONDO Intérim de Directeur de la Direction des 

Etudes et Planification (D7) 

  

MATOKO YALA Chefs de division des Réssources Humaines 

(D1) 

堀越洋一 2011 年 9 月 18 日～2011 年 10 月 18 日

藤田則子 2012 年 3 月 17 日～2012 年 4 月 3 日 
 

                                                  
2 プロジェクト開始以降、保健省次官、保健人材関連局（第 1 局、第 6 局、第 11 局）の局長および課長に変更はない。 
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C/P2の氏名 C/P の役職（専門分野） 技術移転を行った専門家氏名とその期間 備考等 

田村豊光 2012 年 7 月 7 日～7 月 23 日 

AKAWAKOW 

TULENGI 

Chefs de division des Finances et Budgets 

(D1) 

藤田則子 2012 年 3 月 17 日～2012 年 4 月 3 日  

MBAYO ILUNGA 

KATO 

Chefs de division de Patrimoine (D1)   

MULEY MUFUNANDI Chefs de division de Gestion des RHS, 

Financieres et matérielles des 

établissements des Sciences de santé et de 

6ème Direction (D6) 

橋本麻由美 2012 年 1 月 17 日～2012 年 3 月 12 日

藤田則子 2012 年 3 月 17 日～2012 年 4 月 3 日 
 

DESIRE BAPITANI Chefs de division de Gestion des 

programmes de formation de base (D6) 

橋本麻由美 2012 年 1 月 17 日～2012 年 3 月 12 日

田村豊光 2013 年 1 月 16 日～2013 年 3 月 16 日 

大西真由美 2013 年 1 月 25 日～2013 年 2 月 6 日

田村豊光 2013 年 4 月 17 日～2013 年 5 月 7 日 

 

KIYOKO BELO Chefs de division d'Inspéctions 

pédagogiques (D6) 

橋本麻由美 2012 年 1 月 17 日～2012 年 3 月 12 日  

MOUCKA MULUMBA Chefs de division de Gestion des matériels 

de formation continue (D11) 

田村豊光 2013 年 1 月 17 日～3 月 14 日 

大西真由美 2013 年 1 月 25 日～2013 年 2 月 6 日

 

KABEYA DUDA Chefs de division des Gestion du 

programme de foramation continue  (D11)

  

MIZELE MAMENGI 

Gildas 

Chef de bureau Unique à la formation 

Continue (D11) 
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添付４　第三国派遣実績

Année
fiscale
japonaise

Titre de mission
Numéro de
résultat au
PDM

Destinations Période d'activités
au terrain Participants Structures

2010 Second Global Forum on Human
Resouces for Health Résultat 1 Bangkok,

Thailand
Le 25 janvier - le 29
janvier 2011

Dr. Takayuki SHIMIZU
Mme. Kayo KANEKO
Mr. NGUMBU EPIPHANE

PADRHS
PADRHS
D1

2011 Mission tripartite RDC-JAPON-
SENEGAL Résultat 1 Dakar, Séné

gal
Le 4 juillet - le 8
juillet 2011

SG. Pierre LOKADI
Mr. Leandre MBOLIO
Mr. NGUMBU EPIPHANE
Dr. Bodi ILONGA
Mr. Augustin KIYOKO BELO
Mr. Guy Blaise
Dr. Takayuki SHIMIZU
Mme. Kayo KANEKO

SG
D1
D6
D11
PADRHS

2011
Regional consultattion on scaling up
capacity of health workforce for
improved health service in Africa

Résultat 1 Pretoria,
Afrique sud

Le 11 octobre - le
14 octobre 2011

Dr. Takayuki SHIMIZU
Mr. NGUMBU EPIPHANE

PADRHS
D1

2011 Health workforce Information
Reference Group (HIRG) 3rd Meeting Résultat 1 Nairobi, Kenya Le 5 décembre - le

6 décembre 2011
Dr. Takayuki SHIMIZU
Mr. NGUMBU EPIPHANE

PADRHS
D1

2011 Séminaire de partage sur la vision
TOKYO 2010 Résultat 1 Dakar, Séné

gal
Le 23 janvier - le 27
janvier 2012

Dr. Takayuki SHIMIZU
Mr. NGUMBU EPIPHANE
Dr. Bodi ILONGA
Mr. Adélin Muley

PADRHS
D1
D11
D6

2012 La rencontre du réseau de la vision
TOKYO 2011 Résultat 1 Cotonou, Bé

nin
Le 18 avril - le 20
avril 2012

Mr. NGUMBU EPIPHANE
Dr. Bodi ILONGA
Mr. Adélin Muley

D1
D11
D6

2012 Conférence Intérnational de sage-
femme Résultat 1 Ouganda, le14 mai - le16 mai

2012

Mr.NGUMBU MABANZA  Dir.
KOMBA  DJEKO
Mr.Crispin NDUAYA
NDUAYA
Mr.MOMFO MULOP

D1
D6

2012 Congrès mondial desinfirmières et
infirmiers francophones de SIDIIEF Résultat 1 Suisse,  Genè

ve
Le20 mai - le25mai
2012 Dir. KOMBA  DJEKO D6

2012 La rencontre du réseau de la vision
TOKYO 2011 Résultat 1 Ouagadougou/

Burkina Faso Le11- 13 Sep 2012 Mr. NGUMBU EPIPHANE D1

2013

Mission d'echanges d'experiences sur
la formation des professionnels de sant
é dans le cadre de la cooperation
tripartite RDC-SENEGAL-JAPON

Résultat 1 SENEGAL/
Dakar Le 22 - 25 Avr

Dr. Takayuki SHIMIZU
Mr. Guy Blaise MUKUNU
Mr. NGUMBU EPIPHANE
Mr. KOMBA DJEKO
Mr. BAPITANI BASANA
Mr. KIBAMBE NGOMBE
Mr.TINGU YABA
NZOLAMESO
Mr. KABUYA WA KABUYA
Dominique
Mme MAHINDO ELOMBOTE
Scolastique

PADRHS
PADRHS
D1
D6
D6
D11
MESU

2013
Atelier de formation des formateurs de
10 jours sur le renforcement des
systèmes de santé (RSS)

Résultat 1 SENEGAL/
Dakar Le 28 avril - 12 mai Dir Body ILONGA D11

2013 Réunion du Bureau du ≪Réseau
Vision Tokyo2010≫ Résultat 1 TOGO/ Lomé Le 03 - 07 Juin M. MULEY MFUNANDI

M. NSEKA MALUNDA D6

1
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DOTATION EN MATERIELS ET EQUIPEMENTS POUR LES DIRECTIONS CENTRALES EN CHARGE
DES RESSOURCES HUMAINES EN SANTE ANNEE FISCALE JAPONAISE 2010

N° Marque Désignation Categorie D d'approv. Utilisateurs Prix Type de budget LIEU D'AFFECTATION Usage Observ Livraison
1/Mars 2011 Canon Photocopieuse Multifonctions Mar-11 Agents MSP 4018 Equipement Secrétariat du SG Dév.RHS Bon Etat Mar-11
2/Mars 2011 Canon Photocopieuse Multifonctions Mar-11 Agents MSP 4018 Equipement Bureau du Directeur D6 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
3/Mars 2011 Canon Photocopieuse Multifonctions Mar-11 Agents MSP 4018 Equipement Secrétariat de D11 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
4/Mars 2011 Dell Ordinateur Laptop Mar-11 Agents MSP 875 Equipement CB Séc D1 (Coordon) Dév.RHS Ecran volé Mar-11
5/Mars 2011 Dell Ordinateur Laptop Mar-11 Agents MSP 875 Equipement Bureau du Directeur D6 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
6/Mars 2011 Dell Ordinateur Laptop Mar-11 Agents MSP 875 Equipement Bureau Statistique D6 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
7/Mars 2011 Dell Ordinateur Laptop Mar-11 Agents MSP 875 Equipement Bureau de CD Planification D6 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
8/Mars 2011 Dell Ordinateur Laptop Mar-11 Agents MSP 875 Equipement Bureau deDirecteur D11 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
9/Mars 2011 Dell Ordinateur Desk top Mar-11 Agents MSP 850 Equipement Cellule de Centralisation SG Dév.RHS Bon Etat Mar-11
10/Mars 2011 Dell Ordinateur Desk top Mar-11 Agents MSP 850 Equipement Cellule de Centralisation SG Dév.RHS Bon Etat Mar-11
11/Mars 2011 Dell Ordinateur Desk top Mar-11 Agents MSP 850 Equipement Corps des Inspecteurs SG Dév.RHS Bon Etat Mar-11
12/Mars 2011 Dell Ordinateur Desk top Mar-11 Agents MSP 850 Equipement CD patrimoine D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
13/Mars 2011 Dell Ordinateur Desk top Mar-11 Agents MSP 850 Equipement CD Finances D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
14/Mars 2011 Dell Ordinateur Desk top Mar-11 Agents MSP 850 Equipement CD Sociale D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
15/Mars 2011 Dell Ordinateur Desk top Mar-11 Agents MSP 850 Equipement CD Ressources Humaines D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
16/Mars 2011 Dell Ordinateur Desk top Mar-11 Agents MSP 850 Equipement Comission interproféssionnelle Dév.RHS Ecran volé Mar-11
17/Mars 2011 Dell Ordinateur Desk top Mar-11 Agents MSP 850 Equipement Secrétariat de Direction D6 Dév.RHS Mar-11
18/Mars 2011 Dell Ordinateur Desk top Mar-11 Agents MSP 850 Equipement Bureau autres Agents D6 Dév.RHS Mar-11
19/Mars 2011 Dell Ordinateur Desk top Mar-11 Agents MSP 850 Equipement Secrétariat de Direction D11 Dév.RHS Mar-11
20/Mars 2011 Dell Ordinateur Desk top Mar-11 Agents MSP 878 Equipement Bureau de Directeur D11 Dév.RHS Mar-11
21/Mars 2011 HP Imprimante LaserP1102W Mar-11 Agents MSP 185 Equipement Secrétariat du SG Dév.RHS Mar-11
22/Mars 2011 HP Imprimante LaserP1102W Mar-11 Agents MSP 225 Equipement Corps des Inspecteurs SG Dév.RHS Mar-11
23/Mars 2011 HP Imprimante LaserP1102W Mar-11 Agents MSP 225 Equipement Bureau CD Sociale D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
24/Mars 2011 HP Imprimante LaserP1102W Mar-11 Agents MSP 225 Equipement CD patrimoine D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
25/Mars 2011 HP Imprimante LaserP1102W Mar-11 Agents MSP 225 Equipement CD Finances D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
26/Mars 2011 HP Imprimante LaserP1102W Mar-11 Agents MSP 225 Equipement Bureau de Directeur D6 Dév.RHS Mar-11
27/Mars 2011 HP Imprimante LaserP1102W Mar-11 Agents MSP 225 Equipement Bureau de Directeur 11 Dév.RHS Mar-11
28/Mars 2011 Spécial Stabilisateurs DWR-1500VA Mar-11 Agents MSP 45 Equipement Cellule de Centralisation SG Dév.RHS Mar-11
29/Mars 2011 Spécial Stabilisateurs DWR-1500VA Mar-11 Agents MSP 45 Equipement Cellule de Centralisation SG Dév.RHS Mar-11
30/Mars 2011 Spécial Stabilisateurs DWR-1500VA Mar-11 Agents MSP 45 Equipement Corps des Inspecteurs SG Dév.RHS Mar-11
31/Mars 2011 Spécial Stabilisateurs DWR-1500VA Mar-11 Agents MSP 45 Equipement CD patrimoine D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
33/Mars 2011 Spécial Stabilisateurs DWR-1500VA Mar-11 Agents MSP 45 Equipement CD Finances D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
34/Mars 2011 Spécial Stabilisateurs DWR-1500VA Mar-11 Agents MSP 45 Equipement CD Sociale D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
35/Mars 2011 Spécial Stabilisateurs DWR-1500VA Mar-11 Agents MSP 45 Equipement CD Ressources Humaines D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
36/Mars 2011 Spécial Stabilisateurs DWR-1500VA Mar-11 Agents MSP 45 Equipement Comission interproféssionnelle Dév.RHS Non vue Mar-11
37/Mars 2011 Spécial Stabilisateurs DWR-1500VA Mar-11 Agents MSP 45 Equipement Secrétariat de Direction D6 Dév.RHS Mar-11
38/Mars 2011 Spécial Stabilisateurs DWR-1500VA Mar-11 Agents MSP 45 Equipement Bureau autres Agents D6 Dév.RHS Mar-11
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39/Mars 2011 Spécial Stabilisateurs DWR-1500VA Mar-11 Agents MSP 45 Equipement Bureau de Directeur D11 Dév.RHS Mar-11
40/Mars 2011 Spécial Stabilisateurs DWR-1500VA Mar-11 Agents MSP 45 Equipement Secrétariat de Direction D11 Dév.RHS Mar-11
41/Mars 2011 APC Onduleurs BACK-UPS650 Mar-11 Agents MSP 135 Equipement Cellule de Centralisation SG Dév.RHS Mar-11
42/Mars 2011 APC Onduleurs BACK-UPS651 Mar-11 Agents MSP 135 Equipement Cellule de Centralisation SG Dév.RHS Mar-11
43/Mars 2011 APC Onduleurs BACK-UPS652 Mar-11 Agents MSP 135 Equipement Corps des Inspecteurs SG Dév.RHS Mar-11
44/Mars 2011 APC Onduleurs BACK-UPS653 Mar-11 Agents MSP 135 Equipement CD patrimoine D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
45/Mars 2011 APC Onduleurs BACK-UPS654 Mar-11 Agents MSP 135 Equipement CD Finances D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
46/Mars 2011 APC Onduleurs BACK-UPS655 Mar-11 Agents MSP 135 Equipement CD Sociale D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
47/Mars 2011 APC Onduleurs BACK-UPS656 Mar-11 Agents MSP 135 Equipement CD Ressources Humaines D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
48/Mars 2011 APC Onduleurs BACK-UPS657 Mar-11 Agents MSP 135 Equipement Comission interproféssionnelle Dév.RHS Non vue Mar-11
49/Mars 2011 APC Onduleurs BACK-UPS658 Mar-11 Agents MSP 135 Equipement Secrétariat de Direction D6 Dév.RHS Mar-11
50/Mars 2011 APC Onduleurs BACK-UPS659 Mar-11 Agents MSP 135 Equipement Bureau autres Agents D6 Dév.RHS Mar-11
51/Mars 2011 APC Onduleurs BACK-UPS660 Mar-11 Agents MSP 135 Equipement Bureau de Directeur D11 Dév.RHS Mar-11
52/Mars 2011 APC Onduleurs BACK-UPS661 Mar-11 Agents MSP 135 Equipement Secrétariat de Direction D11 Dév.RHS Mar-11
53/Mars 2011 View SoniLCD PJD 5123 Mar-11 Agents MSP 695 Equipement Secrétariat de Direction D11 Dév.RHS Mar-11
54/Mars 2011 Non Marq Chevalet Mar-11 Agents MSP 64 Equipement Secrétariat de Direction D11 Dév.RHS Mar-11
55/Mars 2011 Non Marq Appareil reliure Mar-11 Agents MSP 279 Equipement Secrétariat de Direction D11 Dév.RHS Mar-11
56/Mars 2011 Sony Appareil photo

numériques
CYBER SHOT Mar-11 Agents MSP 250 Equipement Cellule de Centralisation SG Dév.RHS Mar-11

57/Mars 2011 Sony Appareil photo CYBER SHOT Mar-11 Agents MSP 250 Equipement Bureau de CDU SG Dév.RHS Mar-11
58/Mars 2011 Sony Appareil photo

numériques
CYBER SHOT Mar-11 Agents MSP 250 Equipement Bureau D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11

59/Mars 2011 Sony Appareil photo
numériques

CYBER SHOT Mar-11 Agents MSP 250 Equipement Coordon D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
60/Mars 2011 Sony Appareil photo CYBER SHOT Mar-11 Agents MSP 250 Equipement Bureau D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
61/Mars 2011 Sony Appareil photo

numériques
CYBER SHOT Mar-11 Agents MSP 250 Equipement Bureau de Directeur D6 Dév.RHS Mar-11

62/Mars 2011 Sony Appareil photo CYBER SHOT Mar-11 Agents MSP 250 Equipement CD Administrative D6 Dév.RHS Mar-11
63/Mars 2011 Sony Appareil photo

numériques
CYBER SHOT Mar-11 Agents MSP 250 Equipement CD Programmes D6 Dév.RHS Mar-11

64/Mars 2011 Sony Appareil photo
numériques

CYBER SHOT Mar-11 Agents MSP 250 Equipement Bureau de Directeur D11 Dév.RHS Mar-11
65/Mars 2011 Sony Appareil photo

numériques
CYBER SHOT Mar-11 Agents MSP 250 Equipement Bureau de Directeur D11 Dév.RHS Mar-11

66/Mars 2011 Sony Appareil photo CYBER SHOT Mar-11 Agents MSP 250 Equipement Bureau de Directeur D11 Dév.RHS Mar-11
67/Mars 2011 Scanner Mar-11 Agents MSP 125 Equipement Secrétariat de Direction D11 Dév.RHS Mar-11
68/Mars 2011 Sign Rallonges MTS 153 Mar-11 Agents MSP 15 Equipement Cellule de Centralisation SG Dév.RHS Mar-11
69/Mars 2011 Sign Rallonges MTS 153 Mar-11 Agents MSP 15 Equipement Cellule de Centralisation SG Dév.RHS Mar-11
70/Mars 2011 Sign Rallonges MTS 153 Mar-11 Agents MSP 15 Equipement Corps des Inspecteurs SG Dév.RHS Mar-11
71/Mars 2011 Sign Rallonges MTS 153 Mar-11 Agents MSP 15 Equipement Secrétariat du SG Dév.RHS Mar-11
72/Mars 2011 Sign Rallonges MTS 153 Mar-11 Agents MSP 15 Equipement CD patrimoine D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
73/Mars 2011 Sign Rallonges MTS 153 Mar-11 Agents MSP 15 Equipement CD Finances D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
74/Mars 2011 Sign Rallonges MTS 153 Mar-11 Agents MSP 15 Equipement CD Sociale D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
75/Mars 2011 Sign Rallonges MTS 153 Mar-11 Agents MSP 15 Equipement CD Ressources Humaines D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
76/Mars 2011 Sign Rallonges MTS 153 Mar-11 Agents MSP 15 Equipement Comission interproféssionnelle Dév.RHS Bon Etat Mar-11
77/Mars 2011 Sign Rallonges MTS 153 Mar-11 Agents MSP 15 Equipement Bureau de Directeur D6 Dév.RHS Mar-11
78/Mars 2011 Sign Rallonges MTS 153 Mar-11 Agents MSP 15 Equipement Secrétariat de Direction D6 Dév.RHS Mar-11
79/Mars 2011 Sign Rallonges MTS 153 Mar-11 Agents MSP 15 Equipement Bureau autres Agents D6 Dév.RHS Mar-11
80/Mars 2011 Sign Rallonges MTS 153 Mar-11 Agents MSP 15 Equipement Bureau de Directeur D11 Dév.RHS Mar-11
81/Mars 2011 Sign Rallonges MTS 153 Mar-11 Agents MSP 15 Equipement Secrétariat de Direction D11 Dév.RHS Mar-11
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32/Mars 2011 UAC Table bureau
1 60x0 75

Avec tiroirs Mar-11 Agents MSP 460 Equipement Bureau de CDU SG Dév.RHS Mar-11
82/Mars 2011 UAC Table bureau Avec tiroirs Mar-11 Agents MSP 460 Equipement Cellule de Centralisation SG Dév.RHS Mar-11
83/Mars 2011 UAC Table bureau

1 60x0 77
Avec tiroirs Mar-11 Agents MSP 460 Equipement Cellule de Centralisation SG Dév.RHS Mar-11

84/Mars 2011 UAC Table bureau
1 60x0 78

Avec tiroirs Mar-11 Agents MSP 460 Equipement Secrétariat du SG Dév.RHS Mar-11
85/Mars 2011 UAC Table bureau Avec tiroirs Mar-11 Agents MSP 460 Equipement CD patrimoine D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
86/Mars 2011 UAC Table bureau Avec tiroirs Mar-11 Agents MSP 460 Equipement Bureau CD Dév.RHS Mar-11
87/Mars 2011 UAC Table bureau Avec tiroirs Mar-11 Agents MSP 460 Equipement Bureau CD Dév.RHS Mar-11
88/Mars 2011 UAC Table bureau Avec tiroirs Mar-11 Agents MSP 460 Equipement Bureau CD Dév.RHS Mar-11
89/Mars 2011 UAC Table bureau Avec tiroirs Mar-11 Agents MSP 460 Equipement Entreinement Diplomes D6 Dév.RHS Mar-11
90/Mars 2011 UAC Table bureau Avec tiroirs Mar-11 Agents MSP 460 Equipement Bureau de Directeur D11 Dév.RHS Mar-11
91/Mars 2011 UAC Table bureau Avec tiroirs Mar-11 Agents MSP 460 Equipement CD1 D11 Dév.RHS Mar-11
92/Mars 2011 UAC Table bureau

1 60x0 86
Avec tiroirs Mar-11 Agents MSP 460 Equipement CD2  D11 Dév.RHS Mar-11

93/Mars 2011 UAC Table bureau Avec tiroirs Mar-11 Agents MSP 460 Equipement Secrétariat de direction D11 Dév.RHS Mar-11
94/Mars 2011 UAC Chaises Bureau Mar-11 Agents MSP 280 Equipement PADRHS D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
96/Mars 2011 UAC Table bureau sans tiroir Mar-11 Agents MSP 260 Equipement Bureau CB D6 Dév.RHS Mar-11
97/Mars 2011 UAC Tables bureaux sans tiroir Mar-11 Agents MSP 260 Equipement Bureau CB D6 Dév.RHS Mar-11
98/Mars 2011 UAC Table bureau sans tiroir Mar-11 Agents MSP 260 Equipement Bureau CB D6 Dév.RHS Mar-11
99/Mars 2011 UAC Chaises Bureau Mar-11 Agents MSP 280 Equipement Cellule de Centralisation SG Dév.RHS Mar-11
100/Mars 2011 UAC Chaises Bureau Mar-11 Agents MSP 280 Equipement Cellule de Centralisation SG Dév.RHS Mar-11
101/Mars 2011 UAC Chaises Bureau Mar-11 Agents MSP 280 Equipement Cellule de Centralisation SG Dév.RHS Mar-11
102/Mars 2011 UAC Chaises Bureau Mar-11 Agents MSP 280 Equipement Cellule de Centralisation SG Dév.RHS Mar-11
103/Mars 2011 UAC Chaises Bureau Mar-11 Agents MSP 280 Equipement Secrétariat du SG Dév.RHS Mar-11
104/Mars 2011 UAC Chaises Bureau Mar-11 Agents MSP 280 Equipement CB Planification D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
105/Mars 2011 UAC Chaises Bureau Mar-11 Agents MSP 280 Equipement CB RémunérationD1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
106/Mars 2011 UAC Chaises Bureau Mar-11 Agents MSP 280 Equipement CB Bourses D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
107/Mars 2011 UAC Chaises Bureau Mar-11 Agents MSP 280 Equipement Bureau de Directeur D6 Dév.RHS Mar-11
108/Mars 2011 UAC Chaises Bureau Mar-11 Agents MSP 280 Equipement Bureau CB D6 Dév.RHS Mar-11
109/Mars 2011 UAC Chaises Bureau Mar-11 Agents MSP 280 Equipement Bureau CB D6 Dév.RHS Mar-11
110/Mars 2011 UAC Chaises Bureau Mar-11 Agents MSP 280 Equipement Bureau autres Agents D6 Dév.RHS Mar-11
111/Mars 2011 UAC Chaises Bureau Mar-11 Agents MSP 280 Equipement Bureau autres Agents D6 Dév.RHS Mar-11
112/Mars 2011 UAC Chaises Bureau Mar-11 Agents MSP 280 Equipement Bureau autres Agents D6 Dév.RHS Mar-11
113/Mars 2011 UAC Chaises Bureau Mar-11 Agents MSP 280 Equipement CD1 D11 Dév.RHS Mar-11
114/Mars 2011 UAC Chaises Bureau Mar-11 Agents MSP 280 Equipement CD2  D11 Dév.RHS Mar-11
115/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement Cellule de Centralisation SG Dév.RHS Mar-11
116/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement Cellule de Centralisation SG Dév.RHS Mar-11
117/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement Cellule de Centralisation SG Dév.RHS Mar-11

118/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement Cellule de Centralisation SG Dév.RHS Mar-11
119/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement CD patrimoine D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
120/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement CD patrimoine D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
121/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement CD Sociale D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
122/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement CD Sociale D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
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123/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement CB Sociale D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
124/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement PADRHS D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
125/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement ? Dév.RHS Mar-11
126/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement ? Dév.RHS Mar-11
127/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement ? Dév.RHS Mar-11
128/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement Bureau de Directeur D11 Dév.RHS Mar-11

129/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement Bureau de Directeur D11 Dév.RHS Mar-11
130/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement Secrétariat de Direction D11 Dév.RHS Mar-11
131/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement Secrétariat de Direction D11 Dév.RHS Mar-11
132/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement Secrétariat de Direction D11 Dév.RHS Mar-11
133/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement Secrétariat de Direction D11 Dév.RHS Mar-11
134/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement Secrétariat de Direction D11 Dév.RHS Mar-11
135/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement Secrétariat de Direction D11 Dév.RHS Mar-11
136/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement Secrétariat de Direction D11 Dév.RHS Mar-11
137/Mars 2011 UAC Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 125 Equipement Secrétariat de Direction D11 Dév.RHS Mar-11
138/Mars 2011 Platica Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 30 Equipement Protocole SG Dév.RHS Mar-11
139/Mars 2011 Platica Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 30 Equipement Protocole SG Dév.RHS Mar-11
140/Mars 2011 Platica Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 30 Equipement Protocole SG Dév.RHS Mar-11
141/Mars 2011 Platica Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 30 Equipement Protocole SG Dév.RHS Mar-11
142/Mars 2011 Platica Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 30 Equipement Protocole SG Dév.RHS Mar-11
143/Mars 2011 Platica Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 30 Equipement Protocole SG Dév.RHS Mar-11
144/Mars 2011 Platica Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 30 Equipement Protocole SG Dév.RHS Mar-11
145/Mars 2011 Platica Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 30 Equipement Protocole SG Dév.RHS Mar-11
146/Mars 2011 Platica Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 30 Equipement Protocole SG Dév.RHS Mar-11
147/Mars 2011 Platica Chaises Visiteurs Mar-11 Agents MSP 30 Equipement Protocole SG Dév.RHS Mar-11
148/Mars 2011 UAC Tables réunion En bois Mar-11 Agents MSP 300 Equipement Burerau de SG Dév.RHS Mar-11
149/Mars 2011 UAC Tables réunion En bois Mar-11 Agents MSP 300 Equipement Secrétariat Technique SG Dév.RHS Mar-11
150/Mars 2011 UAC Etagères bureaux Métallique Mar-11 Agents MSP 400 Equipement Bureau de CDU SG Dév.RHS Mar-11
151/Mars 2011 UAC Etagères bureaux Métallique Mar-11 Agents MSP 400 Equipement Secrétariat du SG Dév.RHS Mar-11
152/Mars 2011 UAC Etagères bureaux Métallique Mar-11 Agents MSP 400 Equipement CD patrimoine D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
153/Mars 2011 UAC Etagères bureaux Métallique Mar-11 Agents MSP 400 Equipement Bureau CD D6 Dév.RHS Mar-11
154/Mars 2011 UAC Etagères bureaux Métallique Mar-11 Agents MSP 400 Equipement Bureau CB D6 Dév.RHS Mar-11
155/Mars 2011 UAC Etagères bureaux Métallique Mar-11 Agents MSP 400 Equipement Secrétariat de Direction D6 Dév.RHS Mar-11
156/Mars 2011 UAC Etagères bureaux Métallique Mar-11 Agents MSP 400 Equipement Bureau autres Agents D6 Dév.RHS Mar-11
157/Mars 2011 UAC Etagères bureaux Métallique Mar-11 Agents MSP 400 Equipement Bureau de Directeur D11 Dév.RHS Mar-11
158/Mars 2011 UAC Armoires mé

tallique
Sécurisée Mar-11 Agents MSP 350 Equipement Bureau D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11

159/Mars 2011 UAC
Armoires sécuris
ées

Sécurisée Mar-11 Agents MSP 350 Equipement CB Planification D1 Dév.RHS Mouvais EtaMar-11

160/Mars 2011 UAC
Armoires sécuris
ées

Sécurisée Mar-11 Agents MSP 350 Equipement CB Géstion mob et Immob D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11
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161/Mars 2011 UAC
Armoires sécuris
ées

Sécurisée Mar-11 Agents MSP 350 Equipement CB Contentieux D1 Dév.RHS Bon Etat Mar-11

162/Mars 2011 UAC
Armoires sécuris
ées

Sécurisée Mar-11 Agents MSP 350 Equipement CB Rémunération D1 Dév.RHS Mouvais EtaMar-11

73 /Jan, Fév 2011ＴＯＹＯＴＡ Véhicule ４ＷＤ Jan, Fév 2011 Equipe Projet 70800 Equipement Bureau de Projet à JICA Bureau de Bon Etat Mar-11

125520 ＵＳＤ2010年度機材供与額合計
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DOTATION EN MATERIELS ET EQUIPEMENTS POUR LES DIRECTIONS CENTRALES EN CHARGE
DES RESSOURCES HUMAINES EN SANTE ANNEE FISCALE JAPONAISE 2010

N° Marque Désignation Categorie D d'approv. Utilisateurs Prix Type de budget LIEU D'AFFECUsage Observ Livraison PROVINCE
A-001 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B1KIN Base de donnees Avril 2012 KIN
A-002 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B1BC Base de donnees Avril 2012 BC
A-003 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B1BD Base de donnees Avril 2012 BD
A-004 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B1EQ Base de donnees Avril 2012 EQ
A-005 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B1K-OCC Base de donnees Avril 2012 K-OCC
A-006 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B1K-OR Base de donnees Avril 2012 K-OR
A-007 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B1KAT Base de donnees Avril 2012 KAT
A-008 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B1MAN Base de donnees Avril 2012 MAN
A-009 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B1N-KIV Base de donnees Avril 2012 N-KIV
A-010 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B1S-KIV Base de donnees Avril 2012 S-KIV
A-011 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B1P-OR Base de donnees Avril 2012 P-OR
A-012 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B6KIN Base de donnees Avril 2012 KIN
A-013 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B6BC Base de donnees Avril 2012 BC
A-014 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B6BD Base de donnees Avril 2012 BD
A-015 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B6EQ Base de donnees Avril 2012 EQ
A-016 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B6K-OCC Base de donnees Avril 2012 K-OCC
A-017 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B6K-OR Base de donnees Avril 2012 K-OR
A-018 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B6KAT Base de donnees Avril 2012 KAT
A-019 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B6MAN Base de donnees Avril 2012 MAN
A-020 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B6N-KIV Base de donnees Avril 2012 N-KIV
A-021 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B6S-KIV Base de donnees Avril 2012 S-KIV
A-022 HP2000 Ordinateur et USB laptop Le15mars2012 Agents MSP 1070 Equipement B6P-OR Base de donnees Avril 2012 P-OR
A-023 HP630 Ordinateur laptop Le16mars2012 Agents MSP 800 Equipement B11KIN Base de donnees Avril 2012 KIN
A-024 HP630 Ordinateur laptop Le16mars2012 Agents MSP 800 Equipement B11BC Base de donnees Avril 2012 BC
A-025 HP630 Ordinateur laptop Le16mars2012 Agents MSP 800 Equipement B11BD Base de donnees Avril 2012 BD
A-026 HP630 Ordinateur laptop Le16mars2012 Agents MSP 800 Equipement B11EQ Base de donnees Avril 2012 EQ
A-027 HP630 Ordinateur laptop Le16mars2012 Agents MSP 800 Equipement B11K-OCC Base de donnees Avril 2012 K-OCC
A-028 HP630 Ordinateur laptop Le16mars2012 Agents MSP 800 Equipement B11K-OR Base de donnees Avril 2012 K-OR
A-029 HP630 Ordinateur laptop Le16mars2012 Agents MSP 800 Equipement B11KAT Base de donnees Avril 2012 KAT
A-030 HP630 Ordinateur laptop Le16mars2012 Agents MSP 800 Equipement B11MAN Base de donnees Avril 2012 MAN
A-031 HP630 Ordinateur laptop Le16mars2012 Agents MSP 800 Equipement B11N-KIV Base de donnees Avril 2012 N-KIV
A-032 HP630 Ordinateur laptop Le16mars2012 Agents MSP 800 Equipement B11S-KIV Base de donnees Avril 2012 S-KIV
A-033 HP630 Ordinateur laptop Le16mars2012 Agents MSP 800 Equipement B11P-OR Base de donnees Avril 2012 P-OR
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A-034 HP2000 Ordinateur laptop Le15mars2012 Agents MSP 1040 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
A-035 HP2000 Ordinateur laptop Le15mars2012 Agents MSP 1040 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
A-036 HP2000 Ordinateur laptop Le15mars2012 Agents MSP 1040 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
A-037 HP2000 Ordinateur laptop Le15mars2012 Agents MSP 1040 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
B-001 HP 1536 Imprimante et cartouchmultifonction Le 15mars 2012 Agents MSP 865 Equipement B1KIN Base de donnees Avril 2012 KIN
B-002 HP 1536 Imprimante et cartouchmultifonction Le 15mars 2012 Agents MSP 1337 Equipement B1BC Base de donnees Avril 2012 BC
B-003 HP 1536 Imprimante et cartouchmultifonction Le 15mars 2012 Agents MSP 1337 Equipement B1BD Base de donnees Avril 2012 BD
B-004 HP 1536 Imprimante et cartouchmultifonction Le 15mars 2012 Agents MSP 1337 Equipement B1EQ Base de donnees Avril 2012 EQ
B-005 HP 1536 Imprimante et cartouchmultifonction Le 15mars 2012 Agents MSP 1337 Equipement B1K-OCC Base de donnees Avril 2012 K-OCC
B-006 HP 1536 Imprimante et cartouchmultifonction Le 15mars 2012 Agents MSP 1337 Equipement B1K-OR Base de donnees Avril 2012 K-OR
B-007 HP 1536 Imprimante et cartouchmultifonction Le 15mars 2012 Agents MSP 1337 Equipement B1KAT Base de donnees Avril 2012 KAT
B-008 HP 1536 Imprimante et cartouchmultifonction Le 15mars 2012 Agents MSP 1337 Equipement B1MAN Base de donnees Avril 2012 MAN
B-009 HP 1536 Imprimante et cartouchmultifonction Le 15mars 2012 Agents MSP 1337 Equipement B1N-KIV Base de donnees Avril 2012 N-KIV
B-010 HP 1536 Imprimante et cartouchmultifonction Le 15mars 2012 Agents MSP 1337 Equipement B1S-KIV Base de donnees Avril 2012 S-KIV
B-011 HP 1536 Imprimante et cartouchmultifonction Le 15mars 2012 Agents MSP 1337 Equipement B1P-OR Base de donnees Avril 2012 P-OR
C-001 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B1KIN Base de donnees Avril 2012 KIN
C-002 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B1BC Base de donnees Avril 2012 BC
C-003 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B1BD Base de donnees Avril 2012 BD
C-004 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B1EQ Base de donnees Avril 2012 EQ
C-005 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B1K-OCC Base de donnees Avril 2012 K-OCC
C-006 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B1K-OR Base de donnees Avril 2012 K-OR
C-007 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B1KAT Base de donnees Avril 2012 KAT
C-008 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B1MAN Base de donnees Avril 2012 MAN
C-009 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B1N-KIV Base de donnees Avril 2012 N-KIV
C-010 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B1S-KIV Base de donnees Avril 2012 S-KIV
C-011 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B1P-OR Base de donnees Avril 2012 P-OR
C-012 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B6KIN Base de donnees Avril 2012 KIN
C-013 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B6BC Base de donnees Avril 2012 BC
C-014 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B6BD Base de donnees Avril 2012 BD
C-015 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B6EQ Base de donnees Avril 2012 EQ
C-016 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B6K-OCC Base de donnees Avril 2012 K-OCC
C-017 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B6K-OR Base de donnees Avril 2012 K-OR
C-018 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B6KAT Base de donnees Avril 2012 KAT
C-019 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B6MAN Base de donnees Avril 2012 MAN
C-020 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B6N-KIV Base de donnees Avril 2012 N-KIV
C-021 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B6S-KIV Base de donnees Avril 2012 S-KIV
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C-022 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement B6P-OR Base de donnees Avril 2012 P-OR
C-023 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
C-024 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
C-025 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
C-026 NAKAI Stabilisateuｒ Stabilisateuｒ Le 15mars 2012 Agents MSP 100 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
D-001 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B1KIN Base de donnees Avril 2012 KIN
D-002 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B1BC Base de donnees Avril 2012 BC
D-003 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B1BD Base de donnees Avril 2012 BD
D-004 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B1EQ Base de donnees Avril 2012 EQ
D-005 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B1K-OCC Base de donnees Avril 2012 K-OCC
D-006 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B1K-OR Base de donnees Avril 2012 K-OR
D-007 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B1KAT Base de donnees Avril 2012 KAT
D-008 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B1MAN Base de donnees Avril 2012 MAN
D-009 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B1N-KIV Base de donnees Avril 2012 N-KIV
D-010 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B1S-KIV Base de donnees Avril 2012 S-KIV
D-011 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B1P-OR Base de donnees Avril 2012 P-OR
D-012 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B6KIN Base de donnees Avril 2012 KIN
D-013 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B6BC Base de donnees Avril 2012 BC
D-014 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B6BD Base de donnees Avril 2012 BD
D-015 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B6EQ Base de donnees Avril 2012 EQ
D-016 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B6K-OCC Base de donnees Avril 2012 K-OCC
D-017 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B6K-OR Base de donnees Avril 2012 K-OR
D-018 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B6KAT Base de donnees Avril 2012 KAT
D-019 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B6MAN Base de donnees Avril 2012 MAN
D-020 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B6N-KIV Base de donnees Avril 2012 N-KIV
D-021 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B6S-KIV Base de donnees Avril 2012 S-KIV
D-022 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement B6P-OR Base de donnees Avril 2012 P-OR
D-023 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
D-024 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
D-025 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
D-026 UPS BEST O Onduleur Onduleur 1200Le 15mars 2012 Agents MSP 110 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
E-001 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B1KIN Base de donnees Avril 2012 KIN
E-002 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B1BC Base de donnees Avril 2012 BC
E-003 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B1BD Base de donnees Avril 2012 BD
E-004 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B1EQ Base de donnees Avril 2012 EQ
E-005 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B1K-OCC Base de donnees Avril 2012 K-OCC
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E-006 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B1K-OR Base de donnees Avril 2012 K-OR
E-007 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B1KAT Base de donnees Avril 2012 KAT
E-008 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B1MAN Base de donnees Avril 2012 MAN
E-009 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B1N-KIV Base de donnees Avril 2012 N-KIV
E-010 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B1S-KIV Base de donnees Avril 2012 S-KIV
E-011 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B1P-OR Base de donnees Avril 2012 P-OR
E-012 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B6KIN Base de donnees Avril 2012 KIN
E-013 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B6BC Base de donnees Avril 2012 BC
E-014 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B6BD Base de donnees Avril 2012 BD
E-015 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B6EQ Base de donnees Avril 2012 EQ
E-016 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B6K-OCC Base de donnees Avril 2012 K-OCC
E-017 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B6K-OR Base de donnees Avril 2012 K-OR
E-018 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B6KAT Base de donnees Avril 2012 KAT
E-019 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B6MAN Base de donnees Avril 2012 MAN
E-020 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B6N-KIV Base de donnees Avril 2012 N-KIV
E-021 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B6S-KIV Base de donnees Avril 2012 S-KIV
E-022 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B6P-OR Base de donnees Avril 2012 P-OR
E-023 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B11KIN Base de donnees Avril 2012 KIN
E-024 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B11BC Base de donnees Avril 2012 BC
E-025 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B11BD Base de donnees Avril 2012 BD
E-026 APC Rallonge APC Le 15mars 2012 Agents MSP 38 Equipement B11EQ Base de donnees Avril 2012 EQ
E-027 APC Rallonge APC Le16mars2012 Agents MSP 35 Equipement B11K-OCC Base de donnees Avril 2012 K-OCC
E-028 APC Rallonge APC Le16mars2012 Agents MSP 35 Equipement B11K-OR Base de donnees Avril 2012 K-OR
E-029 APC Rallonge APC Le16mars2012 Agents MSP 35 Equipement B11KAT Base de donnees Avril 2012 KAT
E-030 APC Rallonge APC Le16mars2012 Agents MSP 35 Equipement B11MAN Base de donnees Avril 2012 MAN
E-031 APC Rallonge APC Le16mars2012 Agents MSP 35 Equipement B11N-KIV Base de donnees Avril 2012 N-KIV
E-032 APC Rallonge APC Le16mars2012 Agents MSP 35 Equipement B11S-KIV Base de donnees Avril 2012 S-KIV
E-033 APC Rallonge APC Le16mars2012 Agents MSP 35 Equipement B11P-OR Base de donnees Avril 2012 P-OR
E-034 APC Rallonge APC Le16mars2012 Agents MSP 35 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
E-035 APC Rallonge APC Le16mars2012 Agents MSP 35 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
E-036 APC Rallonge APC Le16mars2012 Agents MSP 35 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
E-037 APC Rallonge APC Le16mars2012 Agents MSP 35 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
F-001 TOSHIBA Disque dur externe HDD 1TB Le15mars2012 Agents MSP 215 Equipement B1KIN Base de donnees Avril 2012 KIN
F-002 TOSHIBA Disque dur externe HDD 1TB Le15mars2012 Agents MSP 215 Equipement B1BC Base de donnees Avril 2012 BC
F-003 TOSHIBA Disque dur externe HDD 1TB Le15mars2012 Agents MSP 215 Equipement B1BD Base de donnees Avril 2012 BD
F-004 TOSHIBA Disque dur externe HDD 1TB Le15mars2012 Agents MSP 215 Equipement B1EQ Base de donnees Avril 2012 EQ
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F-005 TOSHIBA Disque dur externe HDD 1TB Le15mars2012 Agents MSP 215 Equipement B1K-OCC Base de donnees Avril 2012 K-OCC
F-006 TOSHIBA Disque dur externe HDD 1TB Le15mars2012 Agents MSP 215 Equipement B1K-OR Base de donnees Avril 2012 K-OR
F-007 TOSHIBA Disque dur externe HDD 1TB Le15mars2012 Agents MSP 215 Equipement B1KAT Base de donnees Avril 2012 KAT
F-008 TOSHIBA Disque dur externe HDD 1TB Le15mars2012 Agents MSP 215 Equipement B1MAN Base de donnees Avril 2012 MAN
F-009 TOSHIBA Disque dur externe HDD 1TB Le15mars2012 Agents MSP 215 Equipement B1N-KIV Base de donnees Avril 2012 N-KIV
F-010 TOSHIBA Disque dur externe HDD 1TB Le15mars2012 Agents MSP 215 Equipement B1S-KIV Base de donnees Avril 2012 S-KIV
F-011 TOSHIBA Disque dur externe HDD 1TB Le15mars2012 Agents MSP 215 Equipement B1P-OR Base de donnees Avril 2012 P-OR
F-012 TOSHIBA Disque dur externe HDD 1TB Le15mars2012 Agents MSP 215 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
F-013 TOSHIBA Disque dur externe HDD 1TB Le15mars2012 Agents MSP 215 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
F-014 TOSHIBA Disque dur externe HDD 1TB Le15mars2012 Agents MSP 215 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
F-015 TOSHIBA Disque dur externe HDD 1TB Le15mars2012 Agents MSP 215 Equipement D1 Sec Base de donnees Avril 2012 D1
G-001 SONY Camp Photo SONY S3000 Le15mars2012 Agents MSP 255 Equipement B1KIN Base de donnees Avril 2012 KIN
G-002 SONY Camp Photo SONY S3000 Le15mars2012 Agents MSP 255 Equipement B1BC Base de donnees Avril 2012 BC
G-003 SONY Camp Photo SONY S3000 Le15mars2012 Agents MSP 255 Equipement B1BD Base de donnees Avril 2012 BD
G-004 SONY Camp Photo SONY S3000 Le15mars2012 Agents MSP 255 Equipement B1EQ Base de donnees Avril 2012 EQ
G-005 SONY Camp Photo SONY S3000 Le15mars2012 Agents MSP 255 Equipement B1K-OCC Base de donnees Avril 2012 K-OCC
G-006 SONY Camp Photo SONY S3000 Le15mars2012 Agents MSP 255 Equipement B1K-OR Base de donnees Avril 2012 K-OR
G-007 SONY Camp Photo SONY S3000 Le15mars2012 Agents MSP 255 Equipement B1KAT Base de donnees Avril 2012 KAT
G-008 SONY Camp Photo SONY S3000 Le15mars2012 Agents MSP 255 Equipement B1MAN Base de donnees Avril 2012 MAN
G-009 SONY Camp Photo SONY S3000 Le15mars2012 Agents MSP 255 Equipement B1N-KIV Base de donnees Avril 2012 N-KIV
G-010 SONY Camp Photo SONY S3000 Le15mars2012 Agents MSP 255 Equipement B1S-KIV Base de donnees Avril 2012 S-KIV
G-011 SONY Camp Photo SONY S3000 Le15mars2012 Agents MSP 255 Equipement B1P-OR Base de donnees Avril 2012 P-OR
H-001 HP Ecran HP 20 Le16mars2013 Agents MSP 280 Equipement D1Sec Base de donnees Avril 2012 D1
H-002 HP Ecran HP 20 Le16mars2013 Agents MSP 280 Equipement D11 Base de donnees Avril 2012 D11
H-003 HP Ecran HP 20 Le16mars2013 Agents MSP 280 Equipement D11 Base de donnees Avril 2012 D11
I-001 Viewsonic Projecteur LCD Le16mars2013 Agents MSP 785 Equipement D11 Base de donnees Avril 2012 D11
Ｋ-001 Norton ANTI VIRUS NORTON- Le15mars2012 Agents MSP 1100 Equipement Direction cent Base de donnees Avril 2012
Ｋ-002 Vodacom VODACOM MODEM x - Le20mars 2012 Agents MSP 1002 Equipement Chaque B1 Base de donnees Avril 2012

-1119
1131

67337 USD

調達時割引

銀行手数料、小切手手数料等

2010年度機材供与額合計
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DOTATION EN MATERIELS ET EQUIPEMENTS POUR DEUX ECOLES PILOTES DE NEUVELLE FILIERE DE ACC A2
 ANNEE FISCALE JAPONAISE 2012 

N° Marque Désignation Categorie D d'approv. Utilisateurs Prix Type de budget LIEU D'AFFECTATION

A-001 Boite d'accouchement(DELIVERY SET)18Pces Elèves de Mosango 900 Equipement IEM Mosango (Bandundu)

A-002 Boite d'accouchement(DELIVERY SET)18Pces Elèves de Katana 900 Equipement IEM Katana (Sud Kivu)

A-003 Buste pelvien Elèves de Mosango 350 Equipement IEM Mosango (Bandundu)

A-004 Buste pelvien Elèves de Katana 350 Equipement IEM Katana (Sud Kivu)

A-005 Chariot  brancard amovile MO-1026005W Elèves de Mosango 750 Equipement IEM Mosango (Bandundu)

A-006 Chariot  brancard amovile MO-1026005W Elèves de Katana 750 Equipement IEM Katana (Sud Kivu)

A-007 Chariot à instruments (table de mayo) MO-100600-W Elèves de Mosango 350 Equipement IEM Mosango (Bandundu)

A-008 Chariot à instruments (table de mayo) MO-100600-W Elèves de Katana 350 Equipement IEM Katana (Sud Kivu)

A-009 Couveuse AP-103100 Elèves de Mosango 5500 Equipement IEM Mosango (Bandundu)

A-010 Couveuse AP-103100 Elèves de Katana 5500 Equipement IEM Katana (Sud Kivu)

A-011 Jeu de verre à pied 125cc×2p, 500cc×2p Elèves de Mosango 850 Equipement IEM Mosango (Bandundu)

A-012 Jeu de verre à pied 125cc×2p, 500cc×2p Elèves de Katana 850 Equipement IEM Katana (Sud Kivu)

A-013 Kit réanimation (balon d'ambu) CA100070-1 Elèves de Mosango 150 Equipement IEM Mosango (Bandundu)

A-014 Kit réanimation (balon d'ambu) CA100070-1 Elèves de Katana 150 Equipement IEM Katana (Sud Kivu)

A-015 Mannequin néonatal pour TP ablution femme Elèves de Mosango 2000 Equipement IEM Mosango (Bandundu)

A-016 Mannequin néonatal pour TP ablution femme Elèves de Katana 2000 Equipement IEM Katana (Sud Kivu)

A-017 Mannequin obstétrical Elèves de Mosango 1500 Equipement IEM Mosango (Bandundu)

A-018 Mannequin obstétrical Elèves de Katana 1500 Equipement IEM Katana (Sud Kivu)

A-019 Mannequin pour accouchement GD/F8 Elèves de Mosango 2000 Equipement IEM Mosango (Bandundu)

A-020 Mannequin pour accouchement GD/F8 Elèves de Katana 2000 Equipement IEM Katana (Sud Kivu)

A-021 Matériels de soins de base, composé de: Elèves de Mosango 2500 Equipement IEM Mosango (Bandundu)

Aérosol AP-106000

Pince

Tensiomètre anéroide DI-100250

Stéthoscope simple DI-102510

Foetoscope DI-102700

Blouse M/L DI-107200

Sabot DI-107220

Appareil de glycémie one touch ultra+bandelette

11

Oxymetre de pouls

Otoscope heine DI-102020

Abaisse langue en bois MI-905160

Trousse ORL DI-102160

Pèse personne seca DI-100080-762

A-022 Matériels de soins de base Elèves de Katana 2500 Equipement IEM Katana (Sud Kivu)

Aérosol AP-106000

Pince

Tensiomètre anéroide DI-100250

Stéthoscope simple DI-102510

Foetoscope DI-102700

Blouse M/L DI-107200

Sabot DI-107220

Appareil de glycémie one touch ultra+bandelette

Oxymetre de pouls

Otoscope heine DI-102020

Abaisse langue en bois MI-905160

Trousse ORL DI-102160

Pèse personne seca DI-100080-762

A-023 Pèse bébé DI-100030-16 Elèves de Mosango 150 Equipement IEM Mosango (Bandundu)

A-024 Pèse bébé DI-100030-16 Elèves de Katana 150 Equipement IEM Katana (Sud Kivu)

A-025 Position de fœtus dans l'utérus XC-414 Elèves de Mosango 1000 Equipement IEM Mosango (Bandundu)

A-026 Position de fœtus dans l'utérus XC-414 Elèves de Katana 1000 Equipement IEM Katana (Sud Kivu)

A-027 Simulateur du nouveau-né GD/HS9 Elèves de Mosango 3500 Equipement IEM Mosango (Bandundu)

A-028 Simulateur du nouveau-né GD/HS9 Elèves de Katana 3500 Equipement IEM Katana (Sud Kivu)

A-029 Stérilsateur éléctrique AP-100100-20 Elèves de Mosango 1200 Equipement IEM Mosango (Bandundu)

A-030 Stérilsateur éléctrique AP-100100-20 Elèves de Katana 1200 Equipement IEM Katana (Sud Kivu)

A-031 Table d'accoucheusement MO-100020 Elèves de Mosango 1800 Equipement IEM Mosango (Bandundu)

A-032 Table d'accoucheusement MO-100020 Elèves de Katana 1800 Equipement IEM Katana (Sud Kivu)

A-033
Table gynécologique mixte avec accessoires
gynécologiques

MO-100022-2 Elèves de Mosango 1350 Equipement IEM Mosango (Bandundu)

A-034
Table gynécologique mixte avec accessoires
gynécologiques

MO-100022-2 Elèves de Katana 1350 Equipement IEM Katana (Sud Kivu)

12
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A-035 Tronc obstétrical  Elèves de Mosango 950 Equipement IEM Mosango (Bandundu)

A-036 Tronc obstétrical  Elèves de Katana 950 Equipement IEM Katana (Sud Kivu)

A-037 Ventouse AP-101001-S Elèves de Mosango 900 Equipement IEM Mosango (Bandundu)

A-038 Ventouse AP-101001-S Elèves de Katana 900 Equipement IEM Katana (Sud Kivu)

55400

831

54569 USD

調達時割引

銀行手数料、小切手手数料等

2012年度機材供与額合計

合計
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Usage Observ Livraison PROVINCE DIR

Education de ACC A2 02/09/2012 Bandundu

Education de ACC A2 12/08/2012 Sud Kivu

Education de ACC A2 02/09/2012 Bandundu

Education de ACC A2 12/08/2012 Sud Kivu

Education de ACC A2 02/09/2012 Bandundu

Education de ACC A2 12/08/2012 Sud Kivu

Education de ACC A2 02/09/2012 Bandundu

Education de ACC A2 12/08/2012 Sud Kivu

Education de ACC A2 02/09/2012 Bandundu

Education de ACC A2 12/08/2012 Sud Kivu

Education de ACC A2 02/09/2012 Bandundu

Education de ACC A2 12/08/2012 Sud Kivu

Education de ACC A2 02/09/2012 Bandundu

Education de ACC A2 12/08/2012 Sud Kivu

Education de ACC A2 02/09/2012 Bandundu

Education de ACC A2 12/08/2012 Sud Kivu

Education de ACC A2 02/09/2012 Bandundu

Education de ACC A2 12/08/2012 Sud Kivu

Education de ACC A2 02/09/2012 Bandundu

Education de ACC A2 12/08/2012 Sud Kivu

Education de ACC A2 02/09/2012 Bandundu
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Education de ACC A2 12/08/2012 Sud Kivu

Education de ACC A2 12/08/2012 Bandundu

Education de ACC A2 02/09/2012 Sud Kivu

Education de ACC A2 12/08/2012 Bandundu

Education de ACC A2 02/09/2012 Sud Kivu

Education de ACC A2 12/08/2012 Bandundu

Education de ACC A2 02/09/2012 Sud Kivu

Education de ACC A2 12/08/2012 Bandundu

Education de ACC A2 02/09/2012 Sud Kivu

Education de ACC A2 12/08/2012 Bandundu

Education de ACC A2 02/09/2012 Sud Kivu

Education de ACC A2 12/08/2012 Bandundu

Education de ACC A2 02/09/2012 Sud Kivu

15

Education de ACC A2 12/08/2012 Bandundu

Education de ACC A2 02/09/2012 Sud Kivu

Education de ACC A2 12/08/2012 Bandundu

Education de ACC A2 02/09/2012 Sud Kivu

16
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1)  PNDRHS モニタリング•評価のための重要指標一覧 
 

成果、効果、インパクトの３レベルに分類し、重要な指標を以下に示す。 投入およびプロセスに関する指標は、 プログラミングフレームワーク中に示され

る。 
 

N

° 
指標 目的 計測方法 計測単位 ベースライン 5 年後目標値 

 インパクト指標 

1 

MSP の傘下で働く全カテゴリーの保健

人材の離職率  

 

 

実施される人材安定化

（rétention）措置•戦略の有効

性を図る 

 

 

離職した保健人材数 X 

100/ MSP で働く保健人

材総数 （＝％） 

各州、各保健群

（District de Santé）、

各保健ゾーン（ZS）  

 

 

 

今後設定される 

 

 

 

 

 

現在の離職率を

30% 削減 

 

 

 

 

2 

各州ごとの保健人材 (MSP により認知

された 13 カテゴリー) の離職率  

 

 

 

国内全体に公平な保健人材

配置を行う MSP のマネジメン

ト能力を図る  

 

 

各州に配置された保健人

材カテゴリー別の人材数 

X 100/ 当該カテゴリーの

保健人材総数 

各保健群、各保健ゾ

ーン  

 

 

 

 

 

人口 10.000 人当

たりの州別医師数: 

 BDD : 0,3  

 BC : 1,3 

 EQ : 0,2 

 KIN : 1,9 

 PO : 0,3 

 NK : 0,5 

 SK : 0,7 

 MN : 0,8 

 KOCC : 0,5 

 KOR : 0,3 

 KAT : 0,5 

人口 5000 人当た

りの州別看護士数: 

 BDD : 7 

 BC : 7 

 EQ : 3 

 KIN : 3 

保健人材が基準に

従って配置されて

いる(対人口の保健

人材数) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

74 

 PO : 3,8 

 NK : 3,9 

 SK : 3 

 MN : 4,8 

 KOCC : 3 

 KOR : 3,7 

 KAT : 2,7 

3 

運営基準を満たす(存続可能な) 

ITM/IEM の割合 

 

 

保健人材養成校合理化の状

況とディプロマの質をモニタリ

ングする  

運営基準を満たす

ITM/IEM X 100/  

ITM/IEM 総数 

各州ごと 

 

 

 

 

61%  

 

 

 

 

100% 

 

 

 

 

4 

人材が不足しているコース（助産師、薬

局助手、衛生師）を運営する ITM の割

合 

 

ニーズに応えた養成プログラ

ムを実施できる国家の能力を

図る 

人材不足コースを運営す

し基準を満たす ITM/IEM 

X 100/  

ITM/IEM 総数 

各州ごと 

 

 

 

 

2,16%  (助産師コー

ス) 

 

 

 

 

15,6% 

 

 

 効果、中期的成果、 カバー率に関する指標 

N

° 
指標  目的 計測方法 計測単位 ベースライン 5 年後目標値 

1 

就業中の RHS 管理に関する情報シス

テムが存在する 

 

 

政策方針決定にあたり RHS 管

理に関する信頼性高い情報や

データが中央に上げられる 

ー 

 

 

 

 

ー 

 

 

 

 

0 

 

 

 

 

１つの国家システ

ムを SNIS の１コン

ポーネントとして設

置 

 

2 

機能する異省間協働枠組みが存在す

る 

 

RHS に関する課題につき意見

交換•共有、方針決定ができる  

ー 

 

 

各州ごと 

 

 

0 

 

 

中央に１枠組み、

州レベルに１１枠組

み 

 

3 

機能する RHS オブザベートリーが存在

する  

 

RHS 現況のレベルと傾向をモニ

タリング•評価する  

ー 

 

 

各州ごと 

 

 

0 

 

 

中央に１箇所、州

レベルに１１箇所 

 

－ 118 －

７．国家保健人材開発計画（2011-2015） 主要指標（和訳）



 

 

4 

更新された MSP の組織枠組み（cadre 

organique）が存在する 

 

 

保健行政のなかでポスト、職員

数、雇用口の合理化ができる 

ー 

 

 

 

ー 

 

 

 

0 

 

 

 

ただ 1 つの保健行

政組織枠組みを中

央と州の２レベル

に置く 

5 

中央•州レベルで RHS 基準が存在する 

 

資格を持つ保健人材が保健行

政サービスや保健施設に配置さ

れる 

ー 

 

ー 

 

 

 

0 

 

 

 

RHS 基準に関する

２つの基準文書(中

央と州) 

6 

特殊•特別規程を持つ保健人材の割合 

 

 

 

医療保健事業従事に関する義

務と権利が定められる 

 

 

 

 特殊規程を持つ保健人材

数 X 100/  

保健人材総数 

 

ー 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

MSP が認知した

13 職種のうちすで

に特殊規程が認め

られた医師を除い

て新たに３職種に

特殊規程が認めら

れる 

7 

法に従い退職する保健人材の割合 

 

 

退職に関する国家政策の効果

を図る 

 

退職者数 X 100/  

退職有資格者総数  

各州ごと 

 

 

 

0 

 

 

 

21000 人の退職有

資格者 

 

 

8 

廃校した、基準に適合しない ITM/IEM

の割合  

 

 

ITM/IEM に関する ELS 09 勧告

の適用状況をモニタリング評価

する 

基準に適合しない

ITM/IEM の廃校数 X 100/ 

基準に適合しない 

ITM/IEM 総数  

各州ごと 

 

 

 

0% 

 

 

 

100%  

 

 

 

転用 redéployés,採用 recrutés, 配置

affectés  移動 mutés が基準•規則に従

って行われている保健人材の割合 

 

 

 

転用（redéploiement） 、採用

（recrutement）、配置

（affectation）、移動（mutation）

に関する基準、規則、手続きが

遵守されているかを評価する 

 

 

転用•採用•配置•移動され

た人材数 X 100/  

転用•採用•配置•移動が予

定される総人材数 

各州、各群、各ゾ

ーンごと  

 

 

0% 

 

 

 

 

 

 

転用人材＝97 人、

新規採用＝6418

人 、 採用済みの

配置または移動＝

1000 人  

 

 

 

計画に対し実施された RHS に関する

応用研究の割合  

 

 

活動方針決定のための RHS に

関する新知識を形成する能力を

評価する 

実施された応用研究数 X 

100/ 

計画されている応用研究

数 

 

各州ごと 

 

 

 

 

不明 

 

 

 

 

50% 

 

 

 

 

 

9 

国全体のなかで開設される保健人材

養成パイロット校の割合 

 

 

 

 

 

 

 

  

他の ITM/IEM の運営責任者や

教員の再教育、保健科学教育

に関する基準や新技術をテスト

的に実施できる国家としての能

力を評価する 

 

 

 

 

開設されたパイロット校の

数 X100/  

計画されているパイロット

校の数 

 

 

 

 

 

 

 

 

各州ごと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

100% (4 校： 中央ア

フリカリージョンで

の活動を使命とす

る国家パイロット校

１校と州レベルの３

パイロット校 (カナ

ンガ Kananga, ルシ

L’shi, ムブカ Mbka)  

10 

保健人材の現場のニーズに適合した

初期教育プログラムの割合 

 

人材養成プログラムの改革に関

する国家の能力を評価する 

 

現場のニーズに適合した

養成プログラム数 X 100/

養成プログラム総数  

ー  

 

 

 

 

11% (改革されたト

レーニングプログラ

ム 1 件) 

 

 

 

100% (9 の改革さ

れたトレーニングプ

ログラム) 

 

 

－ 119 －



 

11 

投資•運営のために国家から助成を受

けた保健人材養成学校 (ITM および

IEM) の割合  

中級保健人材教育実施条件の

改善に貢献する国家の意志を

評価する 

 

支援を受けた養成校数  X 

100/  

養成校総数 

 

 

各州ごと 

 

 

 

 

 

0% 

 

 

 

 

 

存続可能な（規格

に適合した）ITM の

100%   

 

 

 

 

12 

国家による認可を受けた保健人材養成

校の割合 

 

 

保健人材養成教育に関して基

準に従おうとする養成校所有者

の努力を評価する  

認可を受けた学校数 X 

100/  

保健人材養成学校総数 

各州ごと 

 

 

 

 

0% 

 

 

 

 

存続可能な（規格

に適合した）ITM の

100%   

 

 

 

 

継続教育を規制する基準や法規の枠

組みの存在 (サブセクター政策、規格、

ガイドライン、基準等) 

継続教育事業の規制•調整の枠

組みの効率性を評価する 

— 

 

 

 

 

— 

 

 

 

0 

 

 

 

 

6 (政策、規格、ガ

イドライン、３つの

基準) 

 

 

継続教育の機能する情報システムの

存在 

 

 

継続教育の方針を決定するた

めの信頼性高いデータ•情報が

中央に上がっているかを評価す

る 

— 

 

 

 

 

— 

 

 

 

0 

 

 

 

 

SNIS のコンポーネ

ントとして１つの国

家システム 

 

 

人件費予算の年間増加率 

 

 

 

 

 

 

保健人材に対する国およびドナ

ーによる資金動員、コミットのレ

ベルを図り、 PNDRHS 11-15 実

施に必要と思われる人件費予

算増加の状況をモニタリングす

る 

給与増額のための追加資

金 X 100/ 

年間人件費予算 

 

 

各州ごと 

 

 

 

 

 

 

 

0% 

 

 

 

 

 

 

 

毎年 20%  

 

 

 

 

 

 

 

リスク手当予算の年間増加率 

 

 

 

 

PNDRHS 11-15 に沿ったリスク

手当予算の変化をモニタリング

する 

 

 

リスク手当のために動員さ

れる追加資金 X100/  

年間人件費 

各州ごと 

 

 

 

 

 

0 

 

 

 

 

 

５年間で 40%  

 

 

 

 

 

 

最近過去５年間に公務員登録番号を

受け、公務員として採用された保健人

材の割合  

 

公務員として採用した保健人材

を公務員登録する国家の能力

を評価する 

 

公務員として採用され公

務員登録された保健人材 

数 X 100/ 

公務員として採用された保

健人材総数 

各州ごと 

 

 

 

 

4,6% (2008 年に採

用され、登録された

3475 人) 

 

 

 

 

100% 

 

 

 

アクセス困難な農村部保健ゾーン 

（ZS）で 僻地手当（la prime de 

brousse）を受けている管理職の割合 

 

 

 

アクセス困難な農村部で働く有

資格保健人材を励ます国家の

能力を評価する 

 

アクセス困難な農村部保

健ゾーンで 僻地手当を受

けた管理職の割合 X 100/

アクセス困難な農村部保

健ゾーンで 働く管理職の

総数 

各州ごと 

 

 

 

 

 

 

0% 

 

 

 

 

 

 

100% (管理職と保

健人材職員あわせ

て 2679 人) 

 

 

 

 

 

 

 

アクセス困難な農村部保健ゾーンで 国

から宿舎を提供された管理職の割合 

 

 

 

アクセス困難な農村部保健ゾー

ンで働く管理職に、規準に合っ

た住宅を提供する国の能力を評

価する 

アクセス困難な農村部保

健ゾーンで 国から宿舎を

提供された管理職数 X 

100/アクセス困難な農村

部保健ゾーンで 働く管理

職総数 

各州ごと 

 

 

 

 

 

不明 

 

 

 

 

100% (管理職と保

健人材職員あわせ

て 2679 人) 

 

 

 

 

 

 

 

 短期的成果指標  

－ 120 －



N

° 
指標  目的 計測方法 計測単位 ベースライン 5 年後目標値  

1 

RHS に関して形成されたデータベ

ースの数  

 

 

 

 

 

様々なレベルで RHS の傾向

等をモニタリングできるように

データを集中化させる 

 

 

— 

 

 

 

 

 

— 

 

 

 

 

 

0 

 

 

 

 

 

 

27 のデータベー

ス： 州(B1) のデ

ータベース 26

と、国レベルのデ

ータベース１つ 

(D1, D6 、 D11) 

2 

憲法のなかの RHS 管理に関する

法文の数 

 

RHS 管理につき中央、州、ロ

ーカルレベルでの権限•特権を

法文化させる  

ー 

 

 

 

ー 

 

 

 

0 

 

 

 

ログフレーム参

照のこと 

 

3 

中央レベルが作成した RHS に関す

る年鑑の数 

 

RDC における RHS の特徴や

傾向の変遷をモニタリングで

きるようにする 

ー 

 

 

ー 

 

 

1 

 

 

5  

 

 

4 

中央レベルからの指令に基づいて

保健人材開発州計画(PPDRHS)を

作成した州の数  

PNDRHS 実施のための活動

を州レベルで計画できるよう

にする 

 

 

ー 

 

 

 

 

各州ごと 

 

 

 

 

0 

 

 

 

 

11  

5 

投資•運営のために国からの助成を

受けた RHS 管理担当部局の割合 

 

 

 

 

RHS 担当部局の運営改善に

取組む国の貢献を評価する 

 

 

 

  

国からの助成を受けた

RHS 管理担当部局数 X 

100/ 

RHS 管理担当部局総

数 

 

 

 

 

 

各州ごと 

 

 

 

 

 

 

 

0 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央３部局、 州

26 部局（将来的

な州の数）の計

29 部局  

 

 
現任人材のニーズに適合した継続

教育基準とプログラムの存在 

現任教育を組織するうえで継

続教育担当部局の能力を評

価する 

ー ー 3 3 

 
国内各地における、機能する継続

教育トレーナーグループの存在 

実施される継続教育の専門

性を現場で評価 する 
ー 

各州ごと 

 
0 3 

 
保健人材に付与された福利厚生面

での優遇措置の割合 

国家公務員規程を遵守する

国の意志を評価する  

保健人材に付与された

福利厚生面での優遇措

置の数 X 100/ 

福利厚生面での優遇措

置の総数 

各州ごと 

 
1  9 

 
保健人材に適用される非物質的優

遇措置の割合 

MSP の、保健人材の社会的•

道徳的モチベーションを高め

るための非物質的優遇措置

実施能力を評価する 

実施された非物質的優

遇措置の数 X100/ 

非物質的優遇措置の

総数 

各州ごと 

 
0 5 

 

アクセス困難な農村部保健ゾーンで働

く管理職のために、規準通りに建設•装

備された宿舎の割合 

 

アクセス困難な農村部保健ゾー

ンで働く管理職のための宿舎建

造の状況をモニタリングする 

アクセス困難な農村部保

健ゾーンで働く管理職の

ために建設•装備された宿

舎数 X 100/計画されて

いる宿舎総数 

各州ごと 

 
不明 900 

 

アクセス困難な農村部保健ゾーンで働

く管理職のために、規準通りに補修•装

備された宿舎の割合 

 

アクセス困難な農村部保健ゾー

ンで働く管理職のための宿舎補

修の状況をモニタリングする 

アクセス困難な農村部保

健ゾーンで働く管理職の

ために補修•装備された宿

舎数 X 100/計画されて

いる宿舎総数 

各州ごと 

 
不明 900 

 
 

－ 121 －
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